


≪学長挨拶≫

横浜市立大学のＣＯＣ事業と、
　　　　　　　　今後の地域貢献事業について

　横浜市立大学は、平成 25年８月に文部科学省「地（知）の拠点整備事業（以

下、ＣＯＣ事業）」の採択を受けておりましたが、平成 30年３月をもって、

その補助期間が終了となります。この５年間、横浜市が推進している「環

境未来都市」構想の実現のため、市が進める様々な取組とも連携しながら、

少子高齢化やまちづくり、環境問題等の地域課題の解決に取り組んでまい

りました。

　「地域貢献」は、平成 17 年度の法人化を契機に定めた横浜市立大学

の基本方針のひとつであり、これまでも実践的な教育・研究活動を通

じながら、地域や地域団体などの方々と共に多様化・複雑化する様々

な地域課題に向き合ってきました。それが、ＣＯＣ事業の採択をきっか

けとして、飛躍的に地域貢献にかかる活動の幅を広げられたことと、現

在そのつながりが深まってきていることを手ごたえとして実感しています。

具体的には、学内資源と学外ニーズのマッチングを強化し、教員が取り組

む地域貢献活動を拡充して実施したり、全学生を対象とした地域に関する

科目を充実させたり、地域活性化及び健康に暮らせるまちづくり等を進め

ている「サテライト拠点」の運営を進めたり、地域社会のボランティアニ

ーズとボランティア活動希望の学生をコーディネートする「ボランティア

支援室」を設置するなど、従来の取組を加速的に発展させることができま

した。

　本学が果たすべき使命は、国際都市横浜における知識基盤社会の都市イ

ンフラとして、横浜市を始めとした「都市」が抱える課題解決に取り組ん

でいける人材や、グローバルな視野を持って活躍できる人材、地域医療を

支える医師・看護師等を育成することです。さらには、教育・研究活動を

通じながら、地域課題の解決に向けた取組や市民への生涯学習機会の提供、

県内で唯一の公立大学附属病院を有する大学として、高度で先進的な医療

を地域の皆さんに提供するなど、市民に支えられた公立大学として地域に

貢献することと考えています。

　このＣＯＣ事業で得た地域貢献にかかる活動の成果や社会から求められ

ているニーズ等を学内で共有し、教職員の意識を高めるとともに、横浜市

民に支えられた大学として必要な取組の歩を進めていくことで、地域社会

へ貢献する取組をさらに展開していきたいと考えています。そして、地域

社会のシンクタンク機能を十分に発揮し、市民の皆様に貢献できるよう、

より一層取り組んでまいります。

横浜市立大学　学長　窪田　吉信
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社会をうごかす

課題をうごかす

地域をうごかす

横浜をうごかす

世界をうごかす

時代をうごかす

小さなことから、大きなことまで、

「うごかすチカラ」を持つ大学に成長したい。

もっともっと頼ってもらえる存在になりたい。

横浜市立大学（ＹＣＵ）はみなさんとともにそんな力強い大学になりたいとおもいます。
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地域志向の教育・カリキュラム改革の推進
地域社会や産業が抱える課題を読み取り、その解決策を提示できる人材を育成するため、平成29年度は、以下

の教育カリキュラムを推進した。

● 地域志向科目の設置
平成29年度は、既存の科目のうち、地域に関する学修を行う、地域の課題を発見し解決策を考える等、地域

に関する科目を「地域志向科目」と位置付け、2015年度以降入学の国際総合科学部、医学部生は全員1科目以
上履修することを推奨した。（医学部生は表中にある専門科目が必修）

学部・学科 科目名 担当教員 履修者数（うち 1 年）
1

国際総合科学部

医学部

総合講義 ( 鎌倉・金沢を知る ) 松本　郁代 190  （180）
2 総合講義 ( 横浜学事始 ) 本宮　一男 108    （92）
3 総合講義 ( 環境論入門 ) 青　正澄 146  （130）
4 総合講義 ( まちづくり学入門 ) 石川　永子 266  （251） 
5 総合講義 ( 横浜と産業 ) 柴田　仁夫、影山　摩子弥 153  （118）
6 総合講義 ( 横浜から世界へ ) 木村　琢郎 320  （281）
7 総合講義 ( 企業家に学ぶ ) ● 芦澤　美智子 345  （345）
8 総合講義 ( 企業と会計 ) ● 黒木　淳 180  （167）
9 総合講義 ( 科学技術の創成 ) ● 横山　崇 172  （163）
10 総合講義 ( 生命科学と環境 ) 大関　泰裕 368  （328）
11 総合講義 ( 自然災害とリスクマネージメント ) ● 吉本　和生、高梨　成子 139  （125）
12 医学部

医学科

福祉施設実習 稲森　正彦 99    （99）
13 地域保健医療学 稲森　正彦 95      （0）
14 地域保健医療学実習 水嶋　春朔 80      （0）
15 医学部

看護学科
在宅看護学概論 叶谷　由佳 101      （0）

16 地域看護学概論 田髙　悦子 101      （0）
合計 2,863（2,279）

※●の付いた科目は2015年度入学生のみ対象………………　…………
＜参考＞平成29年度学部学生総数　4,162名　１年　965名………………　…………

● 地域実践プログラムの実施
国際総合科学部では、平成26年度から、学生が自ら学びをデザインし能動的に学ぶ「地域実践プログラム」

を実施している。学系毎に一定数の科目を取得した学生には修了証を発行している。地域実践科目は基礎・応用・
インターンシップの３種類に分類され、「基礎」は座学を中心に地域社会や産業等が抱える課題について理解す
るための科目群、「応用」は課題に対してより能動的に学習するアクティブ・ラーニング科目、「インターンシッ
プ」は企業、ＮＰＯ等の団体での活動を体験するインターンシップ科目である。

<地域実践科目数の推移>
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

地域実践科目 15 科目 102 科目 109 科目 113 科目 111 科目

<地域実践プログラム登録者数の推移>
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度

登録者数 34 名 39 名（延べ 73 名） 99 名（延べ 172 名） 43 名（延べ 215 名）
修了者数 0 名 3 名 5 名 3 名

※…地域実践プログラムの修了には複数年が必要

● サポート・プログラム　　　　　　　　　➡  詳細は、P.5
● アクティブ・ラーニング推進プログラム　➡  詳細は、P.7~P.16 

01 教育

「地域実践プログラム」修了証授与までの流れ
4月／9月 4月～3月 4月～3月 4月～3月中旬

地域実践プログラム
参加申請

学習プランに沿った
履修

ポートフォリオ
作成 修了 認定

履修期間は1年間とは限らず、
各自の学習プランに応じて決められます。
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● サポート・プログラムの実施
　地域実践プログラムを履修する学生に対して、地域活性化の活動のために必要とされる様々なスキル習得の
ための講座「サポート・プログラム」を平成25年度から実施している。

<平成29年度実施プログラム>

　テレビ神奈川の制作現場で活躍している講師から、映像制作や撮影技術の基礎と映像を使った情報発信につい
て学び、TV局の実際の制作現場を見学した。平成29年度は、㈱リコーのご協力により360°カメラ「theta」を使っ
た撮影が可能になり、表現の幅が広がった。
　学生はテーマを決めて、さまざまなカメラを使い学内外で撮影を行い、ナレーションはプロのアナウンサーに
ご協力頂き、録音作業を進めた。
　学生が作成した映像は「ch. OPEN YOKOHAMA」上で再生回数を競う映像コンテストを開催し（7/18～9/29）
再生回数の多かった上位３名にtvkから記念品が贈呈された。

第１回　5月25日（木）「映像制作と撮影技術の基本を学ぶ」tvk（テレビ神奈川）
第２回　6月 1日（木）「テーマを考える→テーマに沿ってコンテンツを作成しよう」ＹＣＵスクエア203
第３回　6月15日（木）「ナレーションを収録してみる」情報教育実習室Ｅ
第４回　6月22日（木）「映像を編集してＳＮＳで発信」情報教育実習室Ｅ

　取材に必要なコミュニケーションスキルや、記事作成のポイント、情報発信までをプロの記者からトータルで
学んだ。
　学生自らが強く関心を持った事柄を元に取材対象を決め、講師からのアドバイスを受けながら取材交渉、イン
タビューを学生主体で実施した。記事作成では、初校からWeb 掲載用の完全原稿を作成するまで講師と校閲・修
正を繰り返し、完成後はWebサイトにて記事を公開した。

第１回　4月25日（火）「プロから学ぶ取材の基本」文科系研究棟第二会議室
第２回　5月 9日（火）「インタビューの実際」文科系研究棟第二会議室
第３回　5月23日（火）「初稿の共有と推敲～記事の構造について」情報教育実習室A
第４回　6月20日（火）「推敲～完全原稿を目指して」情報教育実習室A
第５回　6月27日（火）「記事をＷebメディアにアップしよう」情報教育実習室A

映像制作講座（全４回）参加学生　延べ 33名

広報スキル基礎講座（全５回）参加学生　延べ 16名

記事として取り上げたい内容を発表 大まかな記事構成を作成

㈱リコーによる 360°カメラの説明 プロのナレーターによるナレーション撮り
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● アクティブ・ラーニング推進プログラムの実施
　学生が自ら課題を発見し、解決する能力を身に付ける取組みを推進する。地域をフィールドにして学修する
授業に対して、サポートを拡大した。
　（平成26年度２件→平成27年度６件→平成28年度９件→平成29年度10件）

<平成29年度採択> ➡  詳細は、P.7~P.16 
プログラム名（科目名） 担当教員 プログラムの概要

東山田準工業地域における全国の準工業地
域とのネットワーキングの実践研究（演習
Ⅲ・Ⅳ）

吉永崇史准教授 横浜市の東山田準工業地域を対象として、地域住民と企業が共存していくための
アクション・プランを、全国の他の準工業地域と連携し、「もの・まち・ひとづくり」
の観点から検討することで、経営組織論を実践的に学びます。

国際総合科学部経営科学系経営
学コース

植と食と環境を繋ぎ持続的発展を目指す、
生物多様性と地域食資源のアクティブ・ラー
ニング（資源生物利用学）

坂智広教授 南横浜ビール研究所でのビール作りへ参加し、そこで得た学びを発信するなど、
生物多様性と地域食資源の関わりについてアクティブ・ラーニングとして推進す
ることにより、課題発見・探究能力、実行力といった「社会人基礎力」を育成し
ます。

国際総合科学部理学系生命環境
コース

海外・国内先進都市との比較による横浜市
財政及び公会計の分析と提言（演習Ⅱ・Ⅲ・
Ⅳ）

黒木淳准教授 平成 29 年度から導入された新公会計基準による、地方公共団体の公共財産やコ
スト情報の有効活用を目指し、横浜市及び先進諸都市の財政分析、インタビュー
調査、横浜市への提言を通じて、経営分析手法の応用力を習得します。

国際総合科学部経営科学系会計
学コース

「近代文学と横浜」に関する調査（演習Ⅰ・
Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）

庄司達也教授 神奈川近代文学館の協力のもと、近代文学と横浜の関わりについて調査・分析を
行います。作品の精読、注釈を通して、作品や作家に所縁の深い土地を訪れ、実
地調査を通して横浜という土地に対する理解を深め、新たな横浜の魅力発見につ
なげます。

国際総合科学部国際教養学系国
際文化コース

魅力ある横浜市立大学生活協同組合の実現：
消費者行動分析を活かした戦略立案（演習
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）

柴田典子准教授 魅力ある横浜市立大学生活協同組合の実現に向けて、神奈川県を中心とした
フィールドワークを通じて、マーケティング、消費者行動分析、ブランド戦略の
視点から具体的戦略を実践的に検討します。その後、プレゼンテーションを行い、
評価（フィードバック）を得ることで、社会人としての基礎力を身に付けます。

国際総合科学部経営科学系経営
学コース

横浜市の地場産業の現状分析と課題への取
り組み（演習Ⅰ）

山藤竜太郎准教授 技術の継承が進まず、横浜を象徴する地場産業として消滅の危機を迎えている「横
浜芝山漆器」「横浜スカーフ」「横浜クラシック家具」を対象として、技術や意匠
の保存と継承を担う団体への聞き取り調査などのアクティブ・ラーニングにより、
課題と解決策を発見します。

国際総合科学部経営科学系経営
学コース

神奈川県における外国につながりを持つ生
徒の教育支援（演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）

坪谷美欧子准教授 外国につながる子どもたちの教育問題、とりわけ高校進学の課題について、学習
支援者のための一日養成講座参加、インターンシップ、進学ガイダンススタッフ
などのさまざまな体験を通して、社会的弱者、貧困等に関する社会構造や「再生産」
といった複雑な社会問題への視角を身に付けます。

国際総合科学部国際教養学系国
際文化コース

公共選択学会学生の集いを通じた政策提言
（演習Ⅲ・Ⅳ）

和田淳一郎教授 公共選択学会学生の集いでのプレゼンテーマ「日本社会は持続可能か」を受け、
将来的な人口減少により「消滅可能性自治体」に指定された三浦市を対象に、持
続可能な社会の探究を行います。三浦市へのフィールドワークや消滅可能性自治
体情報収集と実証分析を行い、神奈川県へ政策提言します。

国際総合科学部経営科学系経済
学コース

横浜市内企業の企業分析と事業提案（演習
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ）

中條祐介教授
横浜市内に本社を構える地元企業を対象に、公表資料から業界の動向と企業の現
状を分析し、課題を整理、解決のための提案を行うプロセスを体得します。国際総合科学部経営科学系経営

学コース
超高齢化社会における巨大地震後の神奈川
県内におけるくらしと住まいの再建シナリ
オの検討をテーマとした、事前復興アクティ
ブ・ラーニング手法の開発（地域まちづく
り実習）

石川永子准教授 首都直下地震後の避難生活と仮住まい時の神奈川県内の課題解決に向けて、実際
の被災地での経験談を聞き取りし、そこで得られた教訓を神奈川県内の地域特性
に合わせたうえで、問題解決のための提案に活かしていくというプロセスを経験
し、自らの言葉・手法で考えを発信する力を身に付けます。

国際総合科学部国際都市学系ま
ちづくりコース

＜アクティブ・ラーニング推進プログラム報告会＞

　平成29年度の取組については、ＦＤ研修として
報告会を実施し、意見交換を行った。

日 時：平成30年 2 月 6 日（火）10：30～12：00
場 所： 金沢八景キャンパス　大会議室（文科系研

究棟）
対 象： 国際総合科学部教員、その他参加を希望す

る教職員

<プログラム>

10:30～ 大学COC事業の中でのアクティブ・ラーニング推進プログラム COC事業推進責任者　都市社会文化研究科長
　鈴木伸治教授

10:45～ 「近代文学と横浜」に関する調査（演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ） 国際教養学系国際文化コース
庄司達也教授

11:15～ 質疑応答

01教育
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東山田準工業地域における全国の準工業地域との
ネットワーキングの実践研究

担当教員… ▼  国際総合科学群　経営科学系経営学コース　准教授　吉永　崇史
科 目 名… ▼  演習Ⅲ・Ⅳ

　概　要

　一般社団法人横浜もの・まち・ひとづくり（代表理事男澤誠
氏および理事蟹江千里氏）と連携し、横浜市内の東山田準工業
地域において、地域住民と企業が共存していくためのアクショ
ン・プランを提言する。
　全国にある準工業地域と相互に学びあうことができる関係性
を構築するため、新聞・雑誌記事等の文献調査により、住工共
生の取組みについての情報を収集、整理した上で、先進的な取
組みを行っている地域に赴き、関係者へのインタビュー調査を実
施し、準工業地域間の連携可能性やその意義について検討する。

　実施内容

　2017年4月～6月：川崎市高津区内にある上野毛準工業地域
の調査、文献調査
　2017年7月～12月：全国準工業地域の先進事例（東大阪市）
のインタビュー調査、東山田準工業地域の取り組みのPR
　2018年1月～2月：調査報告書作成、アクション・プランを
一般社団法人横浜もの・まち・ひとづくりに提言
　東山田地域での各種交流イベントへの参加、川崎区高津区に
ある下野毛準工業地域（下野毛工業協同組合）訪問、同地域で
活動している専修大学の学生との意見交換、東大阪市経済部モ
ノづくり支援室へのインタビュー調査、「準工」ロゴマークの
作成、東山田小学生に向けた発信を行った。
１ ． 下野毛準工業地域訪問では、類似した特性を持つ地域とし

て、問題認識の共有やこれからの準工業地域についての意
見交換を行った。

２ ． 東大阪市役所訪問では、準工業地域の問題解決に向けて先
進的な活動を行っている自治体の立場から、東山田準工業
地域に向けたアドバイスをいただいた。

３ ． 準工業地域の周知のために、東山田準工業地域にある第一
フォーム株式会社に協力を依頼し、「準工」3Dロゴマーク
を作成した。

　当事業の活動を発信するために、東山田小学校の5年生に向
けて、準工業地域及び東山田準工業地域についてパワーポイン
トを用いた発表を行った。

　成　果（学生の反応、教育効果等）

１ ． 準工業地域が抱える課題についての共通認識の確認や、準
工業地域地域の今後の展望について意見交換することがで
きた。

２ ． 準工業地域の住工共生問題に関する取り組みが成功したモ
デルケースとなるお話を伺うことができた。行政機関と連
携しながら、住工共生のための活動を行うことを積極的に
視野に入れていく必要性があることがわかった。

３ ． 準工業地域のアイコンとなるものができたことはもちろん
のこと、作成の過程で何度も打ち合わせをしたことにより、
準工業地域をどのように発信していけばよいかを考えるこ
とができた。ロゴマークは、企業の立場として準工業地域
の問題に向き合おうとしている姿勢を見せるツールとして
の役割も担うことができると考えられる。

４ ． 自身の活動を小学生相手に発表すること自体が貴重なもの
であった。約1年間にわたる活動をまとめる時期に発表し
たということもあり、この事業で何をしてきたのかを総ざ
らいできる機会にもなった。

　今後のアクション・プランとして、学生が企業や団体の間に
立って地域で活動することを定着させること、準工業地域間
ネットワークの構築および対外的な活動の推進のためにSNS等
の活用をすること、の2点を提言することができた。

　今後の課題

　東山田準工業地域内での活動を積極的に行ってきたが、対外
的な活動は単発なものに終わってしまっていた印象が強い。今
後は、東山田準工業地域外の組織との連携を積極的に取り、密
着したつながりを作ることが求められる。その上で、全国にあ
る準工業地域が相互に協力し合える関係が形成できるような活
動を行う必要がある。具体的には、準工業地域連携マップの作
成や、SNSを使った地域間ネットワークづくりなどが挙げられる。
　地域交流イベントでは、連携組織の手伝いをするという形で
はなく、学生が主体となって企画運営ができるような活動を行
う必要がある。その際には、当事業を通じて参加したイベント
等で経験したことや、そこから導き出されたアイデアを活かし
た取り組みが求められる。

下野毛工業協同組合との意見交換 東山田小学校でプレゼンテーション「準工」ロゴマークの作成
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植と食と環境を繋ぎ持続的発展を目指す、
生物多様性と地域食資源のアクティブ・ラーニング

　概　要

　金沢文庫地域では、次世代を担う若者が食と環境を繋ぎ持続
的な発展を目指す活発な議論が交わされ、「南横浜ビール研究
所」では自分たちのクラフトビールを開発し、地域食資源と街
の持続的発展と人々の交流がなされている。地（知）の拠点と
して大学の創造力と学生らの地域との密接な関連をアクティ
ブ・ラーニングにより推進することで、課題発見・探求能力、
実行力といった「社会人基礎力」を育成する。

　実施内容

　教室での講義で、生物の多様性と地域食資源の関わりを学習
するにあたり、自ら作り食べ感じる体験的学習により、効果的
に自らが考えて問題を解決する能力を高める。人類の文明発展
とともに生まれた食資源としてのビールに着目し、暮らしの中
のサイエンスを体系的に捉えることで「アルコール発酵の理論
について学んでも、ビールがどうやってできるのかわからな
い？」といった学びと応用実践とのギャップを埋め、学びを社
会に貢献する力に変えていく。地域と人との繋がりについての
体験学習により、サイエンスを暮らしに活かす社会人基礎力を
強化した。
１． 4月にオリエンテーションと資源生物利用についての事前

学習を行った。
２． 5月～8月にこれまでの植を食につなぐ学びを応用して、

南横浜ビール研究所で自分たちの我が街ビール「３限さ
ぼって飲むビール」作り（企画から製品まで）を行った。

３． 8月30日～9月3日にさいたまスーパーアリーナ・けやき広
場で開催されたクラフトビール祭りに、南横浜ビール研究
所と出店して自分たちの学びと実践の成果を発信した。

４． 10月7日～9日に横浜八景島で開催された横浜金沢クラフ
トビールandグルメフェスタ2017で「横浜市大アンバー
ビール」を紹介販売し、地域と人との繋がりにアクティブ・
ラーニングでの学びの成果を発信した。

　成　果（学生の反応、教育効果等）

１． 環境と食糧の問題、迫りくる世界規模での超食糧危機に向
かって、自分たちがいかに対処すべきかについて自ら問題
を見出し、考える能力を身につけることができた。

２． 実際にオオムギを圃場で収穫して脱穀・調整し、造ったモ

ルトの個性を引き出す自分たちのビールの味覚、名前やラ
ベル、デザインを、参加した学生全員で話し合い練り上げ
ていくことで、コミュニケーション能力や協働でのものづ
くりの意味を体感した。

３． 地域の生物資源に目を向け、その多様性の保全と持続的な
利用について学び、横浜市をはじめ地域社会へ貢献できる
素地を築いた。

４． これまでの理系の学びと考え方をベースに、出来上がった
ビールをどんな場面で活かしていくか、販売を通して成果
発表することにより、生態系の中での命、環境、歴史、文
化、産業など様々な「繋がり」をグローバルに展開できる
視野を広げることができた。

５． 持続可能な開発目標（SDGs）達成に向け「生命科学が地
球の医師」として貢献することを目指し、国際的な視点で
海外からの技術者や研究者と意見を交わすコミュニュケー
ション応力を養うことができた。 

６． ビール作りを通して、自分たちのアクティブ・ラーニング
の意味と成長の姿を記録したドキュメンタリーが、9月12
日にNHK総合テレビ首都圏ニュースにて放送され、広く
横浜市立大学のパブリシティーを高めた。（http://www.
nhk.or.jp/shutoken/net/report/20170912.html）

　今後の課題

　地球規模での環境変動や食糧問題に対して、世界が一丸とな
り持続可能な開発目標を達成する、地域や国際社会への貢献が
求められている。学生たちが社会に出た時に、多様性を懐に入
れたグローバル・リーダーとなり、理系での学びを実学の基礎
として社会に貢献していくには、大学に於ける高等教育の過程
で基礎と応用をつなぐ分野を超えた科学技術イノベーション
(STI: Science Technology Innovation)の意味を理解し、地域
貢献と産学連携で実践するアクティブ・ラーニングにより、大
学と社会のギャップをシームレスにする社会人基礎力を育成す
ることが重要である。
　この「植と食と環境を繋ぎ持続的発展を目指す、生物多様性
と地域食資源のアクティブ・ラーニング」では、１）自分たち
の「わが街ビール」の製作〔南横浜ビール研究所の協力〕と、２）
ビール作りを通して、自分たちのアクティブ・ラーニングを楽
しみながら実践し、学びを暮らしに活かす意味を成長の姿を記
録して発信した。

担当教員… ▼  理学系生命環境コース　教授　坂　智広
科 目 名… ▼  資源生物利用学

南横浜ビール研究所にてビールの仕込みオオムギの収穫
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海外・国内先進都市との比較による
横浜市財政及び公会計の分析と提言

担当教員… ▼  経営科学系会計学コース　准教授　黒木　淳
科 目 名… ▼  演習Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

　概　要

　横浜市財政局と協働し、現在の現金主義にもとづく予算決算
制度によって分析するとともに、平成29年度から導入された
新公会計基準による、地方公共団体の公共財産やコスト情報の
有効活用をめざす（演習Ⅱが該当）。
　具体的には、横浜市及び先進諸都市の財政分析（予算・決算
情報を用いた他都市との比較分析）、海外先進諸都市のアニュ
アルレポートを用いた財政分析、会計情報を先進的に利用する
地方政府へのインタビュー調査を行い、提言書を作成する（演
習Ⅲ・Ⅳが該当）。横浜市への提言を通じて、経営分析手法の
応用力を習得する。

　実施内容

１． 公会計分野において地方政府財政の有効性に関心を持つ学
生が都市政策の有効性を会計学の視点から分析する

　①　横浜市財政局との意見交換
　　　6月4日　横浜市財政局担当者との意見交換
　②　予算決算制度の分析
　　　5月から6月　横浜市の予算決算分析
　③　新公会計基準の活用の検討
　　　11月　インタビュー調査
　　　南房総市（11/6）、八王子市（11/28）、横浜市（11/15）
　　　政策提言面での助言：
　　　博報堂（ＰＲの観点：11/22）他数社
　　　京浜急行（地域振興・長期計画の観点：11/13）
２． 海外・国内都市との比較による最新の知見を横浜市財政局

に提供する
　①　海外先進都市の財政・政策分析
　　　7～9月　 先進諸都市の財政分析
　　　ミュンヘン州（ドイツ）、カリフォルニア州（アメリカ）他
　②　成果報告
　　　12月4日　 提言書のまとめ、横浜市財政局へのプレゼン

テーション
　　　12月24日　 アカウンティング・コンペティションでの

研究成果発表
　　　テーマ：「短期志向経営と中期計画」
　　　　　　　 「市町村の固定資産管理における新地方公会計

制度の役割」

　　　（特別賞受賞グループに１点差で惜しくも敗退）
３． アクティブ・ラーニングの概念整理を行い、評価基準を作

成する
　①　アクティブ・ラーニングとしての振り返り・評価基準
　　　1月　学生へのフィードバック・意見交換
　　　2～3月　アクティブ・ラーニングの評価基準（検討中）
　　　・ アクティブ・ラーニングの定義は本年度定まったもの

を準用

　成　果（学生の反応、教育効果等）

定量的な成果は以下のとおりである。
（ただし、GPA及び授業評価アンケート項目は収集中のため非
掲載とした）

成果項目 当初の目標 実績
授業満足度及び学習到達目標達成
度

4.5以上 調査中 －

アクティブ・ラーニング定義づけ
と評価基準

検討中 未達

専門講義への影響：会計学科目の
成績

GPA
2.5以上

調査中 －

横浜市財政局政策への報告 報告2件 報告2件 達成
提言書の作成 1件 1件 達成
コース会議等での共有 2回 数回 達成

学生の反応：
・ 会計学を学び、数多くの方にインタビュー調査を実施したと

いうゼミで経験したプレゼンテーションまでのプロセスが非
常に価値のあるものでした。今後のゼミ活動に生かしていき
たいと思います。

　今後の課題

１． 授業実施後評価に関する客観的分析の必要性
　後期における授業評価アンケート及びGPAに関する評価が
実施できなかったため、追跡調査が必要である。また、学生の
関心や就職活動等での出来事を含めて記録しておくことが望ま
しく、実施する予定である。
２．アクティブ・ラーニングの定義付けと評価基準の精緻化
　アクティブ・ラーニングの定義付けと評価基準について学生
との意見交換によってさらに精緻化し、提案することを今後め
ざしたい。

インタビュー調査・意見交換・成果報告の様子
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「近代文学と横浜」に関する調査

　概　要

　「近代文学と横浜」をテーマとする神奈川近代文学館や研究
者が積み上げてきた成果を踏まえ、同テーマに関する研究を整
理し、受講者の学習活動に役立てることを目指した。また、作
品の精読、注釈を通して、舞台となった横浜という土地に対す
る理解を深め、横浜の豊かな文学資産の発見に繋げることを試
みた。実地踏査や先行研究の確認を進めたことで、大正期の一
時期を横浜で過ごした谷崎潤一郎を主軸に据える必要性を覚
え、後半はテーマと対象を絞った。その成果をリーフレットと
ゼミ論集にまとめることを通して、学生自身によるさらなる主
体的な学びの場を提供した。

　実施内容

１． 神奈川近代文学館や開港資料館等を訪ね、本テーマに関わ
る展示の見学や資料の調査と収集を行った。なお、神奈川
近代文学館へは前期と後期にそれぞれ訪れたが、館の協力
を得てバックヤードツアーを実施し、資料の収集、保管の
事業などについて学芸員によるレクチャーを受けた。

２． 山手、山下、本牧など、主に谷崎潤一郎に関係する土地（文
学遺跡）を訪ね、周辺地域を含めた実地踏査を行った。

３． 鎌倉文学館、北原白秋記念館など、地域を対象とする文学
館や文学者個人を顕彰する文学館を訪れ、文学資産の活用
の実際について学んだ。

４． 日本近代文学館、国立国会図書館でレファレンスの実際を
学び、資料調査と収集を行った。なお、日本近代文学館で
は館の協力を得てバックヤードツアーを実施、書庫などの
見学に加え、開催中の展覧会についても学芸員による詳し
いレクチャーを受けた。

５． 世界に類を見ない古書店街である神田神保町／東京を訪れ、
古書店での資料調査と収集の実際について学んだ。

６． 谷崎潤一郎とその文学を主たる研究の対象とされている西
元康雅先生を講師として招聘し、「谷崎潤一郎と横浜」を
テーマとする勉強会を開催、受講生の同テーマに対する理
解を深めた。

７． リーフレット「谷崎潤一郎と横浜」を準備中である。また、
同テーマを主としたゼミ論集の刊行準備も進めている。刊
行物の編集に携わることにより、編集実務（編集作業に加
え、著作権や所有権に関わる事務的な作業など）を実地に
経験することになる。この方面のことがらを学ぶ絶好の機
会とした。

　成　果（学生の反応、教育効果等）

１．学生の学習効果
　①作品の精読　②関連資料の収集と分析　③「校訂」と「註釈」
　④授業に於ける報告と受講生全員による検討　という一連の

流れを報告者毎に繰り返していったことで、近代文学研究の基
本的な方法について学んだ。さらに、今年度の学習の成果をま
とめるべくリーフレット（「谷崎潤一郎と横浜」）とゼミ論集を
刊行することになり、それらの編集作業に取り組むことを通し
て、受講生のモチベーションが高められていったことも重要で
ある。
２．本活動に於ける地域貢献の成果
　「近代文学と横浜」をテーマとする本研究課題は、県外出身
者が多い本ゼミの構成員の現実から、「地域の有する文学資産
とは何か」を知る処から始められた。研究史を読み解く中で「谷
崎潤一郎」をテーマの主軸に据える必要性を認め、後期はそこ
にシフトした。谷崎研究では今後の研究の発展が期待される
テーマでもあり、拙いながらも一応の成果を示し問おうとする
本ゼミの試みは、谷崎研究に於ける横浜の意義の再発見に繋が
るものであるとも考えている。地域が有する文学資産は、観光
材としても有用である。積極的な活用を提案できるほどに、そ
の内容を充実させる努力を怠らずに進めてゆきたい。
３．発信力
　上記「１」での学習スタイルでは受講生の報告に重きを置い
ていることに加え、一般にも配付予定であるリーフレット「谷
崎潤一郎と横浜」、及び同テーマを中心に据えたゼミ論集を刊
行する。

　今後の課題

　「近代文学と横浜」というテーマは、巨大な壁のような存在で、
明治から平成にわたる歴史的な時間に於いても、「横浜」という
都市空間に於いても、その有り様は広大且つ長く、短期間で一
定の成果を得られるような研究テーマではない。加えて、受講
生の約３分の２が県外出身者であることから、「横浜」の有する
歴史に関する基本的な知識から得る事を目指す必要がある。今
後は、これらのことも視野に入れながら、地道な作業を通して
研究課題に対する理解をより深める学習の在り方を模索してゆ
く必要がある。
　また、近代文学に関わる専門知識の不足も、本学のカリキュ
ラム構成からはやむを得ないことがらであるといえる。今後の学
習活動では、その点に留意して進めてゆきたい。
なお、文学館、古書店、研究者など外部の機関や個人の協力を
得ることが多く叶った研究課題である。このような形で得た経
験が、学生たちの今後の学習活動にとどまらないさまざまな「場」
で活かされることを期待している。

担当教員… ▼  国際教養学系国際文化コース　教授　庄司　達也
科 目 名… ▼  演習Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ

谷崎潤一郎邸（横浜山手） 西元康雅先生を迎えての勉強会
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魅力ある横浜市立大学生活協同組合の実現
消費者行動分析を活かした戦略立案

担当教員… ▼  経営科学系経営学コース　准教授　柴田　典子
科 目 名… ▼  演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

　概　要

　魅力ある横浜市立大学生協の実現に向けて、横浜市立大学生
活協同組合の協力を得ながら、行きたい・使いたい市大生協に
するための戦略立案、オリジナル商品の企画・提案活動を行っ
た。現在抱えている課題を整理した上で、ゼミの専攻であるマー
ケティング、特に消費者行動分析、ブランド・マネジメントの
観点から活動を実施した。消費者行動分析結果、理論に基づく
論理性、発想力を活かした課題解決のための戦略策定（商品開
発）に取り組み、本年3月に新商品「横浜市大サブレ（仮名称）」
の発売を計画中である。

　実施内容

【課題】横浜市大生協オリジナルお菓子の開発
－概略－
　横浜市大生協オリジナル商品として安定して売り上げていた

「瓦せんべい」の終売により、お土産としての役割を果たすこ
とが可能な、便宜性が高く愛校心を表現するオリジナル商品が
必要とされる状態にあった。これを背景に、横浜市大生協オリ
ジナルお菓子の開発を行った。消費者行動分析から捉えたニー
ズや嗜好傾向にもとづき、パッケージを含む商品提案に取り組
んだ。現物の製作においては、試作品段階から、横浜元町に本
社を置く株式会社ポンパドウルの協力を得た。
　横浜市大生協、広報室の協力のもと、2月現在で進行形であ
り、3月の卒業式前に販売開始予定である。
－学習とトレーニングのポイント－
１． 仮説を構築し様々な方法で検証していくプロセスと具体的

なスキルを養うため、定性調査の技法とともに、マーケティ
ングで利用頻度の高い多変量解析を中心とした実習の経時
的な実施。

２． 学年の垣根を越えたグループディスカッションを定期的に
実施。調査・分析結果と2次データをもとに、複数の試作品、
箱などを検討しながら、具体案のビジュアルに至るまでの
アウトプットを時間内に提示。

３． 商品コンセプト、ターゲットを明文化し、新製品開発プロ
セスに則り具現化。

４． 学生、横浜市大生協、ポンパドウルの3者で協議を重ねつつ、
特にデザイン面では広報室の協力を得て、内容物、ネーミ
ング、パッケージ・デザイン（シール、カードなど）を設
計、仕様書作成。

５． 2月初旬に現物の最終確認と価格等の調整、3月上旬に販
売開始の予定。

　成　果（学生の反応、教育効果等）

１． 理論ベースの論理性はもちろん、定量的な分析、フィール
ドワーク、定性調査（グループインタビュー、KJ法、カ
スタマージャーニー等）を活用し、マーケティングの現場
で必要とされる仮説を作る力・具体的施策の立案に直結す
る、消費者インサイトを得る力の醸成を主眼とするプログ
ラムを意識した。

２． フィードバックを適宜受けること、明確な締め切りの設定
によって適度な緊張感が生まれ、環境適応力を養うことに
つながった。

３． 定量分析結果に依存しすぎることなく、日々の観察力と
フィールドワークに基づく発想や仮説導出力がマーケティ
ング戦略策定において如何に重要かということを体感する
ことが出来た。

４． 今回のように、成果が物理的に目に見えると、学生にとっ
てやりがいも喜びも大きいが、実際に自分たち以外の人や
お金が動くことで、責任も重く感じた。

５． 学生にとっての学習効果のみならず、横浜市大生協に関す
る課題解決に取り組むことは、ゼミの専門性を活かした地
域貢献活動として好ましい。

　本プロジェクトの経験から、平成30年度に向けて「YCUオ
リジナルグッズに関するプロジェクト」を新たに立ち上げるこ
とができた。

　今後の課題

１． コスト等の制限のある中で戦略立案をすることは実務にお
いて欠かせない能力である。しかしながら、コストを重視
するあまり、思考や発想の幅に制限がかかってしまうと大
学の演習という学びの場としてはあまり相応しくないだろ
う。バランスが求められる。

２． 専門知識、分析スキル等の基礎力をある程度備えた上でな
いと、取り組み方もアウトプットも表面的になってしまう。
そのため、2年後期の後半ないし3年次から本格的にスター
トせざるを得ず、年度の後半にスケジュールが偏ってしま
う。年度をまたぐことが出来ると動きやすいと感じた。

３． マーケティング・リサーチの性質上、例えば、他大学のグッ
ズ、市場のお菓子なども参考資料・分析対象物としてある
程度必要になる。これらも予算から適切に支出できる体制
が望ましい。

 　年度途中で一部計画を見直す事ができた事は大変良かった
（横浜市大生協の専務理事交替に伴う運営方針変化への対応など）。

3 学年によるディスカッション風景 市大生協・ポンパドウル・ゼミ生の意見交換 新商品イメージ（案） 新商品パッケージイメージ（案）
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教　育 地域志向の教育・カリキュラム改革の推進

アクティブ・ラーニング推進プログラム

横浜市の地場産業の現状分析と課題への取り組み

担当教員… ▼  経営科学系経営学コース　准教授　山藤　竜太郎
科 目 名… ▼  演習Ⅰ

　概　要

　横浜の地場産業である「横浜芝山漆器」、「横浜スカーフ」、「横
浜クラシック家具」は輸出品または輸入代替品であり、国際貿
易港である横浜という地域を反映していずれも国際的な商品で
ある。
　これらの現状分析を行うため、横浜芝山漆器は横浜芝山漆器
研究会、横浜スカーフは横浜市工業技術支援センター、横浜ク
ラシック家具は協業組合ヨコハマクラシック家具グループの中
核企業である株式会社ダニエルに聞き取り調査を実施した。さ
らに各種の文献調査を行った上で、現状分析と課題への取り組
みについて検討した。

　実施内容

4 月 調査対象決定
5 月  「横浜芝山漆器」、「横浜スカーフ」、「横浜クラシッ

ク家具」について聞き取り調査を行うため、各企業
や各団体に連絡を行った。

6 月16日  協業組合ヨコハマクラシック家具グループの中核企
業である株式会社ダニエルの横浜工場を、訪問して
聞き取り調査を実施した。ダニエルの工場は伊勢原
工場と横浜工場があり、主に新作は伊勢原工場で製
作され、横浜工場は「家具の病院」と名付けられた
家具の補修事業と「家具の学校」と名付けられた家
具職人養成事業を担当している現状を把握した。

6 月20日  工業技術支援センターで開催されている横浜芝山漆
器研究会を訪問し、聞き取り調査を実施した。同研
究会は「最後の芝山師」とも呼ばれる職人である宮
崎輝生氏と東京芸術大学美術学部工芸科漆芸部卒の
漆作家である赤堀郁彦氏が講師を務めている。横浜
芝山漆器の技術継承についての現状を把握した。

6 月23日  横浜スカーフ・アーカイブ資料を訪問し、聞き取り
調査を実施した。同工業技術支援センターに約11万
点のスカーフ現物と約3万3000点の画像データが収
蔵されている現状を把握した。画像データの中には
中東向けの輸出品など特徴的な意匠もあり、横浜ス
カーフのデザインの多様性を理解することができた。

7～8月  帝国データバンク史料館の特別企画で展示されるパ
ネルを作成した。

12月22日  「横浜芝山漆器」、「横浜スカーフ」、「横浜クラシッ
ク家具」について現状分析と課題への取り組みにつ
いて検討した際に技術継承についても検討したもの
の、実際には自分たちが主体的に技術的側面に触れ
る機会はなかった。そこで伝統技術の実習のため、
神奈川県の地場産業である「寄木細工」の体験教室
に参加した。

　成　果（学生の反応、教育効果等）

１． 「横浜芝山漆器」、「横浜スカーフ」、「横浜クラシック家具」
それぞれについて現状分析と課題への取り組みについて検
討した結果をパネルにまとめた。この研究成果は帝国デー
タバンク史料館で平成30年3月21日から5月20日まで開催
される「地場“讃”業～伝統と革新の軌跡～」産学連携特別
企画でパネルとして展示される予定である。

２． 学生の学習効果としては、アクティブ・ラーニングを通じ
て、聞き取り調査などを主体的に行うことで、課題と解決
策を発見する力を養うことができた。学生にとってもアク
ティブ・ラーニングは学習意欲を掻き立てられる仕組みで
あったと考えられる。

３． 横浜市経済局工業技術支援センターには日本輸出スカーフ
等製造工業組合から寄贈された約11万点に上るスカーフ
資料が保管されている。これは横浜スカーフという特定の
産業にとどまらず、クール・ジャパンな意匠として幅広い
活用も期待されており、今回の調査研究の成果が地域資源
の活用につながることが見込まれる。

　今後の課題

　調査分析した結果により作成したパネルについて、監修委員
会（座長：阿部武司国士舘大学教授（元：大阪大学教授、経営
史学会長）の合議、審査により表彰を受けることが直近の課題
である。
　また、より広範な視点から言えば、今回取り上げた3つの地
場産業はもちろん、横浜市内のさまざまな産業についてアク
ティブ・ラーニングを通じて現状分析と課題への取り組みにつ
いて検討することが課題として挙げられる。今回のアクティブ・
ラーニングの取り組みは丁寧な聞き取り調査と文献調査の両面
から分析を行うものであり、調査手法として汎用性が高い。今
回の取り組みを通じて学生の調査能力は大きく向上しており、
今後は別の調査活動でも今回の経験が十分に生かされることが
期待される。

寄木細工づくり体験教室
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神奈川県における外国につながりを持つ生徒の教育支援

担当教員… ▼  国際教養学系国際文化コース　准教授　坪谷　美欧子
科 目 名… ▼  演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

　概　要

　現在川崎市においては、外国につながる子どもたちの教育問
題、とりわけ中学生たちの高校進学について、市内の中学校で
の進路指導は大きな課題となっている。そこでボランティア団
体「多文化活動連絡協議会」の企画・協力を得て、川崎地域に
おいて、外国につながる子どもへの教育支援活動を行う。外国
につながる子どもへの学習支援を実際に体験することや、日本
語を母語としない生徒への高校進学ガイダンスの運営スタッフ
として参加・企画等、地域社会の支援の現場に赴き主体的に参
画する。

　実施内容

4月 文献購読開始
5月23日  「外国につながる子どものたちの教育課題につい

て」の講義（講師：中村ノーマン）
5月27日  学習支援者のための一日養成講座参加（川崎市国際

交流センター）
5～7月  学習支援教室「わかば」学習支援のインターンシッ

プ（川崎市国際交流センター）
6月18日  「外国につながりを持つ子どもの高校進学支援

フォーラム」参加、発表（川崎市国際交流センター）
8～2月  宿題支援において学習支援活動（川崎市国際交流セ

ンター）
9月10日  外国につながりを持つ生徒のための高校進学ガイダ

ンス（運営スタッフとして参加：受付案内、司会、
記録　川崎市国際交流センター）

11月11日  WINTER GATHERING川崎への参加
11月14日  あーすぷらざ教育相談についてのヒアリング調査

（あーすぷらざ）
11月17日  横浜山手中華学校および神奈川朝鮮中高級学校への

訪問
12月12日  外国人学校を知ろう ―朝鮮学校卒業生との交流―

の講義（講師：中村ノーマン、金銀珠）
2018年1月9日、16日　
 活動報告会（横浜市大）
1月～2月 報告書作成

　成　果（学生の反応、教育効果等）

１．学生の学習効果
　文献講読→学外活動→振り返りシート作成→ゼミでのディス
カッション→報告会、という作業を繰り返すことで、社会学を
中心とした専門知識を定着・深化させ、社会的弱者、貧困等に
関する社会構造や「再生産」といった複雑な社会問題への視角
を身に付けた。さらには、文献を批判的に読むという態度も養
い、卒論作成や卒業後にも役立つ思考の基礎づくりを行った。
　学生が作成する活動記録や振り返りシートは、協力団体であ
る「多文化活動連絡協議会」からもフィードバックをいただいた。
２．地域貢献活動による地域貢献の見込
　外国につながる生徒たちの学習支援に関わる基礎知識を習得
するために、メンバー全員が「一日養成講座」を受講すること
で、スキルアップを行った。
　平成29年度は、「外国につながりを持つ子どもの高校進学支
援フォーラム」「外国につながりを持つ生徒のための高校進学
ガイダンスの川崎会場」といった支援イベントにおいても、企
画の段階から本ゼミ生が参加した。
　本活動の社会への発信としては、学内報告会のほか、11月
に川崎市での国際交流イベントで来場者へプレゼンテーション
や説明を行った。

　今後の課題

　まず、専門的知識の定着が各自しっかりと深まるようサポー
トすることが重要だ。半期ごとの授業評価アンケートも活用し
ながら、前期・後期2回ずつ、フィールドワーク、ゼミでの学
び全体に関しての振り返りディスカッションを行うことで、活
動にあたっての悩みや課題などを丁寧に共有していかねばなら
ない。
　平成29年度は外部の方へのメール送信のマナーなども事前
に伝え、社会人としての責任感を多少なりとも養えたが、大学
生と社会との関わりのあり方を今後も検討していくべきだろ
う。そのためには、社会への啓発、積極的にイベントへの参加
の機会も増やしたい。外国人の子どもの学習支援をより効果的
にするためには、支援の前に子どもたちの文化的な背景を知っ
ておくことや、「外国につながりを持つ生徒のための高校進学
ガイダンスの川崎会場」での積極的な声がけなどが、学生側か
ら来年度の課題として挙がった。

教育相談についてのヒアリング調査高校進学ガイダンス 高校進学支援フォーラム
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公共選択学会学生の集いを通じた政策提言

　概　要

　三浦市をはじめとして、日本の多くの自治体において、将来
の人口減少が見込まれ、「消滅可能性自治体」に指定された。
当該地域における社会・経済行動にどう影響するかを研究する
ため、神奈川県西部にフィールドワークを行い、そこで生活す
る人々の生の声および「まち」の現状を調査した。調査収集し
た情報と実証分析をもとに、持続可能な社会を探求し、政策提
言を盛り込んだ論文を作成し、12月に開催された第20回公共
選択学生の集い（テーマ「日本社会は持続可能か」）にてプレ
ゼンテーションを行った。

　実施内容

　第20回公共選択学生の集いにおいて、4月に正式発表になる
テーマ（「日本社会は持続可能か」）を中心に、サブゼミを運営
した。
　前期には、三浦市への政策提言にも関わられた藤野次雄本学
名誉教授（現横浜市代表監査委員）や、多くの地方自治体のコ
ンサルティング業務を行っているパイプドビッツの研究員の方
などをお招きし、論題解釈を進めた。藤野先生率いる藤野ゼミ
は、信金中金研究所などの助けを受けていたこともあり、経済
理論、統計学等の1，2年次の基礎的な積み上げが出来ない本
学のみのバックグラウンドではそれを乗り越えることが困難で
あると判断し、夏休み以降、テーマは同一のものの、B班は県
西部にフィールドの対象を変え、A班はより普遍的なデータ分
析に特化する形で研究活動を進めた。
　後期開始前には、2班それぞれが企画した行程に従って県西
部にフィールドワークにも出かけ、研究の厚みを増すよう心掛
けた。
　9/23　神奈川県足柄上郡山北町へフィールドワーク
　9/30　 神奈川県小田原市・真鶴町・南足柄市・湯河原町へ

フィールドワーク
　後期には、論文作成とブラッシュアップを行った。A班は大
量のデータ入力を行い、ユニークなアイデアに基づいた実証分
析を行ったように思っている。B班もなんとかフィールドワー
クを形にしてくれたと考えている。方向転換もあり、論文制作
がギリギリになってしまったこともあって、プレゼンの練習が

不十分だったような気もしたが、12月2日（土）、3日（日）に
東洋大学で開催された第20回公共選択学生の集いで研究成果
を発表し、討論会も恙なく終了することが出来た。

　成　果（学生の反応、教育効果等）

　B班は足で稼ぐタイプの論文を作成し、A班は大量のデータ
入力に基づく実証分析を行った。ある意味体力勝負のような作
品で、最後には両班とも一定の形にまとめ上げてきたが、サブ
ゼミという自律的な共同作業の中でどちらの班も結構摩擦が
出たようで、それが論文作成の技術習得などよりも一番の勉
強だったかも知れない。いずれにせよ、1，2年次の経済理論、
統計学等の基礎的な積み上げが出来ない上にゼミ必修制を強い
る本学のカリキュラムでは、このようなことが望まれているの
であろう。なお、段取り仕事に欠けるところも多く、ヘルプに
入ってくれた大学院生がだいぶ尻ぬぐいをしてくれていたよう
だが、こういったことで失敗、迷惑をかけたことをちゃんと認
識し、教訓にしてくれた学生には、社会に出る前にいい経験だっ
たかとも思われる。また、他者へ伝えることを中心に考えた今
回のプロジェクトは、『これだけ頑張ったんだから単位下さい』
という小中学生的スタイルから、『これだけ役に立ったんだか
ら給料を下さい』という社会人スタイルへ、多少は切り替える
のに役立ったと信じたい。

　今後の課題

　学会配下のアカデミックな集いであるだけに評価は明暗を分
けた。足で稼ぐタイプの論文は、研究者がやってもあまり変わ
らないところがあり、学生が錯覚を起こすところだが、小中学
生がやっても変わらないところもあるわけで、今回は特になぜ
小田原かというところが突かれて評価も低かった。
　実証分析の方は稚拙ながらユニークでけっこうということで
そのまま投稿させてしまったが、ヘルプに入った院生と締め切
り後に感想戦を行っている間に欠陥に気づき、評価でまさしく
その点を惜しかった点とされたのが残念であった。もう少し論
文完成が早ければ手直しも効いたが、前期の舵取りが若干悔や
まれる。

担当教員… ▼  経営科学系経済学コース　教授　和田　淳一郎
科 目 名… ▼  演習Ⅲ・Ⅳ

フィールドワークの様子



15

教　育 地域志向の教育・カリキュラム改革の推進

アクティブ・ラーニング推進プログラム

研
　
究

社
会
貢
献

全
　
体

ま
と
め

教
　
育

教　育 地域志向の教育・カリキュラム改革の推進

アクティブ・ラーニング推進プログラム

横浜市内企業の企業分析と事業提案

担当教員… ▼  経営科学系経営学コース　教授　中條　祐介
科 目 名… ▼  演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ

　概　要

　横浜市内に本社を構える企業を対象に、公開情報に基づき企
業の現状を分析し、強み、弱み、課題を抽出した。その上で、
課題解決のための提案を行った。分析対象企業には4社（エバ
ラ食品工業、日新、サカタのタネ、日清オイリオ）を選び、2
年生から4年生までの3学年混成で4グループを組成した。第１
段階の分析が完了した時点で、分析対象企業にヒアリングを行
い不明な点を解消するとともに、当該企業の課題の整理とその
解決策の提言をまとめる作業を行った。年末にかけて、エバラ、
日新を訪問し、報告会を実施した。

　実施内容

・ 4月末までに、横浜市内に本社を構える企業の中から分析対
象企業を選定し、3学年縦割りのグループを４つ組成して活
動を開始した。

・ 5月から6月にかけて、業界の動向や経営戦略等についての
分析と財務分析を行った。その結果に基づいて分析対象企業
の課題を整理し、課題解決に向けた提案を検討した。

・ 7月8日ゼミOBOGとの勉強会にて分析内容を発表し、課題
解決に向けた提案をブラッシュアップした。

・ 7月10日株式会社プロネクサスによるデータベース（eol）
の有効利用セミナーを受講し、効率的なデータ収集の手法を
学んだ。

・ 8月から9月上旬にかけて、分析対象企業に対してヒアリン
グを行った。ヒアリングの方法はグループごとに異なってお
り、実際に企業に訪問する以外にも電話やメール等の複数の
方法を試みることで、ヒアリングを最低１回以上は行うこと
ができた。その結果を踏まえて、分析を深掘りした。

・ 9月18日、19日ゼミ合宿にて分析内容を発表し、課題解決に
向けた提案を再度ブラッシュアップした。その後、分析対象
企業へ訪問するための資料作成と訪問の依頼を行った。

・ 11月22日株式会社日新、12月5日にはエバラ食品工業株式
会社への訪問が実現した。当日は経営企画担当者の方々に対
して分析結果の発表と課題解決に向けた提案を行い、実務経
験に基づく貴重なフィードバックをいただいた。

・ 企業訪問後から1月にかけて、より実効性の高い提案にする

ために追加分析を行った。最終的に全グループの報告書をま
とめ、製本した。

　成　果（学生の反応、教育効果等）

・ 企業分析の一連のプロセスを体験することができた。また、
専攻している会計学の視点だけにとどまらず、戦略論、マー
ケティング論、人事管理など企業分析に関連する分野の理論
も取り入れながら分析することができた。

・ 分析を通じて仮説を立て、仮説に基づいた提案を行うこと
で、論理的思考力をトレーニングすることができた。特に、
分析結果を発表する機会が複数回あったため、説得力のある
説明をする必要性を強く意識づけることができた。その他に
も、データベースの利用方法に関するセミナーを受講したこ
とで、仮説にデータの裏付けを付加することができた。

・ 分析対象企業にヒアリングや訪問の依頼等を行うことで、渉
外力を身に付けることができた。結果として、4グループす
べてがヒアリングを体験できただけでなく、2グループは実
際に経営企画室やIR室という専門家に向けた報告会を実施
することができた。

・ 分析対象企業への訪問時に企業の企画担当者に提案し、プロ
の仕事や発想に触れたことで、分析における視野をより広げ
ることができた。また、ゼミのOBOGからも多くのアドバイ
スを受けたことで、理論と実務を結び付けて分析することが
できた。

　今後の課題

・ 年間を通じて分析結果を報告書に加筆していったため、最終
報告書は相当な分量となってしまった。主題集約性を意識し、
読みやすい報告書にしていく必要がある。

・ 4グループのうち2グループが分析対象企業への報告機会を
いただけたが、残念ながら残りの2グループについては企業
の担当者に直接提言する機会をいただくことが叶わなかっ
た。すべてのグループが企業への報告機会を得られるように
調整していく必要がある。また、企業への報告機会が得られ
なかったグループがあった場合には、何らかの形でその代わ
りとなる体験ができるようにしていきたい。

エバラ食品工業ヒアリング日新ヒアリング
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超高齢化社会における巨大地震後の神奈川県内におけるくらしと住まいの
再建シナリオの検討をテーマとした、事前復興アクティブ・ラーニング手法の開発

担当教員… ▼  国際都市学系まちづくりコース　准教授　石川　永子
科 目 名… ▼  地域まちづくり実習

　概　要

　超高齢化社会における、未経験の事象（首都直下地震）後の
神奈川県内の市民のくらしと住まいの課題を整理し、シナリオ
をイメージした上で、実際の被災地での経験談を聞き取りし、
それらを教訓として神奈川県内の地域特性と照らし合わせた上
で問題解決のための提案に活かす。具体的には、宮城県南三陸
町をフィールドに、①復興公営住宅居住者や関係団体への聞取
りを通して、超高齢化する復興公営住宅団地のコミュニティを
支えるソフト・ハードの仕組みや制度・地域施設である「ささ
えあいプラザ（新築工事中）」の使われ方や運営方法について
提案する。②まちの新たな中心部に位置する復興商店街に隣接
する商業地内の一角の土地を対象として、地域住民と来訪者の
交流やコミュニティ支援の場を企画・提案し、関係者と意見交
換を行う。

　実施内容

１． 事前学習（６～７月）：金沢区および宮城県南三陸町の地
域資源と課題の整理、超高齢化社会の地域包括ケアのしく
みや居住形態等に関する学習・発表

２． 被災地復興フィールドワーク（９月上旬）：３班に分かれ
南三陸町役場、社会福祉協議会、地域ケアセンター、復興
商店街、復興公営住宅居住者等への聞取り調査（災害後の
住まいと暮らしのオーラルヒストリー調査）、新築される
地域ささえあいセンターおよび中心市街地施設の企画・発
表

３． 事後学習（９～10月）：現地発表会・意見交換等をふまえて、
提案の精度を上げるグループ作業

４．学内報告会開催（10月６日）
　３班の提案の概要は以下のとおりである。
　・福祉モール班１「庭から始まる新たな人生」
　　 　９月に着工した福祉モールの外構部分や周辺の通路や芝

生部分といったところも含めて、施設と一体利用を考える

提案。通常、集会施設等に来ることの少ない、男性の高齢
者が目的を持って来場するようなしかけを考え、施設利用
者の多様化がねらい。具体的には、クラインガルテンを参
考にして、敷地内に、畑作業やDIY を行うための小さな
木小屋等を設置し、その周辺での自発的な活動が生まれる
しかけをつくる。これらの工夫は、南三陸町に限らず、福
祉・集会スペースの多様な市民の利用を促進するための工
夫としてもとらえることができる。

　・福祉モール班２「志津川 ささえあいプラン」
　　 　町内のさまざまな地区から集まってきた志津川の公営住

宅に住む高齢者が、より健康的でより充実した生活を送る
ための仕組みづくりを検討した。団地の棟ごとに空き家を
活用して、ふらっと集える場をつくり、自治会が主体の棟
ごとの地域の集い空間を計画した。これらのコミュニティ
スペースでは、横浜市金沢区の「UDCN 並木ラボ」を参
考にし、お茶会や健康保健室を行えるようにし、安否確認
の機能も持たせる。

　・「南三共育 ～循環から学ぶ南三陸～」
　　 　来町者に、南三陸町の特徴でもある自然の循環とそれに

よりもたらされる恩恵を学んでもらうための、町内に点在
する地域施設等のネットワーク化と見える化、窓口となる
施設の計画を行った。自然の循環を、職業体験を通して、
見て・触れて・学ぶ「南三共育」を目指す。また、震災後
の復興街づくりでは、子どもがふらっと立ち寄る・寄り道
ができる場所が少ないので、良い意味での溜まり場となる
ような場を検討した。

　今後の課題

　被災地ですすむ超高齢化社会への対応に関する提案はそれぞ
れ独自性のあるものを作成できたが、地域性が異なる横浜市内
でそれらをどのように役立て発展させていくのかについては難
しく、今後の課題となった。

中心市街地活性化班福祉モール班２福祉モール班１
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01 教育

学生の地域貢献活動推進

● ボランティア支援室
< ボランティア支援室とは >
　横浜市立大学ボランティア支援室（以下、ボランティア支援室）は、学生の地域貢献活動や主体的な学びのサポー
トを目指し、以下の3つの目的を掲げて平成26年1月に開設された。

１． 地域に根差す公立大学であり、基本方針のひとつに地域貢献を掲げる大学として、学生の地域貢献活動やボ
ランティア活動を強化する。

２．学生が日常生活を飛び出して、様々な経験を積める機会をつくり、その質や量を充実させる。
３．ボランティア活動を行っている学生（個人・団体）を側面的にサポートする。

＜ボランティア支援室の役割＞
　ボランティア支援室は、学生がいつでも気軽に立ち寄れる環境を整備し、相談対応や情報交換等を行いながら、
本学の特色を反映させた独自の地域貢献活動プログラムやボランティア情報等を学生に提供し、地域のニーズに
もワンストップで対応する「ボランティアの窓口」である。

ボランティア活動のコーディネート
・ボランティア活動を希望する学生の、ボランティア登録受付
・学内外から寄せられる、ボランティア募集情報の受付
・寄せられた情報の整理と、掲示やファイリング等による公開
・学生と地域社会のニーズのリサーチ及び、双方のマッチング

ボランティア情報の収集と発信
・ボランティアに関する、さまざまな情報の収集・集積
・SNSやポータルサイトなどを使った、学生へのボランティア情報の発信 
・各種メディアへの活動等に関する情報発信や、活動報告書などによる本学ボランティア活動の広報

学生のボランティア活動の側面的サポート
・学生へのボランティア保険紹介と加入案内
・ボランティア活動の説明会や、活動に必要なスキルや知識・マナー講習会等の開催
・学生の主体性を尊重した、ボランティア活動の側面的サポート
・ボランティア支援室学生スタッフ（以下、学生スタッフ）との連携

横浜市立大学ボランティア支援室独自のプログラムの企画・運営
・学生スタッフを中心とした、学生による、本学独自の「ボランティア・プログラム」の企画・運営
・地域交流等を通じて、地域が抱える課題を調査・研究し、解決方法を模索

ボランティア証明書（社会貢献活動等への従事に関する証明書）の発行
・ 市大生の社会貢献活動（ボランティア活動など）を形に残し可視化するために、一定の条件を満たした場合、

証明書を発行。これにより、社会貢献活動（ボランティア活動など）に参加する機会が増え、学生の経験の幅
を広げるきっかけになることを目指す

・下記の活動を行った学生は、「ボランティア証明書」の発行申請可能
　　①ボランティア団体登録の済んでいる地域団体や企業、行政機関等からの依頼・要請に基づいた活動
　　②ボランティア支援室を支援する活動（学生スタッフの活動）など
　　③その他社会に広く貢献すると認められる活動

ボランティア支援室学生スタッフ「Volunch（ボランチ）」との連携
・ ボランティア支援室の業務を、学生の目線でサポートしてくれる学生スタッフを常時募集し連携、平成29年度

は20名が参加

➡  詳細は、　P.18~P.20 
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ボランティア支援室

ボランティア支援室における活動実績

　ボランティア支援室主催の企画

１．説明会の実施
　在校生のボランティアへの理解を深めるため、「ボランティア・
キャンペーン」として説明会（4月、10月）及びジャンル別リ
ストの提供（7月）を実施した。
・春のボランティア・キャンペーン 春ボラ2017
　「ボラ室説明会」　4月7日、10日、13日、18日　計47名
　「鎌倉路地フェスタ説明会」　4月12日　35名、うち23名が活
　動に参加
　「学習支援説明会」　4月17日、19日、21日、24日　計35名、
　うち5名が活動に参加
　「消防団説明会」　4月25日　24名、うち1名が活動に参加
　「学生スタッフ・ボラランチ」　4月11日、14日、20日、26日
　計15名、うち9名が学生スタッフに参加
・夏のボランティア・キャンペーン 夏ボラ2017
　ボランティア登録学生のマイページに、ジャンル別の募集リ
　スト一覧を掲載し、夏休みの活動を喚起
・秋のボランティア・キャンペーン 秋ボラ2017
　「安全防災・自然科学説明会」10月6日　2名
　「障害児・者支援/ピアサポート説明会」10月10日　4名
　「国際交流・多文化共生説明会」10月11日　12名
　「子ども・学習支援説明会」10月17日　2名

２．ボランティア実践講座
　ボランティア初心者の学生のボランティア参加を促すため、3
ステップのプログラムを実施した。
・「Step1/座学　ボランティアとは」4月27日　14名
・「Step2/実践　ケアプラザで活動」5月3日～6月11日　16名
・「Step3/振り返り　WS」6月13日　8名

３．ボラ×キャリ講座
　ボランティアを通して社会に参画することでさまざまな経験
をし、それを自分のキャリア形成に役立ててもらうことを目的
としたＷＳを開催した。
・ 「ボランティアで見つける明日の自分」～経験をキャリアに活

かすために～ 11月21日　4名

４．�東京2020応援プログラム　横浜から世界へ「創作紙芝居普
及活動」

　「横浜紙芝居普及会」が創作した3つの物語に、本学美術部の
3名が絵を描き、創作紙芝居が完成。上演を通して、外国の方々
や留学生、子どもたちに日本の文化や歴史を伝え、国際交流を
進めながら東京2020を盛り上げる活動を実施中である。
・「東京2020応援プログラム」への主体申請、アクション申請、
　マーク使用申請、実施報告済。
・「金沢区制70周年記念事業」承認済
・ 「創作紙芝居お披露目会」2018年1月10日、八景キャンパス、

延べ約100名弱が観覧、横浜紙芝居普及会 6名、ボランティア
支援室スタッフ・学生スタッフ 9名

・神奈川新聞(1月12日)、東京新聞（1月13日）に掲載

　ボランティア支援室学生スタッフ「Volunch（ボランチ）」

　ボランティア支援室学生スタッフ「Volunch」（以下「学生
スタッフ」）は、部活でもサークルでもない有志団体で、学生
とボランティアをつなぐため以下の目標を掲げている。
・ボランティアの楽しさを発信し、地域と市大生をつなげる
・ボランティアに参加することで自分の経験値を上げる

１．「ボラ・ツアー」の実施
　学生スタッフが学生の目線を生かして、ボランティア初心者
の学生でも参加しやすいボランティアを選び、ボランティアを
始めてもらうきっかけをつくる活動を企画・運営した。
・ボランティアを楽しんでもらい、その後のボランティア参加
　につなげる
・学生スタッフも一緒にボランティアに参加し「仲間」として
　活動することで、ボランティアをより身近に感じ、楽しんで
　もらう

２．「他大学学生スタッフとの交流プログラム」の実施
　神奈川大学、フェリス女学院大学のボラ室、ボラセンの学生
スタッフと交流し、日ごろの活動報告、共通の課題についての
ディスカッションとWS等を実施した。
・ 「第1回他大学ボラ室・ボラセン学生スタッフ交流フォーラム」

12月2日、3日（2日間×8時間）学生スタッフ8名参加
・ 「第2回他大学ボラ室・ボラセン学生スタッフ交流会（フェ

リス女学院大学ボランティアセンター訪問）」2月7日　5名
参加

３．「オリンピック企画グループ」による活動
　「2020東京オリンピック・パラリンピック」に向けて、市大
生の開催国意識を高め、知識や積極的な活動の輪を広げ、市大
生の『オリンピック・パラリンピック・ボランティア』への参
加契機を作るために活動中。

４．「ボランティアに関する意識調査アンケート」の実施
　市大生のボランティアに関する意識を調査し、今後の活動を
考える参考にするため、アンケートを実施した。

他大学学生スタッフ交流フォーラム

ボラ室説明会

創作紙芝居普及活動

ボランティア実践講座座学
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教　育 学生の地域貢献活動推進

ボランティア支援室

ボランティア支援室における活動実績

＜平成29年度のボラ・ツアー実施報告＞
第1回： 「鎌倉路地フェスタ（まちづくり・イベント支援）」　4

月22日～30日、学生スタッフ 4名、一般学生ボランティ
ア 23名

第2回： 「よこすかカレーフェスティバル2017（まちづくり・
イベント支援）」　6月3日、4日、学生スタッフ 7名、 
一般学生ボランティア 27名

第3回： 「アマモ花枝採取会（自然・環境保全活動）」　6月11日、
学生スタッフ 6名、一般学生ボランティア 6名

第4回： 「肢体不自由児者運動会（障害児・者支援）」　10月1日、
学生スタッフ 2名、一般学生ボランティア 2名

第5回： 「Aozora Factory（まちづくり・イベント支援）」　10月
14日、学生スタッフ 7名、一般学生ボランティア 20名

第6回： 「オールクリーン野島ビーチ (自然・環境保全活動)」
11月18日、学生スタッフ 5名、一般学生ボランティア 
2名

第7回： 「横濱キャンドルカフェ（まちづくり・イベント支援）」
12月22日～24日、学生スタッフ 4名、一般学生ボラン
ティア 4名

　地域ボランティア支援活動

１．まちづくり・イベント支援
■ 自治会・商店街との協働、区・市・県から依頼されるイベン

トの支援など
主な実施内容

１．「よこすかYY （わいわい）のりものフェスタ2017」4月1日
　　来場者向けに綿菓子や、ヨーヨーなどの販売お手伝い 1名
２．「瀬戸町内会祭礼」　7月15・16日
　　金沢研究会のゼミ生を中心にお祭りのお手伝い 4名
３．「金沢まつり花火大会」　8月26日
　　海の公園主要道路において大会の募金活動を中心に誘導・
　　案内など 10名
４．「横浜金沢クラフトビール＆グルメ2017」　10月7日～9日
　　来場者への案内やブリュワリーのお手伝い 2名
５．「東京湾大感謝祭」　10月21日
　　入場者誘導、案内、会場整理等の軽作業 1名
６．「横浜コミュニティデザイン・ラボ　学生ボランティア」　
　　継続的な活動
　　同団体が実施するイベントの企画・実施・サポート 2名
２．子ども・青少年支援
■ 困難を抱える子どもの寄り添い（学習支援・見守り・遊び等）、

子ども・青少年向けのイベント企画補助・キャンプ企画補助・
保育補助など

主な実施内容
＜学習支援＞
１．「横浜市立戸部小学校宿泊体験学習」　5月1泊、7月2泊
　　児童引率補助と宿泊補助 3名
２．「カヌーキャンプ in のじま（のじボラ）」　7月1日～2日
　　 小学3～6年生40人を対象に、カヌー乗艇やいかだ作りな

どを体験するキャンプ  2名
３．「寺子屋塾 西大道」　8月2日～4日
　　 西大道地区の子どもたちに午前中は勉強を教え、午後は一

緒に遊ぶ活動 15名
４．「子どもプログラミング教室」　8月19日
　　小学生対象のプログラミング教室講師 12名
５．「伊那谷こども村サマーキャンプ」　8月中に数回開催
　　キャンプカウンセラー（相談員）として、子どもたちの合
　　宿支援 4名
６．「定時制高校生へのキャリア支援活動」　継続的活動
　　定時制高校生との対話や交流活動や授業支援 1名
７．「横浜市寄り添い型学習支援」　継続的な活動
　　生活困窮状態や養育環境に課題がある家庭の小・中学生の
　　学習支援活動 7名
８．「横浜市立潮田小学校うしおだ塾」　継続的な活動
　　同校に通う1～6年生の補習のための学習支援 1名

＜学習支援以外＞
９．「横浜YMCA Winter Program」　12月26日～29日
　　スキーキャンプ･雪遊びキャンプ･キャンプのサポート 2名
10．「ユースサポーター訪問事業」　継続的な活動
　　不登校やひきこもり状態にある青少年の家庭訪問 1名

３．障害児・者支援
■ 障害児・者の寄り添い（学習支援・見守り・誘導等外出補助・

傾聴支援・車椅子介助・補助）、キャンプ企画補助など
主な実施内容

１．「能見台地域ケアプラザ スマイルカフェ」　5月23日
　　障がい児の保護者のためのコーヒーサロンサポート 2名
２． 「並木地域ケアプラザ 青年学級Hello!」5月～6月の1日から
　　カラオケ・写真・料理などをテーマに利用者との交流 5名
３．「鎌フェス2017」　8月4日
　　肢体不自由・知的障害児と児童生徒の地域交流イベントで
　　のパフォーマンス 6名
４． 「2017夏の有償ボランティア」夏休み期間中何日でも参加可
　　食事介助、着替え、車椅子を押す、施設の掃除等 2名
５．「能見台地域ケアプラザ ハッピーポップ」　継続的な活動
　　 障害がある20～30代の方とレクリエーションを楽しむ 5名

オールクリーン野島ビーチ鎌倉路地フェスタ 肢体不自由児者運動会

瀬戸町内会祭礼 金沢まつり花火大会 子どもプログラミング教室
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ボランティア支援室における活動実績

４．高齢者支援と健康に関する活動（障害者支援以外）
■ 高齢者の寄り添い（訪問・誘導等外出補助・傾聴支援・車椅  

子補助・介助補助・病院サポート等）、認知症の方のサポート
　など
主な実施内容

１．「釜利谷地域ケアプラザ はりねずみのお針箱」　5月31日
　　お話し相手等・お茶の準備 1名
２．「能見台地域ケアプラザ 気ままサロンあおぞら」　1日から
　　近隣の高齢者が気の合う方と気ままなお話をする場 5名
３．「六浦地域ケアプラザ あけぼの」　継続的な活動
　　六浦・あけぼのの高齢者向け配食サービス支援 1名
４．「能見台地域ケアプラザ デイサービス」　継続的な活動
　　お話し相手、お茶入れ、レクリエーション補助等 1名

５．自然・環境保全活動
■ 道路・公園・海浜の美化活動、植樹・森林の間伐、動植物の保護・

観察、リサイクルなど
主な実施内容

１．「第12回　パークリーン」　6月18日
　　関内・大通り公園のゴミ拾い活動 1名
２．「金沢八景－東京湾アマモ場再生会議」年間を通じて
　　アマモの苗床づくり、種子選別会、アマモ移植会など 10名
３．「公園ネコの配食サポート」　継続的な活動
　　公園の猫たち20～30匹の夜の餌やり等お世話 1名

６．安全・防災・被災地支援
■ 地域の巡回、交通安全運動、がれき除去、被災地の子どもや

住民の話し相手など
主な実施内容

１．「世界トライアスロンシリーズ横浜大会EXPO 交通安全キャ
　　ンペーン」　5月14日
　　交通安全を呼びかけるキャンペーン 2名
２．「チームながぐつプロジェクト」　9月1日～4日
　　地元農家の支援と、震災当時～現在に至る福島の状況につ
　　いて知る・考える 1名
３．「復興支援ボランティアバス 陸前高田 ツール・ド・三陸」
　　　9月30日～10月2日
　　参加者の安心・安全の確保のサポート 1名

７．文化・芸術・スポーツに関する活動
■ スポーツ指導・大会運営、美術館や博物館のイベント補助
主な実施内容

１．「世界トライアスロンシリーズ横浜大会」　5月13日～14日
　　大会参加者の受付、コースフィニッシュでの参加者対応　
　　11名　通訳ボランティア 5名
２．「横浜市こどもの美術展2017」　7月25日～27日
　　自由参加ワークショップのサポート 1名
３．「金沢文庫芸術祭 オープニングフェスティバル」　9月16日
　　金沢文庫芸術祭の会場設営・装飾・撤去、出展者の誘導、　
　　見回りなど 1名

４．「第8回横浜シーサイドトライアスロン大会」　9月24日
　　大会参加者の受付、コースフィニッシュでの参加者対応、　
　　写真撮影 8名
５．「横浜マラソンボランティア」　10月29日(中止)
　　フィニッシュエリアボランティア 27名、エコステーション
　　ボランティア 11名、救護（BLS）ボランティア 4名、南部
　　市場パフォーマンスボランティア 16名
６．「横濱ノースドックFALLラン マラソン大会」　11月4日
　　参加者受付、給水、コース監視、距離表示案内など 1名
７． 「2020東京オリンピック・パラリンピック応援プログラム　

創作紙芝居普及活動」創作物語に絵を描く活動 3名

８．国際交流・多文化共生に関する活動
■ 通訳、海外への食糧援助、留学生や外国人の子どもの学習等

支援、多言語での生活相談など
主な実施内容

１． 「第50回アジア開発銀行（ADB）年次総会横浜」5月2日～6
日のうち希望日

　　国内外から横浜を訪れる総会関係者のサポート 3名
２．「あーすフェスタかながわ2017実行委員会」　5月20日
　　外国籍県民フォーラムのテーブルトーク進行役 2名
３．「キッズイングリッシュキャンプ」　8月14日～18日
　　小中学生を対象にした英語キャンプで活動のサポート 1名
４．「金沢国際交流ラウンジ10周年記念行事」　12月3日
　　ラウンジフェスティバルのお手伝い 3名
５．「金沢国際交流ラウンジかもめ教室」　継続的な活動
　　外国につながる子どもの日本語教室 2名
６． 「外国につながりを持つ子どもの宿題サポート」　継続的な

活動
　　外国につながりを持つ小学生や中学生の宿題サポート2名

９．ピアサポート
■障害のある同級生・同窓生のサポートなど

10．その他
■募金活動等、上記カテゴリーに分類できないものなど

ボランティア支援室　登録・派遣・依頼　総数表
平成29年12月31日現在

※ 平成29年度の市大生のボランティア登録者は以下の通りです。
※ 学生登録数から卒業生を引いた数字が、翌年に繰り越されます。

学生登録数 卒業生 学生派遣 ボラ依頼
29年度 299名 65名 430名 255件
累　計 722名 65名 1,014名 576件

世界トライアスロン横浜大会 横浜シーサイドトライアスロン大会
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01 教育

学生の地域貢献活動推進

● 学生が取り組む地域貢献活動支援事業

<平成29年度採択>  ➡  詳細は、　P.22~P.25 
　 団体名 事業名

1 横浜市立大学　鈴木・国吉ゼミ　黄金班 黄金町の魅力を伝えるブックレットの作成及び交流拠点の創出

2 看護学科　いのちの授業グループ いのちの授業訪問事業

3 金沢研究会 金沢区に対する地域資源を活かしたまちづくりと研究調査活動

4 横浜市立大学・三輪ゼミ まちこどもプロジェクト 2017

5 ★ YCU　SCIENCE らいげーす　 舞岡・戸塚を拠点とした市民科学の発展のための架け橋活動

6 横浜市立大学科学倶楽部 地域学生のための科学実験講座

7 横浜市立大学医学部 YDC 医学生・看護学生が創る『医療』教育
★は新規プロジェクト

　平成29年度は、大学の地域貢献に寄与する事業として、以下の内容について提案する事業を募集した。
　（１）「自由提案型」大学の地域貢献に寄与する事業のうち、次のいずれかに該当するもの 
　　　ア　神奈川県域内における地域交流、地域研究に関する事業
　　　イ　神奈川県域自治体への政策提案に資する事業
　（２）「課題提示型」大学から提示した課題に対する内容についての事業のうち、次のいずれかに該当するもの
　　　ア　 金沢シーサイドタウンにある大学サテライト拠点「UDCN並木ラボ」等を活用して、地域活性化ある

いは健康都市づくりに寄与する事業 
　　　イ　 多くの学生が地域や社会に興味を持ち、地域貢献やボランティア活動への理解及び参加を促すための

仕組みを、学生の目線で提案する事業 

　また、平成30年3月13日（火）に報告会を実施。
　平成29年度採択の7団体が活動を報告し、活動内容やプレゼンテーションについて審査が行われ、最優秀賞、優
秀賞を決定。

写真は平成 28 年度の審査会の様子
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教　育 学生の地域貢献活動推進

学生が取り組む地域貢献活動支援事業

黄金町の魅力を伝えるブックレットの作成及び交流拠点の創出

団体名… ▼  横浜市立大学　鈴木・国吉ゼミ黄金班

いのちの授業訪問事業

団体名… ▼  看護学科　いのちの授業グループ

　実施概要
　黄金町では、平成20年から「黄金町バザール」を開催し、
文化芸術の力を使った安心安全なまちづくりを行っているが、
地元商店の減少や住民とアート活動とがうまく融合していない
という課題がある。平成29年度は「ヨコハマトリエンナーレ」
と「黄金町バザール」を地域一体となって盛り上げるため、黄
金町の魅力を伝えるブックレットを作成する。また、交流の場
に活気をもたらすため、多年代に向けたさまざまなイベントを
開催して地域のつなぎ役となる活動を行う。

　実施内容
１．住民との意見交換を目的とした地元学生会議の開催
２． 年7回程度のワンデイマルシェはつこひ市場の開催および

アーティストの来場者向けワークショップの運営・さんま
まつり

３． はまっ子ふれあいスクール（放課後の子どもの居場所づく
りを行う団体）と婦人部の交流、地域住民と子どもの交流

４． ポムポムの仲間たち（障がい者による居場所事業）と共同

開催する子どもの学習支援（毎週木曜日開催）
５．WEBページの更新
６． 黄金町の魅力を学生の視点から取り上げる16ページ程度

のフリーペーパーの作成
７．黄金町バザールにおける活動紹介および広報活動

　今後の課題
　今年度の活動を通して小学校やはまっこふれあいスクール、
その他NPO団体などに対し積極的に関わることができ、活動
の幅を広げることができた。また、情報発信の面においても
WEBやフリーペーパー等を通して広報を強化することができ
た。しかしながら、活動の拡張によるマンパワー不足などもあ
り各団体と関わる頻度が減ってしまったことが課題である。今
後は、短期・長期的な計画のもと活動内容を整理し、継続的に
事業を実施したい。

子ども向け WSはつこひ市場

　実施概要

　いのちの誕生に対する理解を深め、自分自身も他者も大切で
あるという事や、成長の過程で支えてくれた周囲の人への感謝
の気持ちを持ってもらうために、横浜市内の小学校を対象に訪
問授業を実施している。
　会場となる小学校と内容を相談しながら、前半45分は講義形
式で生命誕生のプロセスなどを伝え、後半45分は赤ちゃん模型
を用いてさまざまな体験をしてもらい、いのちを身近に感じられ
る内容の授業を実施する。

　実施内容

　生命誕生のプロセスについてスライドやビデオ、教材、劇な
ど講議形式で実施。また、赤ちゃんの模型を用いたおむつ交換
や抱っこの仕方の指導・体験の実施、妊婦ジャケットを用いた
妊婦体験の実施、赤ちゃん模型を用いた心音の聴取と自分の心
音の聴取を体験し違いを確かめるなど、さまざまな体験を用意
し、子どもたちに体験してもらう。すべての子どもたちが全部

の体験をできるように時間を区切ってブースを回ってもらう形
式で行う。同内容を1クラスずつ2回に分けて実施した。

　今後の課題

　この活動は約10年以上続き、現在まで多くの子どもたちにい
のちの大切さについて授業を行ってきた。今後も子どもたちに
いのちの大切さを教えたいという思いを引き継ぎつつ、日々変
化し続ける現代社会に適応しながら授業を実施していきたいと
考えている。今後の目標としては、より授業を拡大し、より多
くの子どもたちと関わっていきたい。

小学校への訪問授業風景 赤ちゃんのオムツ交換体験
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青葉区「キッズカメラマン
ワークショップ」

「なみキャン☆リアル金沢統一ゲー
ム～ハロウィン仮装パレード～」

教　育 学生の地域貢献活動推進

学生が取り組む地域貢献活動支援事業

金沢区に対する地域資源を活かしたまちづくりと研究調査活動

団体名… ▼横浜市立大学　金沢研究会

　実施概要

　金沢区にある豊かな地域資源の魅力が伝えきれていないと感
じ、金沢区の特産物の魅力を発信する「瀬戸マルシェ」や夜景と
イルミネーションを演出する ｢瀬戸あかり｣ を継続的に開催して、
地域資源の利活用や情報発信を行い、地域の賑わいを創出する。
　平成29年度は、金沢から鎌倉までの地域資源を新たに発見し
歴史を振り返る ｢歴史文化再発見まち歩きツアー｣ を実施する。

　実施内容

１． 金沢区特産物魅力発信プロジェクト
　　 金沢区のおいしいもの・楽しいものの発信をすることを目

的として第 9 回瀬戸マルシェを開催した。
２． 地域研究・まちづくり提案プロジェクト
　　 他地域における地域資源をいかしたまちづくり活動や、学

生によるまちづくり活動・都市デザインの研究を実際に学
び、金沢区のまちづくりを考え、提案。

３． 環境演出プロジェクト
　　 金沢区の歴史や自然などの地域資源の再確認・魅力発信、

新たな魅せ方の発見などを目的に「瀬戸あかり2017」を
開催した。

４． 金沢・鎌倉プロムナードづくりプロジェクト
　　 区制70周年にむけて、金沢区と周辺地域を結ぶ道を「プ

ロムナード」として整備する。第 1 弾として、歴史的に
深いつながりのある「朝夷奈切通」の歩行空間の向上を目
指し、金沢・鎌倉のつながりを再認識し、両地域間の導線
を生み出す。

　今後の課題

　金沢研究会は、10年の間マルシェや瀬戸あかり、みちある
きを通して活動し、地域の特産物や名所等を多くの方に知って
もらえた。今後は、様々なエリアで活動し、今まで培ってきた
ノウハウを活かし、さらに金沢区の活性化に貢献してきたい。

まちこどもプロジェクト
～子どもの成長段階に応じた地域参画の方法実践～

団体名… ▼  横浜市立大学まちづくりコース　三輪ゼミ

　実施概要

　さまざまな年代の子どもが、成長段階に合った方法で地域の中
で活躍しながら、地域に愛着を持てるように支援する活動を行っ
ている。
　平成29年度は、これまで金沢区と青葉区の2地域で行ってきた
活動を相互に乗り入れた企画を展開した。金沢シーサイドタウン
では乳幼児とその親のまちへの参画や、並木で生活する小・中・
高校生を対象とした活動を展開し、青葉区では今まで連携してい
る保育園の保護者や卒園生も巻き込み、防災やお散歩を切り口に
展開する。

　実施内容

　金沢シーサイドタウンでは小中高生の参画強化とともに乳幼児期
の子どもたちのまち参画のきっかけを提供し、青葉区では小中高生
のまち参画も考えながら活動を行い、昨年度までの金沢シーサイド
タウンと青葉区市が尾周辺でのそれぞれの実績を相互に乗り入れ
することで、いろいろな子どものステージをまちに取り込んでいけ
るような手法を実践した。また、子どもを掌握している大人や組織

と合意したうえで活動を行い、子どもだけでなく大人の意識の変化
も生まれ、地域全体でのまち参画へと発展した。

　今後の課題

　今後の課題として、青葉区市ヶ尾の方では、地域の自治会の方・
親子連れの方・周辺の保育園を巻き込むことができてきているので、
今後もこうした活動を続け、地域の小学校とも連携したワークシップ
を進めていくことがあげられる。
　また、金沢区並木では、青葉区での活動を参考に、乳幼児と保護
者を新たな対象としたイベントを実施することができたので今後も継
続的に活動していく必要がある。また、今後は地域の高校生を巻き
込んだイベントも展開し、参加を促す仕組みを整えていく必要がある。

金沢区特産物魅力発信 PJ
「瀬戸マルシェ」

環境演出 PJ
「瀬戸あかり 2017」

金沢・鎌倉プロムナード作り PJ
「金沢鎌倉みちあるき」
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教　育 学生の地域貢献活動推進

学生が取り組む地域貢献活動支援事業

舞岡・戸塚を拠点とした市民科学の発展のための架け橋活動

団体名… ▼  YCU　SCIENCE らいげーす

　実施概要

　舞岡・戸塚地区の科学への関心を高めるため、地域の学校で行っ
ている科学活動を支援し、児童・生徒の自然科学への関心を高め
るとともに、地域の方にも市民科学に関心を持ってもらうための活
動を展開する。

　実施内容

　課題解決のため、以下の6つの取り組みを行い、包括的に支援す
る活動を行った。
１． 舞岡周辺の学校と横浜市の環境創造局が連携した市民科学活

動に参加し、ハグロトンボの研究活動を行った。
２． 近隣の学校向けのサイエンスカフェ（舞岡うきうき自然科学研

究会）を中高校生向けに3つ企画・開催した。
３． 舞岡高校と企業、横浜市の環境創造局が中心となった下水道

を通した学習活動に関わった。
４． 横浜市立平戸中学校 科学部と舞岡中学校科学部の活動をサ

ポートした。

５． 生物学に興味を持ってもらうために戸塚高校で定期的に基礎
的な実習を行った。

６． 舞岡小学校の総合学習への協力を行った。小麦を題材とした
児童参加型の学習活動を提供した。

　今後の課題

　活動をスタートさせたばかりのため、地域の学校とのつながりを
構築することに重きを置いた。低学年の増員を試みたが、メインキャ
ンパスとは離れた場所での活動のため、難しかった。
　今後は、舞岡うきうき自然科学研究会の活動と、舞岡高校との
活動を重点に、活動を深める方向に進めていきたい。

地域学生のための科学実験講座

団体名… ▼  横浜市立大学　科学倶楽部

　実施概要

　地域の小・中・高校生に向けて、科学に興味・関心を持てるよ
うな体験の場を提供し、理科教育の楽しさを知ってもらう活動。
　小・中・高校の学習範囲よりも高度な実験を行う教室や、経済
的な理由から実験教室に参加できない生徒・児童向けの出張型実
験教室、平成29年度は新たに、実験教室の動画配信などを行う。

　実施内容

１．観察・実験を行う機会の充実
　・ 中学生を中心とした科学実験講座
　・出張型実験教室の開催（湘南戸塚YMCAなど）
　・自主研究講座の開催
　・ヨコハマ大学祭りへの参加
２．大学生の視点からみた新規活動
　・実験の動画配信
　・実験を含んだ大学生によるキャンパス案内講座
３．経済面の対応
　・依頼受付式実験講座の開催

　今後の課題

　依頼受付式実験講座が、3月開催の依頼だった影響により、年度
の後半に活動が集中してしまったことが課題として挙げられる。そ
のため、来年度は特定の時期に活動が集中しないような年間計画の
設定が求められる。
　来年度はより発信力を高めるために、宣伝方法の拡充が課題とし
て挙げられる。具体的には、大学の広報や本活動を支援いただいて
いる横浜市立大学ボランティア支援室との連携が挙げられる。

サイエンスカフェの様子

ヨコハマ大学まつりでのスライム作成実験キャンパス案内講座
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教　育 学生の地域貢献活動推進

学生が取り組む地域貢献活動支援事業

医学生・看護学生が創る『医療』教育

団体名… ▼  横浜市立大学医学部  YDC

　実施概要
　昨今、医療の需要と供給のアンバランスが問題となっており、
医療を受ける患者側に医療の適正利用を伝える必要があると考
えた。そこで、小・中学生に向けた医療の適正利用を伝える訪
問授業を開始した。
　平成29年度は平成28年度と同様に、小・中学校での授業の継
続開催、「よこはま大学まつり」への参加、昨年取ったアンケー
トをもとに授業内容のブラッシュアップを重ね、SNSなどを用い
て本事業の広報活動を進める。

　実施内容
１．横浜市内の小中学校での保健の訪問授業
　　 学習指導要領に基づいた保健の内容のみならず、医療機関

の使い分けや救急車の適正利用についても授業を行った。ま
た、キャリア教育として医師や看護師の仕事を紹介した。

２．地域のイベントでの授業
　　 これまで継続的に参加しているヨコハマ大学まつりや、今年

度から参加をしたAozora Factoryでも、横浜市の子どもた
ちに医療に対する興味と理解を高めてもらえるような体験型
の授業を実施。

３．YDCのFacebookを通した情報発信
　　上記の授業の様子を掲載した。

　今後の課題
　訪問授業の内容は学校の要望を反映して決めているが、これ
まで教えたことのない内容の授業にも積極的に取り組んでいき
たい。また訪問授業のみでは生徒さんの数が限られてしまうた
め、横浜市の地域のイベントに参加したり、YDCのFacebookを
通して情報を発信したりするなど、より多くの方々に医療に関心
を持ってもらえるよう努めていきたい。

●キャンパスタウン金沢サポート事業
　横浜市金沢区・関東学院大学・横浜市立大学で連携して『大学の活力を生かしたまちづくり』に
取り組んでいる。平成 29 年度の「キャンパスタウンサポート事業」では、3 団体が活動した。

金沢道再発見・魅力再認識まちあるきプロジェクト

　金沢区と鎌倉市をつなぐ「朝夷奈切通し」を想定し、案内板を設置した新プロムナードを整備することで、歩いて楽しい空
間を創出。今後はその他のエリアにもプロムナードを整備し、金沢区に点在する観光スポットをひとつの歩行空間でつなぎ、
金沢区の魅力を、金沢区民及び周辺地域の住民に向けて発信していく仕掛けづくりとして展開することを想定。

スマートイルミネーション横浜 2017 関連プログラム「瀬戸あかり」

　「スマートイルミネーション横浜 2017」の連携プログラムとして、金沢区の土地・歴史を活かしつつ、光を用いた風景の魅
力創造を行った。また「ナイトマルシェ」を同時開催し、区内の地域ブランド品と風景を掛け合わせた「瀬戸あかり」を展開。

金沢シーサイドタウンにおける地域ビジョンづくりのサポート

　月に一度ずつ開催されている「コレナミ運営会議」と「並木みらい会議」に出席し、ヒアリング、クイズウォークなどの結
果をフィードバックしながら、ビジョン作成のサポート。また芦澤ゼミの Aozora Factory と協働してまちづくりデザインゲー
ムを追加実施し、地域住民からアイデアを引き出し、コミュニケーションの促進に役立てた。

小学校への訪問授業



26

研
　
究

社
会
貢
献

全
　
体

ま
と
め

教
　
育

教員の地域貢献活動推進
　横浜市立大学では、平成23年度から、地域社会が抱える諸問題を地域課題として提案してもらい、本学の教員
及び地域貢献センターと共同で調査、研究、社会実験等の活動を通じて課題解決を目指す「教員地域貢献活動支
援事業」を行ってきた。活動に必要な経費についても、本学と課題提案者の双方によって負担することで、地域
課題の解決に貢献する研究活動として位置付けている。
　平成25年度の大学COC事業採択により、更にその形を発展させ、地域から地域課題を直接公募する「協働型」
の他に、教員自らが専門性を生かして地域課題を設定する「インキュベーション型」を開始し、様々な取組を行っ
てきた。
　協働型事業実施にあたっては、提案された地域課題について、コーディネーターが教員とのマッチング、サポー
ト等を行っている。また、インキュベーション型についても、行政・企業・ＮＰＯ等との組織・団体へつなぐサポー
トを実施している。
※ インキュベーション型は、平成25年度大学ＣＯＣ事業の採択時に環境未来都市の課題解決モデル研究事業とし

て試行的に開始しました。平成26年度からは、インキュベーション型の事業として本格実施しています。

■ 平成29年度　教員地域貢献活動支援事業（協働型）
区分 No. 提案者 事業名 学科・学系 教員（★は代表）

３年目 1 横浜市こども青少年局保育対策課 都市公園を活用した保育施設の設置に関するガイドライン作成３ 国際都市学系 三輪律江★
中西正彦

３年目 2 協同組合横浜マーチャンダイジング
センター 地域卸売業の活性化 経営科学系 鴨志田晃★

赤羽淳、吉永崇史

３年目 3 横浜市経済局 大学による実践教育と地域人材育成にかかる研究 経営科学系 吉永崇史★
赤羽淳、鴨志田晃

３年目 4 八千代エンジニヤリング株式会社 ブルーカーボン横浜プラットフォーム「山下公園前海域等における
海域環境改善の調査研究」 理学系 大関泰裕★

２年目 5 全国都市緑化よこはまフェア実行委
員会 全国都市緑化よこはまフェアにおける緑化連携 理学系 坂智広★

新規 6 京浜急行電鉄株式会社 空き家利活用プロジェクトー産学連携による空き家利活用の実践 国際都市学系
経営科学系

齊藤広子★、三輪律江
大澤正俊

新規 7 小田原市 地域における公共施設再編案の作成 国際都市学系 鈴木伸治★

新規 8 横浜市金沢区 AozoraFactoryを通じた地域づくりと臨海部産業団地の魅力発信 経営科学系
国際都市学系

芦澤美智子★
中西正彦

新規 9 京浜急行電鉄株式会社 課題解決型まち活性化プロジェクト 国際都市学系 鈴木伸治★
国吉直行

新規 10 株式会社横浜インポートマート 新港地区初ヨコハマ“もの”＆“コト”の共同開発 経営科学系 中條祐介★

新規 11 社会福祉法人若竹大寿会
富岡東地域ケアプラザ 一人暮らし高齢者の社会孤立等予防にむけた仕組みの開発と評価 看護学科

国際都市学系

田髙悦子★
有本梓、大河内綾子、伊藤絵梨子、
白谷佳恵、三輪律江、中西正彦

■ 平成29年度　教員地域貢献活動支援事業（共同研究）
区分 No. 提案者 事業名 学科・学系 教員（★は代表）

継続 1 横浜市環境科学研究所 環境配慮型都市の実現医向けた土地利用計画立案・運用に関する研究 国際都市学系 中西正彦★

■ 平成29年度　教員地域貢献活動支援事業（インキュベーション型）
区分 No. 事業名 学科・学系 教員（★は代表）

５年目 1 郊外住宅地の再生に関する研究　その５－金沢区金沢シーサイドタウン拠点形成を機にしたケーススタディ
からの発展 国際都市学系 三輪律江★

中西正彦

３年目 2 健康都市の実現に向けた健康づくりと地域づくりの融合型事業の開発と評価 看護学科
田髙悦子★
有本梓、大河内彩子、伊藤絵梨子、
白谷佳恵

３年目 3 健康長寿の都市づくりに向けた拠点を活用したプログラム開発 医学系
齋藤京子★
水嶋春朔、山末耕太郎、菅谷渚、
鈴木伸治

平成 29年度　教員地域貢献活動支援事業一覧

02 研究

➡  平成 29 年度の事業報告は、　P.27~P.41 
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研　究 教員の地域貢献活動推進

教員地域貢献活動支援事業（協働型） （平成 27 年度からの継続事業）

都市公園を活用した保育施設の設置に関する
ガイドライン作成３

提 案 者… ▼  横浜市こども青少年局保育対策課
研 究 者… ▼  国際総合科学部 国際都市学系　准教授　三輪律江　准教授　中西正彦

　地域課題

　国家戦略特区において都市公園に保育所等の建設が認めら
れ、待機児童ゼロ継続を目標としている横浜市においても、保
育所を設置する有力な候補地として検討を進めている。それに
際し、公園に設置を認める際の基準や、隣接した建物等を活用
し公園を園庭として地域と共存して活用するなど、保育所と公
園とのより良い関係性のあり方について、引き続き横断的体制
で検討・発信する必要がある。

　課題解決の方法

①　 保育施設が地域資源を活用している現状を理解し活かす施
策づくりに向け横断的体制で議論する

　　 　保育施設の社会的ニーズの高まりに反して、土地不足の
問題や周辺地域に理解を求めるための進め方が重要な観点
になっている。また、保育施設は就学前児童が生活の大半
を過ごす重要な場所であるため、地域の中で育む環境づく
りは大きな課題といえる。そのため、保育施設が地域資源
を活用している現状を理解し、それを活かす施策づくりに
向けた有識者・関係者の研究会を立ち上げ、横浜市の各関
係局とも連携した形での横断的体制で議論を進める必要が
ある。

②　 子どもの育ちや近隣で育まれる環境づくり等から保育施設
が公園を活用する際の基準をつくる

　　 　公ユニット代表者の研究によれば、園庭を持たない小規
模保育室等がそれを補填する形で公園を代替利用するな
ど、保育施設にとって公園が必須アイテムであることや、
公園の形状や位置、設備状況の条件などにより公園を取捨
選択している様子を明らかにしている。保育施設が公園を
活用する基準づくりには、その視座を適用することが必要
である。

③　 保育施設が公園マネジメントの一端を担いそれも評価する
仕組みを検討する

　　 　公園と一口に言っても規模や用途、誘致距離などの考え
方が細かく分かれており、また地域の憩いの場や防災拠点
といったように求められる役割が多様化していることか
ら、公園マネジメントとして行政主導から企業やNPOな
ど民の力を入れる動きが活発化しようとしている。横浜で
は早い段階から住民主体へと移行の動きがされているが、
体制継続の難しさから、担い手問題が顕在化してきている。
一方、高齢化により愛護会が消滅し管理が滞っていた公園
を日常的に利用していた保育施設が、愛護会事務局機能を
担い公園の再生と活性化に寄与するといった課題解決事例
も把握されている。

　このように、公園を“必須アイテム”として利用している保育
施設が一役担うことは、地域にとって迷惑施設と取られがちな
保育施設が、地域に受止められていくための一つの手段とも考
えられる。その推進のためには、地域コミュニティのニーズと
の擦り合わせと共に、保育施設の地域貢献的観点からの検討、
あわせて公園マネジメントの一端を担おうとする保育施設側の
モチベーションをどのように担保させられるかの仕組みの検討
も重要である。
　さらに平成29年度は、具体的に、郊外の空きインフラの活
用と子育て世代の居住促進に向けた一案としての可能性も視野
に含むこととする。

　実施内容

・5月24日、6月14日,28日　
　いずみ反町公園保育園伴走支援
・7月20日、21日、8月30日、10月5日、1月、2月
　反町公園利用実態調査（夏期）
・8～9月　市域全体のデータベース更新
・10月　　
　 郊外の居住政策モデル展開へ向けた公園の絞り込み検討・打

合せ（24日金沢区役所）
・11月11日　
　 日本都市計画学会全国大会にて一連の成果を発表（査読採択

決定）
・11～2月　郊外の居住政策モデル展開への検討と適用試行

　成果・効果

　平成29年度は新設された反町公園内保育所が新設されたこ
とによる、反町公園の利用実態について、主体別に時間帯と季
節によりどのように異なるのか、といった調査を実施した。
　また研究会として決定した保育事業者に対し保育施設インフ
ラ整備の地域貢献的観点からの検討についての意見交換を行う
とともに、他都市の公園内保育所事例の視察とヒアリングを行
い、制度の課題把握に務めた。
　また、金沢区を事例に新たな保育施設による公園活用につい
て検討を行った。

　今後の課題と展開

　こどもの育ちや近隣との関わりで育まれる環境づくり等から
保育施設が公園を活用する際の基準をさらに検討し、今後の施
策に活かしたい。公園内や周辺の各資源などとの併用活用も含
め、子育て世代へ向けた居住政策モデルや子育てしやすい街づ
くりを検討する際の基礎としても活用したい。
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研　究 教員の地域貢献活動推進

教員地域貢献活動支援事業（協働型） （平成 27 年度からの継続事業）

　成果・効果

　本事業では、MDCにて設置を検討しているヒューマンリソー
スセンター（HRC)の機能設計と運用開始に向けた構想具体化
に取り組んだ。この際、組合会員企業に加え、本学、横浜市経
済局、IDECなどが参加する委員会を設置し、多様な観点から
の検討を進めた。最終年度である平成29年度はＨＲＣの具体
化に向けて新年度(平成30年度）におけるHRCの発足に向けて
研修プログラムの全面見直し、雇用促進のための検討、HRC
運営体制の決定、事業方針の策定を行った。とりわけ、本学と
の連携による「経営支援プログラム」を新たに発足させること
を機関決定し、MDCのトップマネジメント及び後継候補を対
象に大学との連携、社会人プログラムのスタートが決定したこ
とは、ＨＲＣの設置に向け、大きな成果であったと総括される。

　今後の課題と展開

　平成30年4月からHRCが本格稼働を開始するが、継続的に改
善を続けながら、新規プログラム等の事業が円滑にスタートを
行い、初期の目標を達成させることが課題と考えられる。
　平成30年度からMDC独自に運営委員会を設置し、本学教員
が引き続き専門家アドバイザリーとして関与することが決定し
た。

地域卸売業の活性化

提 案 者… ▼  協同組合横浜マーチャンダイジングセンター
研 究 者… ▼  国際総合科学部 経営科学系　教授 鴨志田晃　准教授 赤羽淳　准教授 吉永崇史

　地域課題

　昨年、創立40周年を迎えた当組合は金沢区臨海部に位置する
卸売業の異業種組合である。今後、地域卸売業として存続し、
さらなる発展を図るためには人材力の強化が喫緊の課題である。
そこで同組合はヒューマンリソースセンターの設立構想を推進
し、本学との協働により、構想具体化に取り組む。

　課題解決の方法

　当組合の会員企業72社のうち、相当程度の企業が後継者や
従業員の育成、多様な人材の採用促進等、人材力の強化を望ん
でいる。そこで本学との協働でこれからの卸売業を担い得る人
材を育成し、多様な外部の専門人材ネットワークや採用支援機
能も併せ持つセンター構想の具体化に取り組む。
　この際、本学が有する専門的知見や教員の外部ネットワーク
を最大限活用することで卸売業の将来ビジョンとセンター構想
の具体策を練る。また、サービス科学の手法であるビジョン主
導型のサービス設計を当該センター構想の具体化に適用する。
また、必要に応じ関連調査やアンケート調査なども随時行う。

　実施内容

平成29年4月～平成30年3月　 
 COC事業推進委員会の開催（継続）
平成29年4月  HRC（ヒューマンリソースセンター）の事業

運営の準備を進めるHRC委員会を発足
平成29年7月 研修プログラム評価会議の開催
平成29年10月  MDCヒューマンリソースセンター構想のため

の事例調査の実施
平成29年11月 HRCプログラム検討会議の開催
平成29年12月～平成30年3月　
 HRCウェブサイト構築のためのプロジェクト
平成30年1月25日　
  COC事業推進委員会・HRC委員会の第1回合同

会議（HRC事業方針の確定、新年度方針決定）
平成30年3月29日（予定）
 COC事業推進委員会
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研　究 教員の地域貢献活動推進

教員地域貢献活動支援事業（協働型） （平成 27 年度からの継続事業）

大学による実践教育と地域人材育成にかかる研究

　地域課題

　市内中小企業の多くは、日々の業務に追われて人材育成に手
が回らないのが実情である。横浜市としては、セミナー開催な
どで支援を行っているが、大学と連携して大学のリソースを市
内中小企業の人材育成に活かすところまではできていない。こ
うした状況を踏まえて、本研究では、横浜市立大学のリソース
を市内中小企業の人材育成に活かすことを目指す。

　課題解決の方法

　本事業では、市内中小企業の人材育成に資するケース教材の
開発を、横浜市経済局経営・創業支援課（以下、経営・創業支
援課）と横浜市立大学との連携体制の下で行う。経営・創業支
援課は、ケース教材開発に協力する企業の紹介を行う。横浜市
立大学は、対象となる企業の調査およびケース教材の執筆を行
う。さらに、両者の協働の下で、本事業の成果を周知する市内中
小企業向けの報告会を実施する。

　実施内容

６月１日 キックオフ・ミーティング
６～９月  横浜市内中小企業での人材育成に資するケース（経

営実践の事例）教材開発のコンセプト検討

10～12月  横浜市内中小企業に対するケース教材開発の協力依
頼と事業趣旨の説明（訪問7社）

12～２月  市内中小企業へのインタビュー調査（訪問7社）、
最終報告会企画（訪問1社）

２～３月  ケース教材（7社）作成およびエクステンション講
座企画

３月13日  当該授業最終報告会（基調講演、事業の振り返りと
パネルディスカッション）

　成果・効果

　優れた経営実践を行っている横浜市内中小企業の協力の下で、
市内中小企業の人材教育に資するケース教材を開発することが
できた。加えて、当該ケース教材を中核コンテンツとした、市内
中小企業に勤めるビジネス・パーソン（経営者含む）をターゲッ
トとした本学エクステンション講座を企画することができた。7
社のケース教材の開発と、計画（5社）を上回る成果を上げている。

　今後の課題と展開

　ケース教材については、既存ケースの改訂や新規ケースの作
成を行い、エクステンション講座で活用する教材の充実を図る。
加えて、エクステンション講座の効果的な周知方法について検
討する必要がある。
　当該事業の成果を活かして、平成30年度後期よりエクステン
ション講座を展開する。本学の地域ネットワークや地域で果た
す役割を活かして、地域の中で経営学を実践的に学ぶことがで
きる持続的な生涯学習環境を構築していく。

提 案 者… ▼  横浜市経済局経営・創業支援課
研 究 者… ▼  国際総合科学部 経営科学系　准教授 吉永崇史　教授 鴨志田晃　准教授 赤羽淳
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教員地域貢献活動支援事業（協働型） （平成 27 年度からの継続事業）

ブルーカーボン横浜プラットフォーム
「山下公園前海域等における海域環境改善の調査研究」

　地域課題

　環境未来都市横浜では、経済と環境のバランスのとれた、社
会負荷の少ないエネルギーを効率よく生み出せること、情報で
高度につながれ健康で安全な都市をつくり、世界の課題に応え
る未来の都市モデルになろうと取り組んでいる。その実現の一
つに、国連環境計画が提唱し、横浜市が進める「ブルーカーボ
ン」事業がある。これは大気の二酸化炭素を海と海の生物に固
定化し、温暖化を低減させるものである。
　その実現には、学術・産業・市民・行政のプラットフォーム(異
業種が一同に集う場）を創り、生物多様性に富みCO2固定能
力の高い快適なうみづくり、うみの環境を科学的に把握し課題
解決に取り組める水中リサーチダイバーの養成が急務である。

　課題解決の方法

　山下公園前海域と、生物多様性の実証実験に適した八景島
シーパラダイスうみファームをフィールドに用いる。うみ
ファームに改良型簡易漁礁を設置し、生物相の多様化の効果を
検証して、過年度までに得られた深浅測量3次元データ、海中
モニタリングの結果を重ね合わせたシミュレーションを行い、
山下公園前の海域浄化に必要な資材量を算出する。

　実施内容と成果

　4月1日　協同型教員地域貢献事業の協定締結
　5月13日,14日　世界トライアスロンシリーズ横浜大会EXPO
において、トライアスロン大会スイム会場の海底の3D展示を
実施。横浜市の大学の行う産学連携を市の部局と市民に知らせ
ることができた。
　6月26日　温暖化対策統括本部プロジェクト推進課による

「アマモ場の二酸化炭素吸収量調査」に参加し、横浜市温暖化
対策統括本部と連携して、横浜市の取り組むブルーカーボン事
業に協力できた。
　7月23日　リサーチダイバー講習会 (講師・責任者石井 彰、
参加者7名）を市大八景キャンパス総合体育館内温水プールに
て開催した。
　8月5日,6日　海洋都市横浜うみ博覧会2017にて市大ブース
展示とステージプログラム、ワークショップを実施。山下公園
前海域の海底地形のデジタル情報及び産学連携を通じた活動と
成果を市の部局と市民(参加者21,000人）に知らせることがで
きた。
　1月16日,17日　海と産業革新コンベンション～ブルーアー
スとビジネスの融合～に出展し、閉鎖式ブルーカーボン実証装
置を展示した。また、トピックセッションA（横浜市大　大関
泰裕「海棲無脊椎動物レクチンの創薬デザイン」）、トピック
セッションB（八千代エンジニヤリング（株）石井重久「大学

と八千代エンジニヤリング（株）が創る海中デザイン技術」）
に出展・講演し、企業と大学との共同研究成果（海棲動物を用
いた創薬研究等）を報告できた。 （参加者2,500名）
　3月4日　横浜市立大学で成果報告会を実施。

　今後の課題と展開

１． 横浜市環境創造局と山下公園前海域の環境改善調査の連携
協定を交わし、本成果を元に、市のシンクタンクとして横
浜市の政策提案の準備を行う。

２． 提案企業が事業主となり、共同研究の成果をもとに「海中
デザイン」のブランド化(横浜市大・八千代エンジニヤリ
ング（株））と、意匠登録（八千代エンジニヤリング(株））
を進める。

３． 海の浄化能力に関する研究論文作成に着手し、海外の行政・
企業・科学者に向けて本取り組みが科学的な裏付けにより
行われていることを発信し、企業は新事業の獲得を、大学
は地域への社会貢献の成果に役立てる。

提 案 者… ▼  八千代エンジニヤリング株式会社
研 究 者… ▼  国際総合科学部 理学系　教授 大関泰裕　共同研究員 石井彰

海の公園でのアマモ調査

リサーチダイバー講習会

八景島海ファームの海中モニタリング
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全国都市緑化フェアにおける緑化連携

　地域課題

　平成29年3月25日から緑化意識の普及啓発をその主たる目的
とし、第33回全国都市緑化よこはまフェアが開催される。平
成28年度の当事業では市民・企業などの参加者による主体的
な活動の場や相互交流の場として、フェア会場である運河パー
クに麦畑を創出した。さらに継続課題として、フェアの目的の
一つである花や緑を題材とした地域産業の発展につなげていく
取組が求められている。

　課題解決の方法

　木原生物学研究所および横浜市こども植物園を中心に「地（知）
の拠点」として、植物の面白さと不思議さ、人の生活に不可欠な
食と環境との調和が持続的都市発展をもたらす重要さ、地域文
化の伝承と食文化を活かした社会の連携モデル等について、小
中学生・高大連携の教育現場と連携し勉強会やワークショップ、
市民参加型イベントを第33回全国都市緑化よこはまフェアと連
携して企画開催し、「植物科学から食と農の産業化、そして持続
的都市生活の向上」に向けて次世代地域人材の開発とその教育
啓蒙拠点を整備する。

　実施内容

　全国都市緑化よこはまフェアにおける緑化連携に向け、下記
の活動を通じて地域人材開発と拠点整備を行った。

（前年度11月）～
６月　 麦を使用した栽培展示・演出、第33回全国都市緑化横

浜フェア会場のみなとみらい運河パークに麦畑花壇を作
成。植物生育調整肥料の分蘖に及ぼす効果を評価。（一
連の研究事業活動は、facebookのページを開設し市民
への次世代地域人材の開発とその教育啓蒙拠点とした。）

（前年度11月）～
３月　 市内中・高校生の教育現場と連携し、麦の栽培と食文化

に関わる勉強会やワークショップを開催。
４月～ ７月　アクティブ・ラーニング「植と食と環境を繋ぎ持

続的発展を目指す、生物多様性と地域食資源のアクティ
ブ・ラーニング」及びアクティブ・ラーニングを通じた
都市空間を活用した新たな緑化手法の提案をする次世代
地域人材開発を実施。

５月　 歴史などの展示を通した来場者への啓発、「市大生が送
る！麦の魅力に触れる３日間 ワークショップ・実験教
室」を開催。

５月～ ６月　三渓園のタイミンチク開花にまつわる市民参加者
による主体的な都市緑化活動と相互交流の場の創出

　成果・効果

　緑化フェア、イベント、ワークショプへの参加者数、累計
6,006,154人
１． 地域実践科目「資源生物利用学」の講義の中で「植と食」

のつながりと「植物科学から食と農の産業化、そして持続
的都市生活の向上」に向けて次世代地域人材を開発した。

２． 横浜サイエンスフロンティア高等学校、桐蔭学園中学校女
子部と連携し、コムギと人類の関係を通して持続的開発目
標（SDGs）達成に向けての教育啓蒙活動の授業とワーク
ショップを開催し、生徒たちにフェアで展示するコムギ品
種の栽培を通じて、人と植物の関わりと環境と都市の調和
と持続的発展の向けて次世代地域人材の開発とその教育啓
蒙拠点を整備した。

３． 市民・企業の参加者による主体的な活動の場や相互交流の
場として、フェア会場のみなとみらい地区運河パークに「麦
畑花壇」を創出した。

４． 木原生物学研究所で養成した横浜産オオムギを使って「植
と食」をつなぐ実践アイテムとしての「横浜市大ビール
KORNMUTTER」を開発製造して、花や緑を題材とした
地域産業の発展につなげていく取組を行った。

５． 第33 回全国都市緑化よこはまフェアでは、市民・企業の
参加者による主体的な活動の場や相互交流の場の創出、花
や緑を題材とした地域産業の発展に資することを目指し、
来場者にわかりやすくその意図を伝えた。

６． 本研究により、市民企業が輝く舞台づくり。横浜の市民、
企業など多彩な参加者による主体的な活動、交流の場を設
けるとともに、花と緑をきっかけとした相互交流の場。花
と緑を題材とし、地域産業の発展に資する提案を行い、横
浜を元気にした。

　以上のように、計画を上回る成果を達成した。

　今後の課題と展開

　本研究事業の成果と開発した人材のポテンシャルを継承し
て、シンポジウム等を通じた市民・企業等との交流スキームの
構築への展開し、さらに横浜市立大学が、横浜の市民、企業な
ど多彩な参加者による主体的な活動、交流の拠点の機能を発揮
し地域産業の発展に資する提案を行い、横浜を元気にすること。

協働提案者の全国都市緑化よこはまフェア実行委員会からの成
果報告：
http://www.city.yokohama.lg.jp/asahi/madoguchi/chishin/
chikatsu/chiikinokatsudou/kurenkai/pdf/2906/2906.3-6.pdf
http://www.city.yokohama.lg.jp/kankyo/kisha/h29/170823-
1.html

提 案 者… ▼  全国都市緑化よこはまフェア実行委員会
研 究 者… ▼  国際総合科学部 理学系　教授 坂智広
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教員地域貢献活動支援事業（協働型） （新規）

空き家利活用プロジェクト

提 案 者… ▼  京浜急行電鉄株式会社
研 究 者… ▼  国際総合科学部 国際都市学系　教授 齊藤広子　准教授 三輪律江　経営科学系 教授 大澤正俊

　地域課題

　横浜市における郊外の空き家の進行は深刻になっていくと考
えられる。空き家の存在は、地域に対して負の影響を与える。
こうした空き家を地域資源として利活用し、まちづくりへの発
展させることが必要である。しかしながら、空き家の利活用に
よるまちづくりは、不動産所有者個人、地域、行政、民間企業、
大学などが単独に進めることは難しく、関係者の連携による取
り組みが必要である。

　課題解決の方法

　第一に空き家の実態把握を行う。どのような住宅が空家に
なっているのか。その理由を明らかにする。第二に空き家利活
用の可能性を多面的に検証する。第三に空き家の利活用の実践
的取組から、空き家利活用のためのビジネスモデルの構築と、
空き家利活用をスムーズに進めるための産官学連携モデルの検
討を実践的に行う。

　実施内容

１．シェアハウスの運営のサポート及び課題の抽出
　　 入居者すべてに入居時のインタビューの実施、それを踏ま

えての入居者交流、および日本文化を体験するイベントの
開催・・7月～シェアハウスの運営上の課題、居住上の課
題を明らかにした。

２．準空き家利活用プロジェクトの実施
　　 6月～準空き家に注目し、授業の一環としてプロジェクト

の開始。空き家・準空き家実態調査、先行事例の調査・
視察、プラン作成。10月より、プラン実現のための準備。
平成30年2,3月に社会実験として新たな庭の使い方の実施
予定。今後の準空き家などの活用のための課題を明らかに
した。多世代交流型ホームシェアのシステムの検討。

３． 空き家予防・利活用に関する自治会・町内会・建築協定運
営委員会の実態調査

　　 町内会や自治会が空き家問題に取り組む際の問題・課題の
把握。11月から実施。町内会・自治会の限界と、産官学
連携の取組が必要であることを明らかにした。

４． 空き家利活用セミナー・相談会の開催　平成30年3月3日。
　　 上記の成果の報告と新たな社会実験、および空き家利活用

のために実施した。

　成果・効果

　空き家・準空き家の利活用をする上での新たな問題の把握、
及び京急・大学・区及びあらたな地域との連携の可能性、そし
て多世代交流型シェアハウスの社会実験など、従来の空き家利
活用を超えた新たな活用手法の開発。空き家利活用のために、
従来のように「もの」にはたらきかけるだけでなく、新たに「ひ
と」「地域」に働きかける手法の開発など、当初想定していた
よりも幅広い、空き家・準空き家利活用の為の取組と成果があ
る。

　今後の課題と展開

　社会実験の進め方と、空き家利活用により生み出された不動
産運営（誰がどう運営するのか等）が課題である。今後はセミ
ナー・相談会の開催とともに、自治会連携型の空き家利活用PJ
の社会実験の開始、準空き家・庭を使った空き家プロジェクト
の開始、本学学生のための多世代ホームシェアの社会実験の開
始を検討している。

金沢文庫パークタウン見学

まちづくり実習Ⅰ報告会
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教員地域貢献活動支援事業（協働型） （新規）

地域における公共施設再編案の作成

提 案 者… ▼  小田原市
研 究 者… ▼  国際総合科学部 国際都市学系　教授 鈴木伸治

　地域課題

　今後、少子高齢化による厳しい財政状況が見込まれる中、老
朽化が進む公共施設を 全て更新・維持していくことは極めて
困難であり、施設の安全な利用、持続可能な 行政サービスを
実現するため、施設の総量縮減及び機能配置の適正化を図る必
要がある。施設白書や公共施設等総合管理計画などの策定を経
て、今後、施設の複合化 や統廃合を含めた公共施設再編基本
計画を策定する。この公共施設が抱える課題や それに対する
取組を進めていくためには、地域住民の理解を得ることが不可
欠である。。

　課題解決の方法

　地域住民とのワークショップを定期的に開催しながら、市民
が抱く地域の将来像を具体化し、公共施設の今後のあり方につ
いて提案の作成を行う。

　実施内容

　実施スケジュールに基づき以下のスケジュールで住民参加型
のワークショップを開催し、公共施設の再編案について提案を
行なった。また、これにあわせて、地域の子育て世帯向けのア
ンケートも実施した。
第一回　9月29 公共施設について考えよう
第二回　10月23日　これからの暮らし方について考えよう
第三回　12月4日　これからの暮らし方について考えよう2 
　　　　（若者、子育て世帯へのヒアリング）
第四回　2月5日これまでのまとめ、大学からの提案
　　　　（当初1月22日を予定していたが、大雪のため延期）
第五回　3月12日　提案の検討

　成果・効果

　自治会等の団体を中心としたワークショップ構成メンバーの
みならず、学生や子育て世帯（アンケートも含む）へのヒアリ
ングを実施したことで、多世代の意見を反映したワークショッ
プ運営、提案の作成が可能となった。

　今後の課題と展開

　今後、地区内の公共施設の利用実態の検証を実施する予定で
あり、施設の再編・集約化によって、真に必要とされる公共施
設のあり方、また、効率的な利用のあり方について提案してい
く必要がある。

第 1 回ワークショップ

第 2 回ワークショップ①

第 2 回ワークショップ②

第 3 回ワークショップ
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教員地域貢献活動支援事業（協働型） （新規）

Aozora Factory を通じた地域づくりと
臨海部産業団地の魅力発信

提 案 者… ▼  横浜市金沢区役所
研 究 者… ▼  国際総合科学部 経営科学系　准教授 芦澤美智子　国際都市学系　准教授 中西正彦

　地域課題

　金沢臨海部産業団地（金沢産業団地および鳥浜工業団地）は、
製造業を中心に約800社が事業を営む一大産業集積拠点であ
る。ここは「横浜市六大事業」の１つとして1970年代に整備
が進められた地域で、完成から約30年が経過し、大規模工場
の転出、労働力不足、事業承継問題などの諸問題に直面してお
り、地域活性化策が求められている。

　課題解決の方法

　地域活性化のためには「イノベーション（価値）」の創出と、
地域魅力の再認識や発信が必要であり、地域の多様な人々が集
うプラットフォームを構築し「つながり」をつくることが必要
である。
　平成27年度から産業団地の秋祭りであるPIAフェスタのイベ
ント企画に携わり、平成28年度には企業紹介型ワークショップ

（13のワークショップ）を中心とした「Aozora Factory」を実
施した。企業紹介型ワークショップは初開催にも関わらず好評
を得、来年度開催への期待の声が高まった。またこの場から、
産学や企業間、企業と住民との対話やつながりが生まれ、新し
いビジネスプランが生まれ、学生のビジネスコンテストでの優
勝プランとなった。
　つまり、Aozora Factoryは、イノベーション創出プラット
フォームとして、また、地域魅力の再認識発信の場であるとい
うことがいえる。
　平成29年度には、産学、企業間の連携に加えて、金沢区役所
との連携を深めて、イノベーション創出の場として、地域魅力
の発信の場として発展させ、地域活性に寄与することを目指す。

　実施内容

〈スケジュール〉
　10月14日Aozora Factory＠産業振興センター（出展数30、
来場者数1,000名、市大スタッフ数100名）
１． 2017年12月9日Aozora Factory＠三井アウトレットパーク

横浜ベイサイド（出展数６、来場者数700名、市大スタッ
フ数50名）

　　 　1.金沢区の魅力を発掘・発信【学生による取材や広報媒
体の製作を通して、金沢区の魅力を発掘し、SNS、チラシ
などで広く発信】

　・区内全公立小学校へ、全校児童チラシ9,908枚配布　
　・広報活動の結果、約1,000人もの来場客を記録 
　・多数のメディア掲載
２． 金沢区にて産学官の連携を生む【一部上場企業を含む多数

の地元経営者、区役所職員、大学職員など、学生によるプ
ロジェクトとしては、類を見ない規模で産学官の連携を実
現】

　・ゼミ生全員が、平均15回以上の産業団地訪問
　・市大にて、合計6回の定例ミーティングを開催
３． 金沢区発イノベーション創出への取り組み【企業の技術と

学生の視点を組み合わせることで、金沢区に新たな価値を
創出】

　・ビジコンの優勝アイデアを実証実験
　・ デザインシンキングの手法を用いて、ゼロから創ったワー

クショップを5つ実施

　成果・効果

〈得られた効果（計画時点のもの）〉
１．金沢区の魅力発信
　2度のAozora Factoryに多くの親子連れが来場しているのに
加え、テレビ神奈川のニュースでの3分特集、広報ヨコハマで
の1面特集記事、日本経済新聞での2度の記事掲載等、これま
でにない産業団地発の産学官イベントとして各方面で取り上げ
られた。金沢区臨海部産業団地を代表する地域イベントとして
認知されることとなっている。
２．イノベーションのプラットフォーム創出
　準備期間を通じて多様な事業者が協働し「つながり」を創る
場として機能している。また、デザインシンキング（全4回、
地元学童児童を市大に招いたユーザー検証を含む）を通じて、
新しいワークショップを創出。「B to B企業のものづくり」を「B 
to Cのことづくり」に転換することで新たな価値を生むきっか
けを作った。
〈自己評価〉
　計画時点の評価指標についてては、概ね達成した。加えて、
下記の計画外の実績を生むこととなり、大幅に計画以上の効果・
成果があがったと言える。
　① 三井不動産株式会社からの提案があり、12月に三井アウ

トレットパーク横浜ベイサイドでAozora Factoryが開催
した。

　②地域の支持を受け、2018年に法人化。
　③ 横浜市経済局が主導する「LINKAI（金沢区臨海部産業

団地の活性化事業）」の主要プロジェクトとしてAozora 
Factoryが認知され、横浜市経済局との連携が進んでいる。

　今後の課題と展開

〈今後の課題〉
　法人化のスムーズな立上げ、組織化。継続的事業としての仕
組みづくり。
〈今後の展開〉
　2018年中に法人化（NPO法人）。横浜市経済局、金沢区役所、
地元企業とのさらなる連携。
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研　究 教員の地域貢献活動推進

教員地域貢献活動支援事業（協働型） （新規）

課題解決型まち活性化プロジェクト

提 案 者… ▼  京浜急行電鉄株式会社
研 究 者… ▼  国際総合科学部 国際都市学系　教授 鈴木伸治　特別契約教授 国吉直行

　地域課題

　金沢区は横浜市の中でも最も人口が減少しており,京急沿線
の中でも高齢化が進むエリアである。そのため若年層や新規入
居者の減少により、将来的な地域の衰退が予想されている。特
に、大規模分譲をした戸建住宅地がある能見台・富岡地区にお
いては今後課題が顕在化することが予想されている。また、区
心部においては、集合住宅の建て替えなどを想定し、新たな時
代の土地利用の検討が必要とされている。

　課題解決の方法

　以上のような課題を解決するため、以下２点を中心に検討を
行う。
１．戸建て住宅地の再生
　大規模分譲をした戸建住宅地である能見台・富岡地区におい
て、地域住民の課題・ニーズ把握のための調査を実施し,地域
住民の利便性向上となるような新たな機能・サービスのアイ
ディアを検討する。
２．区心部の将来像検討
　金沢区役所を核とする金沢区心部におけるふさわしい土地利
用と新たな交流拠点を検討する。

　実施内容

　研究の推進のため、横浜市都市整備局・金沢区役所・京浜急
行電鉄株式会社による研究会に参加した。
１．戸建て住宅地の再生
　京急と共同で、金沢区民および、かつて金沢区に居住した経
験を持つものを対象としたアンケードを実施した。アンケート
分析については、主に自由回答項目のテキストマイニング手法
による分析などを担当した。
２．区心部の将来像検討
　検討にむけての基礎的な調査を実施するとともに、まちづく
りコースの2年生実習課題「Kanazawa2050」として、区心部
の将来像の検討を取り上げ、提案を募った、この学生が行なっ
た課題の成果については、今後の検討の基礎資料の一つとする
予定である。

　成果・効果

　平成29年度は、提案者である京急による金沢区内の調査実施
が当初予定からずれ込んだこともあり、アンケートの実施および、
その分析が主な作業となり、実際に地域に入ってのワークショッ
プの実施などを行うことはできなかったが、平成30年度以降は、
今年度の成果を生かして、地域社会への提案などを実施する予
定である。

　今後の課題と展開

　能見台を中心とする戸建て住宅地の再生に関しては、横浜市
および京急との間での方針に関する合意形成、また、地域住民
へのアプローチの仕方が課題となる。区心部の将来ビジョンに
ついては、周辺地権者の意向なども踏まえた提案の作成が課題
である。

学生による提案１

学生による提案２

表彰された提案グループ１

表彰された提案グループ２
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研　究 教員の地域貢献活動推進

教員地域貢献活動支援事業（協働型） （新規）

新港地区発のヨコハマ “ もの ” ＆ “ コト ” の共同開発

提 案 者… ▼  株式会社横浜インポートマート（以下 YIM）
研 究 者… ▼  国際総合科学部 経営科学系　教授 中條祐介

　地域課題

　平成26年度から平成28年度にかけて、株式会社横浜インポートマー
トと連携し、「横浜ワールドポーターズ・新港地区活性化に向けた学
生視点の導入」に取り組んできた。この活動を通じて、横浜ワールド
ポーターズの魅力と課題、また新港地区の抱える課題について把握す
ることができた。具体的には、みなとみらい21地区の整備が進むこと、
複数の商業施設が開発され、施設間の競争が激化し、個店の魅力づ
くりでは限界があり、面として魅力を課発することが活性化に欠かせ
ないということである。
　このような問題意識に立ち、株式会社横浜インポートマートや新港
地区に店舗を構える企業間で新港地区新港連絡会を立ち上げ、面と
しての競争力強化に乗り出したところである。桜木町駅、みなとみら
い駅などの最寄り駅から相対的に距離があり、物理的ビハインドを負っ
ているものの、ベイビューや歴史的建造物は数多く、潜在的な魅力は
まだまだ開発の余地があると考えられる。これらの魅力の掘り起こし
と魅力づくりが新港地区の活性化に不可欠のであると認識している。

　課題解決の方法

　新港地区の主たるターゲット層は若者であったが、近年では収
容能力の高い駐車場を備えていることで、ファミリー層の来場も
増加している。新港地区で提供できるコトを開発することで、顧
客ターゲットの多様性を高め、全体的な来場者数の増加につなげ
ることが期待される。また、コトと連動させたものの開発を行う
ことで、購買行動にシナジーが生じることが期待される。そこで、
以下の取組を行う。
１． 新港地区の潜在的な魅力について、歴史的な経緯や市場調査

など多面的に調査を実施する
２． 上記1.の調査に基づいて、新港地区の魅力を伝えるストーリー

を構想し、コトづくりの材料とする。
３． 上記1.の調査と2.のストーリーに関連させたものづくり（商

品（特に食品）を構想）に取り組む。
４．上記の取組に効果を検証し、次のフェーズで改善活動を行う

　実施内容

5月　過年度までの活動を元に、活動全体のテーマ設定を行う。
8月　 ゼミ生がより活動に対して理解を深めることができるよう、

実際に現地に赴く夏休みフィールドワークの実施。フィール
ドワークをもとに各班で企画案を練る。企画案を元に打ち合
わせを行い、案の再構築を行う。

9月　 ゼミ合宿にてゼミのOBOGに活動に対する意見収集とゼミ生
全体でのミーティングで活動の相互理解を深める。商品企画
案の練り直し、継続して協力企業探しを行う

10月　冬企画（ワークショップ）の準備
12月　ワークショップの開催

　成果・効果

　新港地区の歴史を継承するという目的を達成するために、実際
に博物館などに足を運ぶ中で歴史の有用な知識を得た。また、学
生ならではの視点で新港地区の魅力を発信できる企画の発案を
行った。12月２日には家族連れを対象としたワークショップイベ
ントを開催し、“コト”だけでなく“もの”開発において有用なデー
タを得た。

　今後の課題と展開

〈今後の課題〉
　“もの”開発における提携企業の開拓
〈今後の展開〉
　平成29年度の研究成果を踏まえ、次年度は”もの”開発を本格的
に展開していく予定である。

夏合宿（マホロバマインズ）

夏合宿（イベント、商品企画についての報告）
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研　究 教員の地域貢献活動推進

教員地域貢献活動支援事業（協働型） （新規）

一人暮らし高齢者の社会的孤立予防にむけた
仕組みの開発と評価

提 案 者… ▼  社会福祉法人若竹大寿会、　横浜市富岡東ケアプラザ
研 究 者… ▼   医学部 看護学科　教授 田髙悦子　准教授 有本梓　准教授 大河内彩子　助教 伊藤絵梨子 

助教 白谷佳恵　国際都市学系 准教授 三輪律江　准教授 中西正彦

　地域課題

　提案者（横浜市富岡東ケアプラザ）が所管する横浜市金沢区
シーサイドタウン地区は、市のニュータウン計画事業により、
臨海部の埋立て地に建てられた集合住宅からなる地区（H27
年人口：約21,600人；世帯数：9600世帯）である。平成27
年時点の65 歳以上の割合（高齢化率）は、30.7％で市・区平
均（22.8％）を大きく回り、また高齢者のいる世帯の割合は
44.0％で同平均（40.0％）を上回っている。住民の約97％は
集合住宅に住んでおり、うち3～5 階建の住宅は約51％を占め、
6 階建以上の住宅は45％を占めている。現在、概ね築40年に
なる集合住宅の多くはエレベータ－の設置がないか、あっても
各階には止まらないなど、高齢者の外出を困難にしている。外
出頻度が週1回以下で一日のほとんどを自宅内で過ごす生活像
を学術上「閉じこもり」と呼ぶが、高齢者の「閉じこもり」は性、
年齢、疾患等を調整してなお、歩行機能や認知機能の低下を促
し、また身体・心理・社会的健康を低下させ、さらには社会的
孤立や認知症の発生リスクを高めることが知られている。わけ
ても一人暮らし高齢者では、他の世帯の高齢者より社会的孤立
等のリスクが高く、予防ならびに解決のための地域を基盤とし
た仕組みづくりは焦眉の課題である。

　課題解決の方法

　一人暮らし高齢者の社会的孤立等予防にむけた仕組み（地域
における集いの場における立ち寄りコミュニケーションプログ
ラム（仮称）および同プロプログラムを運用する地域ケアシス
テム（人材育成を含む））を開発し、臨地に実装の上、課題解
決を図る。

　実施内容

　本事業の目的は、一人暮らし高齢者の社会的孤立等予防にむ
けた仕組み（地域における集いの場における立ち寄りコミュニ
ケーションプログラム（仮称）および同プロプログラムを運用
する地域ケアシステム（人材育成を含む））を開発し、そのア
ウトカムについて定性的かつ定量的に評価することである。
　平成29年度は、提案者（横浜市富岡東ケアプラザ）が所管
する横浜市金沢区シーサイドタウン地区における一人暮らし高
齢者ならびに夫婦二人暮らし高齢者世帯のニーズを明確化する
ため、当該地区における地区診断（既存資料の分析）ならびに、
一人暮らし高齢者、高齢者夫婦二人暮らし世帯を対象に、ニー
ズ調査（質問紙、インタビュー、GPS）を実施し、モデルプロ
グラムのコンテンツを検討した。

　成果・効果

　地区診断においては、少子高齢化による人口減少の加速化や
世帯の縮小に伴い、次代の担い手づくりを見据えた地域（体制）
づくりの必要性が示唆された。また、介護保険認定者数の増加、
要支援1、2の増加が推測されることから、「自立者」における
要支援化への予防、「要支援者」における要介護化への予防に
着眼した取り組み強化の必要性とその根拠を明らかにすること
ができた。
　ニーズ調査においては、一人暮らし高齢者10世帯10人、夫
婦のみ高齢者世帯5世帯10人を対象に、質問紙調査による健康
状態や近隣との関係の把握、GPSを用いた生活時間調査などの
定量的評価を行うととともに、インタビュー調査により高齢者
の望む地域との交流について定性的評価を実施した。以上より
当初計画どおりの成果を上げることができた。

　今後の課題と展開

　一人暮らし高齢者ならびに夫婦のみ高齢者世帯におけるニー
ズに基づくプログラムコンテンツを開発し、その妥当性ならび
に有用性を検証していく。平成30年度事業に継続のうえ、展
開する。
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研　究 教員の地域貢献活動推進

教員地域貢献活動支援事業（共同研究） （継続）

環境配慮型都市の実現に向けた
土地利用経過立案・運用に関する研究

研 究 者… ▼   医国際総合科学部 国際都市学系　准教授 中西正彦

　地域課題

　横浜市の環境未来都市構想においては「低炭素社会の実現と
水問題の解決」が大きな課題のひとつとして掲げられている。
そのためには、エネルギー消費などの観点から温暖化やヒート
アイランド現象といった環境問題への対応が必要である。
　これに対する市の取り組みは技術的改善が主となっているが、
都市計画・土地利用計画的な観点での施策は打ち出されていな
い。しかし将来的に環境配慮型の都市を実現するためには、適
切な土地利用計画を立案・運用して、効率的な都市形態・市街
地空間へと誘導を図ることが必要である。一方で現行の都市計
画制度の側にも今日的な課題に対応できていないという構造的・
技術的な課題があり、改善の方向性を検討する必要がある。
　またそれらの都市計画技術の適用は環境政策との連携によっ
て行われなくてはならない。現状では、一般的な自治体では環
境行政と都市計画行政は別部門として計画レベルの整合性を調
整するのみであるが、環境未来都市構想など積極的な将来像実
現のためには、運用も積極的な連携が必要であると思われる。
ただし、どのような連携強化があり得るのかは諸状況を勘案の
うえ検討しなくてはならない。

　課題解決の方法

　課題に即して、「環境および環境政策」と「都市計画」の関わ
りについて知見を得、それに基づいた行政施策のあり方を考察・
提言することを目的とする。なお本研究は平成25年度より行っ
てきた一連の研究の継続的研究である。
　具体的には、まず都市計画行政と環境行政における「環境概
念」について、関連法および計画を整理・分析することで、そ
の共通点と相違点を明らかにする。次に土地利用コントロール
手法の代表的の手段である用途地域制について、その指定基準
から環境形成を目的とした運用の実態を明らかにする。また市
街地開発におけるインセンティブ制度の環境への影響を考察す
るため、総合設計制度に着目し、その基準を分析し、また適用
シミュレーションを用いることで、主に熱・風環境から見た市
街地環境への影響を明らかにする。これらを通じて各種用途・
形態規制制度における「環境上の配慮」のあり方を探る。最後
に「環境行政」と「都市計画行政」の積極的連携の可能性につ
いて考察・提言する。
　研究の対象は、当大学のCOC事業において連携先となってい
る横浜市の都市計画関行政および環境行政を主とし、比較のた
め国内の環境未来都市選定自治体、大都市圏自治体の同行政を
参照する。
　また具体的な「環境」の技術的要件を考慮した検討を行うため、
これまでと同様に横浜市環境創造局下の組織である横浜市環境
科学研究所との共同研究体制で行う。

　実施内容

　平成29年度については下記の通り研究を進めた。
4～7月　 首都圏の自治体を対象に、都市計画マスタープラン、

環境基本計画、用途地域指定基準、総合設計制度運
用基準を収集し、整理した。また行政の関連部門へ
のヒアリングを適宜進めた。同時に街区環境シミュ
レーションの条件設定を行った。

7～10月　 各プラン、基準について、分析を行った。また、シ
ミュレーション作業を開始した。

11～12月　 成果の第一次取りまとめとシミュレーション結果
の読み解きを行った。

1月～年度末　 次年度の総括とりまとめに向けた案を作成し
た。また3月に中間報告として横浜市の関連部
局との意見交換会を開催した。

　成果・効果

　まず行政部門間における概念には相違点と同時に連携可能な
点があり、本研究においては低炭素化、緑化等においてその可
能性が示された。しかし実態の都市計画・建築行政においては
環境行政的な意味での環境への配慮が十分とはいえず、今後そ
れへの配慮を高めるための方向性について示唆が得られた。
　環境科学研究所にとっては通常の調査業務の成果をどのよう
に活かすか、行政の他部門（都市整備局、建築局など）の領域
と横断的に結び付け、再考する機会となった。研究計画との照
応では、「環境」概念が必ずしも明確ではないことがネックと
なり、研究の進行の支障ともなったが、それが浮き彫りになっ
た自体も成果である。

　今後の課題と展開

　平成30年度も引き続き環境科学研究所と連携しながら、実
際の市街地整備と環境形成の実体的評価手法の確立を目指す。
　また、研究の情報発信や、市の各部署との意見交換の場をいっ
そう多く設けることが必要である。
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研　究 教員の地域貢献活動推進

教員地域貢献活動支援事業（インキュベーション型） （平成 25 年度からの継続事業）

郊外住宅地の再生に関する研究　その５
－金沢区金沢シーサイドタウン拠点形成を機にしたケーススタディからの発展

研 究 者… ▼    国際総合科学部 国際都市学系　准教授 三輪律江　准教授 中西正彦

　地域課題
　郊外住宅地の再生に資する観点として以下の4点を課題とし
ている。
１． 金沢区金沢シーサイドタウンの客観的位置づけと、郊外団

地の再生に不可欠な多世代混合居住を促す上で若い世代に
選択され定住される解明の必要性

２． 生活圏を拡げる新しい生活モビリティモデルの検討
３．持続的なまちづくり拠点運営と次世代の掘り起こし
４． 地域ブランディング力の向上と地域の価値を次世代へ継承

するアクションの必要性

　課題解決の方法
1.　 郊外住宅地のケーススタディエリアとして25年度ＣＯＣ

拠点を整備した金沢シーサイドタウンは、優れた住環境空
間を有した団地である。これまでの住民アンケートやヒア
リング調査等から、高齢化が進んでいる一方でまちの環境
を評価し子育てしやすいまちとして、一度は外部に出てい
た二世代目が戻ってきていることがわかりつつある。この
動きは郊外住宅地の再生への切り札であり、まずは金沢
シーサイドタウンに若い世代を惹きつける付加価値を検討
すること、さらにはそれが一般解となるべく金沢シーサイ
ドタウンでの現象を客観的に捉える視点が求められる。

　　 　これまでの調査からは、金沢シーサイドタウンに限らず
都市エリアの郊外団地の一部では、現在、若い世代の住み
戻りによる『近居』事象について、おおよそケーススタディ
で把握している現状にある。郊外団地全体を俯瞰した上で
それらに共通した空間構造の特徴や近居が起こりやすい要
件をきちんと示せてはいない。今後の郊外団地の再生に若
い世代を惹きつけ定住させる要素が求められるとしたら、
そのひとつとして近居を促す条件、メカニズムを理解する
ことは、その団地の特性と処方箋を検討していく上で必要
不可欠と考える。

2.　 元来、金沢シーサイドタウンは産業団地と関係しながら職
住近接を目指して計画されたエリアである。課題①におい
て同エリアの定住思考や近居実態が解明されつつあるな
か、現代の多様な働き方に合わせた新しい職住エリアの連
携によるモデル検討が求められる。

3.　 ＣＯＣ拠点は事業終了後には並木での様々な地域資源のハ
ブとなるまちづくり拠点と移行させる必要がある。その担
い手となる人材の掘り起こし、拠点のビジョンづくりとエ
リアマネジメントの検討について、地域が主体となった動
きを仕掛ける段階にある。

4.　 これまでの実践や調査から、若い世代にとって金沢シーサ
イドタウンは、住み続けたいまちとしつつも必ずしも住ん
でいることを“自慢したい”というところに達していない事
実も垣間見られてきた。これは地域の良さを魅力として誇
れる継承がされてないこと、地域の魅力発信力が弱いこと
に起因していると考えられその点の改善に向けたアプロー
チが求められる。

　実施内容
１． 『エリアマネジメント検討会』および『ラボ運営委員会（ラ

ボの会）』等はこれまでどおり定期的に実施し、UDCN並
木ラボという拠点について、必要な整備検討および新しい
運営体制の検討・移行を行う。

　・ 2ヶ月に1回、第一月曜夜にラボ定例会を実施し、今後の進
め方、ラボ定期利用者の関わり方について意見収集をした。

　・ 月1回　エリアマネジメント検討委員会を実施し、金沢シー
サイドタウン内外の企業、住民組織などと、金沢シーサイ
ドタウンの今後について検討を行った。また個別対応も含
め、関係組織に金沢シーサイドタウンを中心としたエリアマ
ネジメント構想への関わり方について各社の意見収集を行
い、次年度以降、エリアマネジメントの一環としてのラボの
移転と使い方の検討、エリアマネジメント組織体としての
イベントや広報について合意し、進めていくこととなった。

　・ 上記の動きやラボという拠点が果たしてきた成果が評価さ
れ、オーナー（横浜市住宅供給公社）の積極的厚意により
ラボの継続と新規移転が決定した。また新規移転に伴い、
利用者や関係者へのラボへの意向ヒアリングを実施し、整
備に向けた公開ワークショップを開催することで、住民の
運営への具体的関わり方の検討を行った。

２． 近隣エリアとの密な連携を図り、また職住近接、生活の質
の向上を地域ブランド力として向上するための様々な実践
を行う。

　成果・効果
　・ 金沢シーサイドタウンにおける近居のパターン化と近隣関

係に関する意識について、URおよび市営住宅を対象とし
たアンケートにより定量的に把握し、多様な近居の実態を
捉えることができた。

　・ 拠点の運営組織の体制づくりとして、エリアマネジメント
検討会を開催するようにした。検討会には、金沢区役所、
UR都市再生機構、横浜市住宅供給公社、（株）横浜シーサ
イドライン、（株）横浜八景島、京浜急行電鉄（株）、三井
不動産（株）、横浜市立大学で定期的に話合いを行ってき
た。また連合町内会、社会福祉協議会、これからの並木を
創る会、並木コミュニティハウスといったシーサイドタウ
ン内の住民組織だけでなく、これまでのラボでの連携企画
を担当されて来た地元住民の利用者、授業や地域連携企画
を通じて新たな地域住民により『ラボ運営委員会（通称ラ
ボの会）』も引き続き定期開催し、新たな担い手掘り起こし、
メンバー間の横の繋がりづくりにも寄与できた。

　今後の課題と展開
　・ 新並木ラボのビジョンを地元と共有しながら、ラボでの動

きが具体的な多世代交流の活性化となるための地元への周
知と認知の広がり、そのために拠点運営を自走させていく
ことの理解とそのための持続的体制強化

　・ 「子育てしやすいまち」としての金沢シーサイドタウンの
地域ブランディング力向上

　・職住近接モデルとしての検討
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健康都市の実現に向けた
健康づくりと地域づくりの融合型事業の開発と評価

研 究 者… ▼   医学部 看護学科　教授 田髙悦子　准教授 有本梓　准教授 大河内彩子　助教 伊藤絵梨子 
助教 白谷佳恵

　地域課題

　横浜市全市における高齢化率（2015年現在：23.1％）は、今後、
急速に進展し、2025年には、30％に達することが予測されている。
また総人口の減少、後期高齢者の急増、単身世帯の増加、疾病構
造の変化等、地域社会を取り巻く状況の大きな変化等も予測され
ている。そのような中で、将来の横浜の姿を見据え、個人や家族、
行政機関のみだけではなく、地域住民が主体となる、「健康づくり」
と「地域づくり」を融合した取り組みにより、一人ひとりの健康長
寿の実現と活力ある地域コミュニティの構築に資する「健康都市づ
くり」を実現することが重要な課題となっている。

　課題解決の方法

　横浜市立大学医学部地域看護学教室では、H27年度（初年度）
に横浜市ならびに金沢区等と連携し、今後の健康都市づくりの
推進にむけた課題やニーズを明らかにするため、横浜市金沢区
並木地区に在住する40歳以上の男女、概ね6,000名を対象に無記
名自記式調査および身体機能測定ならびに健康相談事業を実施
した。
　H28年度は、H27年度に明らかになった「健康都市づくり」の
課題解決にむけて、横浜市並木地区の壮年期と高齢期の地域住
民を対象（主体）に、壮年期と高齢期における‘健康づくり’と‘地
域づくり（地域人材の育成を含む）’を趣旨とする融合型プログ
ラムを開発し、金沢区並木ラボの拠点において並木1～3丁目の
地域住民を対象に展開した。
　具体的には、金沢区福祉保健センター、地域ケアプラザ等と
連携し、①健康づくり講座（ロコモティブシンドロームや軽度認
知機能障害等の予防を含む）、②子育て支援講座（発達障害児の
養育者への支援等を含む）、③高齢期の社会的孤立予防と終活支
援講座（在宅介護への支援等を含む）、④壮年期の労働者のライ
フワークバランスプログラムを開発し、実施した。
　H29年度は、以上の①～④の取組みを発展させ、各取組みの
主体となる地域住民における、‘健康づくり’と‘地域づくり’にお
けるプロセスおよびアウトカムについて定性的かつ定量的に評
価する。また各取組みにおける地域全体への一般化を目的に地
域住民と地域の健康度指標を用いてその有効性を検証すること
である。

　実施内容

　事業の目的は、「健康都市づくり」にむけて、横浜市並木地区の地
域住民を対象（主体）に、初年度から取り組んできた‘健康づくり’と‘地
域づくり（人材育成を含む）’を趣旨とする融合型事業プログラムを発
展させ、評価することである。平成29年度は、４月より１年間にわた
り継続的かつ定期的に、①健康づくり講座（ロコモティブシンドロー
ムや軽度認知機能障害等の予防を含む）、②子育て支援講座（発達障
害児の養育者への支援等を含む）、③高齢期の社会的孤立予防と終活

支援講座、④壮年期等の住民のライフワークバランスプログラムおよ
び総合相談事業（並木保健室）の各取り組みを運営し、その効果を検
証した。

　成果・効果

　各講座、①健康づくり講座（ロコモティブシンドロームや軽度認
知機能障害等の予防を含む）、②子育て支援講座（発達障害児の養
育者への支援等を含む）、③高齢期の社会的孤立予防と終活支援講
座、④壮年期等の住民のライフワークバランスプログラムおよび総
合相談事業（並木保健室）は１年にわたり月4～5回、通年おおむね
60回開催され、地域住民おおむね240名が参画した。また各講座
の取り組みプロセスについて質的に評価した結果、１）参加者の‘健
康づくり’と‘地域づくり’にかかる目的・目標の共有化、2）参加者の
地域における健康づくりへの取り組みの機会・場の創出、3）地域
人材（グループ）・ネットワークの創出が確認され、計画どおりの
成果を上げた。
　各講座①～④の１年にわたる、月4～5回、通年おおむね60回の
開催をとおして、1）対象者における健康度（健康指標）の向上、2）
地域志向性の向上、3）地域における当該計画以外への活動の広が
りや住民グループの創出等、「健康都市づくり」にむけた地域住民
における‘健康づくり’と‘地域づくり’への動機付けや活動の実績がつ
くられたことであり、当初計画どおりの成果を上げたと評価できる。

　今後の課題と展開

　壮年期以上の地域住民における、ロコモティブシンドローム
予防等に焦点化した主体的な取り組み、子育て中の地域住民に
おける主体的な取り組みや資源開発、さらには生活圏の地域特
性を考慮した終末期を見据えたエイジングインプレイスへの取
り組みについておのおの関連付けながら地域人材を発掘、支援
し、地域に根差した活動としてさらに推進すること、また全市
への政策提言に繋げること等が課題である。

頭と身体の健康チェック講座の様子 前向き子育て講座
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教員地域貢献活動支援事業（インキュベーション型） （平成 27 年度からの継続事業）

健康長寿の都市づくりに向けた拠点を活用したプログラム開発

研 究 者… ▼  医学部 医学科　助教 齋藤京子　教授 水嶋春朔　特任講師 山末耕太郎　助教 菅谷渚　 
 国際総合科学部 国際都市学系　教授 鈴木伸治

　地域課題

　平成29年1月1日現在の横浜市の人口は373.1万人、65歳以上
の高齢者は89万人（24％）で、平成37（2025）年には高齢者は
100万人（26.8％）、75歳以上の後期高齢者は約59万人、要介護
認定者数は19.6万人（高齢者の内20％）と推計されている（横
浜市市民生活白書2009）。金沢区は人口200,850人、高齢者人口
30,449人（15％）、後期高齢者人口14,968人（7.4％）と横浜市
においても高齢化が進み、介護予防はもとより、医療費の適正
化や、地域住民が幸福を感じる環境未来都市に向けた「健康長
寿の都市づくり」を進めることが重要な課題となっている。

　課題解決の方法

　高齢化が進んでいる金沢区内においても特に高齢化が進んだ
居住者が多い集合住宅がある並木地域において、地域住民を対
象としたアクティブシニアを増やして元気に暮らし続ける～健
康なまちづくり：ヘルシー並木大作戦～を平成26年度から展開
している。アウトソーシング型の高齢者のミニ集会への出前も
行う「健康づくり出前講座」プログラムを充実発展させ、健康
長寿を目指す都市づくりのモデル事業を確立し、他の地域にも
応用展開していくことが望まれる。
　医療機関等に受診するもさらに健康づくり、介護予防に関す
る正しい知識や情報を得たいと思う高齢者が多く、継続した健
康情報や介護予防情報の提供と個別対応の場としての「健康づ
くり出前講座」を定期的に開催し展開していく。
　健康づくり・介護予防の重要な柱として、身体活動の増加、
食生活習慣の見直し、認知症予防があげられる。地域住民が健
康づくり・介護予防に取り組むためのモチベーションをアップ、
維持することに貢献する健康グッズを制作して提供していく。

　実施内容

１．「健康づくり出前講座」の継続的展開
　拠点UDCN並木ラボ（並木一丁目）において、富岡東地域ケア
プラザおよび並木地域ケアプラザ、金沢区とも連携して、地域住
民を対象としたアクティブシニアを増やして元気に暮らし続ける
～健康なまちづくり：ヘルシー並木大作戦～「健康づくり出前講
座」を下記のとおり展開した。
・ 「健康づくり出前講座」はUDCN並木ラボで9回、並木ラボ以外

は10回開催した。（計180名）
・ UDCN並木ラボ以外での「健康づくり出前講座」開催要請があっ

た。夏の実践講座として、講座参加者に健康腕時計及び血圧
計の貸し出しをし、「こころとかただの健康測定会」を実施した。
アンケートの満足度は、参加者の98%以上は大満足、満足と答
えている。

２．健康づくりグッズの共同制作
　健康づくりのためのモチベーションをアップするために有効な
健康づくりグッズを地域住民、健康づくり出前講座参加者などと
共同制作する。「健康づくり出前講座」の資料や運動グッズを持
ち運ぶためのエコバッグ作成、ヘルシーメニューガイド、頭や身
体を使う運動プログラムを盛り込む。

　成果・効果

　健康づくり出前講座をUDCN並木ラボで開催していること
で、大学近隣の自治体から「健康づくり出前講座」の要望が出
てきている。またUDCN並木ラボ等で行われている出前は徐々
に住民に認知されてきている。出前講座の参加者を対象とした

「こころとからだの健康」測定会を実施し、参加者は7名であっ
た。資料等を入れるエコバッグの健康グッズを作製し、複数回
参加している者に配布し参加者のモチベーションアップにつな
げている。同時に自治体の健康イベント景品としても宣伝をか
ねて配布している。自宅でできる運動教材も検討、作成した。

　今後の課題と展開

　効率の良い集客方法を考える必要がある。「健康づくり出前
講座（講義＋運動・実習）」のパッケージ化された物を自治体
及び企業に紹介し、使用（有料化を考えながら）してもうらよ
うにする。
　今後は自治体及び地域住民、企業に生活習慣病予防、介護予
防等に関する健康教育『講義＋運動（実習）』のパッケージ化
された物を提供する。また、引き続き健康づくりに役立つ教材
及びグッズを制作する。

健康づくり出前講座（並木二丁目） 健康づくり出前講座（谷津坂会館）
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エクステンション講座の充実・発展

● ヨコハマ・エコ・スクール（YES）講座への参画
　ヨコハマ・エコ・スクール（YES）は、横浜市脱温暖化行動方針の目標達成のため、『横浜で地球を学ぼう』
をキャッチフレーズに、市民、市民活動団体、事業者、大学、行政が実施する環境・地球温暖化問題に関する様々
な学びの場を、「YES」という統一ブランドで全市的ムーブメントに広げようとする市民参加型プロジェクトで、
地域貢献センターが実施するエクステンション講座の中で、上記に関連した内容を含むものを、YES講座とし
て開催した。また、大学から離れた地域にお住まいの方への利便性向上のため、講座の動画配信にも取り組んだ。

（平成29年度動画配信実績　19講座）

■ 平成29年度開催講座（7講座　開催日数35日　受講者数644名　平成29年12月31日現在）
開催日 開催回数 講座名 会場 参加者数

1 4/21 ～ 6/30 10 エコ生活広場～未来のシナリオ～ 金沢八景キャンパス 129 名
2 5 /27・6/3・10 3 数値天気予測技術の進展と地球温暖化予測 金沢八景キャンパス 144 名

3 6/1・8・15 3 海外のライフスタイル NOW ！
素敵な生活は、「環境に優しい生活」 関内拠点 97 名

4 7/6・13・20 3 環境配慮と、企業ブランドの関係 横浜情報文化センター 95 名

5 10/5・12・19 3 「３つのユニークな視点」で、賢い視点の、ヒン
トを探る 金沢八景キャンパス 50 名

6 10/6 ～ 12/15 10 エコ生活広場～前向きな生き方―違いが生じる～ 金沢八景キャンパス 129 名
7 2/15・22・3/1 3 あの SDGs を、使いこなす 横浜市技能文化会館 －

➡  平成 29 年度の開催報告は、P.42 ～ P.45

03 社会貢献 

講　師… ▼  長島キャサリン　元横浜市立大学　非常勤講師
期　間… ▼ … 2017/4/21、28、5/12、19、26、6/2、9、16、23、30　12：50 ～ 14：20（全 10 回）
会　場… ▼ …金沢八景キャンパス／参加人数：129 名

　概　要

　「エコ生活広場」は、平成27年より開催しており、今回は、
平成28年後期開催「エコ生活広場-ポジティブニュース」の続
編です。近年、環境問題に関して、私たちを落胆させるニュー
スが世界中で起こっているなかで、心が温まるようなポジティ
ブなニュース（今回は、国内外の都市・地方や発展途上国・
後発発展途上国の生活に関するもの）について、英語での簡潔
な要約文書作成やグループディスカッションを通して共有しま
す。そして、より良い生活を将来過ごせるように、私たちが今
からできることを一緒に見つけていきましょう。

アンケート：

・ Text contents are difficult to understand, but I got so 
curious. 

・ I would prefer to talk or learn about current events as 
Trump, May and others in the class.

・ I found “Future scenario” was a really huge concept for 
me to learn after I attended this course.

　 This course is only 90 minutes and we have to discuss 
about the topics within 10 minutes, we can not fully 
explain our opinions.

・ The themes of Ms. Catherine are always very interesting 
and wake me to keep my motivation for studying 
ecological or sustainable life!

・ It helps me to become interested in the themes I was not 
concerned about before. It’s very benefit for me.

　 It is hard for me to discuss social major problems in 
English, but I try as much as possible.

社会貢献 エクステンション講座の充実・発展

ＹＥＳ講座

エコ生活広場　未来のシナリオ
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講　師… ▼  時岡達志（元　海洋研究開発機構・地球環境フロンティア研究センター長）
期　間… ▼ … 2017/5/27、6/3、10　13：00 ～ 14：30（全 3回）
会　場… ▼ …金沢八景キャンパス／参加人数：144 名

　概　要

　数値シミュレーションは天気予報の分野で大きな発展を遂
げ、第４の科学手法となっています。本講座では、天気予報に
おけるこの技術の進展を紹介し、今後の更なる発展の可能性に
触れていきます。更に、いまや人類の直面する大問題である地
球温暖化の将来予測が、この技術を発展させて行なわれている
ことを紹介し、同時に地球温暖化予測研究の成果を確認しなが
ら、講座の参加者と共に地球温暖化問題を考えていきます。

・第１回数値天気予測
　 数値天気予測の技術・歴史・将来の更なる発展の可能性を紹

介します。
・第２回地球温暖化予測①
　 地球温暖化問題の発生・実態・メカニズムの紹介と、予測モ

デルを解説します。
・第３回地球温暖化予測②
　 地球温暖化予測の結果、及び、地球温暖化予測問題に取り組

む世界の仕組みを紹介します。

アンケート：（抜粋）
・ 生活に身近な天気予測その現状（歴史）についてお話いただ

き大変参考になりました
・ 地震や火山についての最新知見の講座を開催いただければと

思います。横浜の歴史（地質、町の歴史等幅広い解説をいた
だけるとありがたい

・ 温暖化の大変さがよくわかったので、子どもにも孫にも私の
分かったことを話してあげたいと思います。

・ 温暖化に関する全体的な概要が理解でき、大変面白い講義だった
・ 丁寧な講義でわかり易かったです。気象（気候）の数値モデ

ルが単純なCFDモデルではなく、化学変化、植生等を含む複
雑なモデルであることを知り、驚きました

・ 数値天気予測の手法についてもう少し詳しく説明していただ
ければと思います

・ 最新情報をわかりやすく解説していただいた。是非続けてほ
しい

・ 予測モデルの概要などもう少しつっこんだ説明を聞きたかった
・ 自分の生き方について考えさせられました
・ 専門用語が不勉強の為、理解できませんでした
・ 一部でしたがカラーページがあってよかった
・ 質問しきれないものがあるので、質問メモのようなものを配

布し、後日回答いただければと思います。

講　師… ▼  下記参照
期　間… ▼ … 2017/6/1、8、15　19：00 ～ 20：30（全 3回）
会　場… ▼ …関内拠点／参加人数：97 名

　概　要
　暑い夏は打ち水で涼、冬は湯たんぽを使う、過剰な包装も少
なかった、調味料は量り売り等、日本にも、環境に優しい生活
がありました。海外ではどうでしょう？
　各国での生活経験豊富な、文学、社会学の先生方と、各国の
ライフスタイルの中から、今日から実践出来る、素敵なスタイ
ルと、環境に優しい行動を探してみませんか

・第１回フランス人は、倹約家ですか？
　講師：平松尚子（横浜市立大学国際総合科学群　准教授）
・第２回アメリカ人は、合理的ですか？
　講師：太田塁（横浜市立大学国際総合科学群　准教授）
・第３回ドイツ人は、質実剛健ですか？
　講師：渡曾知子（横浜市立大学国際総合科学群　准教授）

アンケート：
・ 「しなければならないこと」と「したいこと」で時間が足らな

いので、「しなくていいこと」さがしをしようと思いました。
・ 大量生産大量消費でない世の中であれば必然的に“エコな暮

らし”になるのではないかと思いました。
・ フランスの普通の人の生活が良くわかりました。

・ とても楽しく面白かった。
・ 幅広いご経験を聞かせていただけ参考になった。
・ すばらしいテーマだと思いました！
・ 隣席の方々とも話せ、楽しかった。
・ 非常に楽しく、程よいペースで色々なお話をありがとうござ

いました。
・ 学生時代に仏語を学ぶことをやめましたが、再びやってみた

いと思いました。無理をしないで生きたいです。
・ たのしかったので、次回も出席したい！
・ 仏のヴァカンスの過ごし方は理想的だが、日本人は働くこと

が好きなので、日本での実現は難しいかな・・・。
・ ゴミはたしかに包装が多いです。種類も様々ですぐたくさん

になります。それに慣れてしまっています。ちょっと反省です。
・ 国際経済学を基にした留学経験の話は興味深かった。
・ トランプ大統領になって「米はすごいな」から普通になってき

た印象有り。今日のお話でも一部その気配が見えた気がする。
米について知らないことが多く、深く教えていただきました。

・ とても正直なUSA生活の報告で気分がスッキリしました。
・ 客観的な考察でよかった。
・ 独の生活スタイル、気質等自分の好みです。

海外のライフスタイル Now ！
素敵な生活は、「環境に優しい生活」

社会貢献 エクステンション講座の充実・発展

ＹＥＳ講座

数値天気予測技術の進展と地球温暖化予測
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環境配慮と、企業ブランドの関係

エコ生活広場　前向きな生き方－違いが生じる

講　師… ▼  下記参照
期　間… ▼ … 2017/7/6、13、20　19：00 ～ 20：30（全 3回）
会　場… ▼ … 横浜情報文化センター／参加人数：95 名

講　師… ▼  長島キャサリン　元横浜市立大学　非常勤講師
期　間… ▼ … 2017/10/6、13、20、27、11/10、17、24、12/1、8、15　12：50 ～ 14：20（全 10 回）
会　場… ▼ … 金沢八景キャンパス／参加人数：129 名

　概　要

　「環境配慮に優れた企業」、一見、プラスのイメージですが、
「どう」優れているのか、具体的な取組は、なかなか見えません。
　今回、３つの企業が、各社の挑戦を語ります。
　「環境配慮と企業ブランドの関係」、新しいヒントを探索して
は如何でしょうか。

・第１回パ田子乃蒼の考える企業の責任とは
　講師： 佐藤潤一（パタゴニア日本支社　環境・社会部門ディ

レクター）
・第２回地域の皆様とともに～イオンチアーズクラブ～
　講師： 後藤久美子（イオンリテール株式会社 南関東カンパ

ニー　環境社会貢献担当）
・ 第３回富士ゼロックスの環境経営～横浜みなとみらい事業所

での取り組みを中心に～
　講師： 宮本育昌（富士ゼロックス株式会社 総務部 環境経営

グループ 環境経営推進チーム長）

アンケート：
・ これ程環境に配慮している会社があるとは驚いた。品物を買

うなら、こういう企業から購入したいと思った。価格が高かっ
たとしてもそこには相応の理由があるのだと思った。

・ 本日はとても有意義な講座をありがとうございました。
Patagoniaの環境記憶への真剣さを知り、高価（私にとって
は）だな、と思いましたが、その価格に納得することができ

　概　要

　「エコ生活広場」は、平成27年より開催しており、今回は、
平成28年後期開催「エコ生活広場-ポジティブニュース」の続
編です。近年、環境問題に関して、私たちを落胆させるニュー
スが世界中で起こっているなかで、心が温まるようなポジティ
ブなニュース（今回は、国内外の都市・地方や発展途上国・
後発発展途上国の生活に関するもの）について、英語での簡潔
な要約文書作成やグループディスカッションを通して共有しま
す。そして、より良い生活を将来過ごせるように、私たちが今
からできることを一緒に見つけていきましょう。

アンケート：
・ I think that there were many areas dealt with in class and 

it would be better to spend more time on each theme.

ました。他社もPatagoniaみたいになればいいのに!funにな
りました。次のボーナスで買います。経済学科で環境授業を
学びましたが授業の内容で思い出せるような高いレベルの講
座だったと思います。

・ 環境問題について改めて考えさせられた。ビジネス第一主義
から、抜けだせるか?

・ パタゴニアの社内、社員、働き方を紹介してほしい。ライフ
スタイルのスタイルを教えてほしい。

・ 危機、問題意識を十分に説明した上で、Patagoniaはどう対
応しているかを説明していただけるともっと説得力がある。
問題点の具体的指摘は一部されているが、不十分だと感じた。
環境意識に関わるコストについても、見解を示していただけ
ればと思います。

・ 子供たちに環境に対する興味をもってもらうような取り組み
はすばらしいと思いました。環境教育は学校でも必須科目に
する必要があるかも。

・ 環境や社会貢献に関する話をする方の傾向が少しずつ見えて
きた

・ 今までの営利主義に走りすぎていた、違った側面から見直し
てみたい

・ 環境への取組みがすばらしかった
・ 単なる省エネから、社会の生産性向上と対になった、省エネ

社会構築実現の時代へ
・ 事業に直結する環境の取組みが参考になりました。四季彩の

丘は非常に興味深いです。できれば開放してほしいです。

・ It was a course with high English skills. I will make my 
skill improvements for my future.

・ I’ve been happy to attend Ms. Catherine’s classes even 
my poor English ability.

　Thank you very much.
・ That was a good course.
　I would like to thank you from the bottom of my heart.
・ If possible, some small project by the students / 

participants could encourage the students learn themes 
practically.

・ Thank very much for giving us a wonderful class.
・ This time also interesting contents, I enjoyed lessons.

社会貢献 エクステンション講座の充実・発展

ＹＥＳ講座
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「３つのユニークな視点」で、賢い生活の、ヒントを探る

SDGs に関する講座

講　師… ▼  下記参照
期　間… ▼ … 2017/10/5、12、19　13：00 ～ 14：30（全 3回）
会　場… ▼ … 金沢八景キャンパス／参加人数：50 名

講　師… ▼  下記参照
期　間… ▼ … 2018/2/15、22、3/1　　19：00 ～ 20：30（全 3回）
会　場… ▼ … 横浜市技能文化会館

　概　要

　「パリ協定、温暖化対策」、さまざまなニュースが流れる中、
「省エネ、節約、無駄を省く、ゴミを減す」、分かっているよう
で、生活行動に、結び付きません。
　３人の著者が、自身の著述で、賢い生活のヒントを、掘り起
こします。

・第１回家計簿アプリで、習慣を見直してみる。
　講師：川下和彦（「家計簿つけたら、ヤセました！！」著者）
・第２回不便益という発想を、省エネ行動につなげてみる。
　講師：川上浩司（京都大学　デザイン学教授）
・第３回トコロジストの視点を、生活に取り入れてみる。
　講師：箱田敦只（交易財団法人　日本野鳥の会　普及室）

アンケート：
・ 質疑応答からも得るものが多々あり、内容の濃い授業でした。

その分、授業後によく復習し、自分のモノにしてゆくことが
第1回と同じく重要なのだろうか、と考えています。

　概　要

　この講座は、「SDGs使い」の、はじめの一歩です。
　実際の活用事例を聴きながら、講座の後は、ワークショップ
で、「SDGｓ使い」のヒントを学びます。

・第１回　あのSDGs、心得
　講師：藤野純一（（公財）地球環境戦略研究機関（IGES）
　都市タスクフォース プログラム ディレクター
　国立環境研究所 社会環境システム環境センター 主任研究員
　環境未来都市推進ボード実施推進会議委員）
・第２回　人口3,500人、SDGsの挑戦
　 講師：簑島豪（北海道下川町環境未来都市推進課　地方創生

戦略室　室長）
・第３回　横浜100年企業、SDGs奮闘記
　講師：大川哲郎（株式会社 大川印刷　代表取締役社長）

・ 非常に面白い視点からの講義楽しく聴きました。
・ 不便益というユニークな観点で、大変面白く、拝聴できました。
・ 普通と180度異なる発想なので、頭が少し混乱する。しかし、

新たな発想ができる。
・ 不便の益を学びました。全く逆な話ですが、傘は折りたたみ

になっても不便です。何世紀も前から変わりません。何とか
なりませんか。

・ 素朴におもしろかった。これまで発想したことのない世界の
一端を知ることが出来た。

・ 大変興味深いお話しを伺いました。自身の経験に重ね合わせ
ても納得出来る点が多くありました。改めて自宅の「トコロ」
を見つめ直してみたいと思います。

・ 民俗学の考え方と非常に類似していると思いました。
・ 古地図(迅速図)という存在を初めて知った。おもしろい!!
・ とてもていねいに説明して頂き、分かりやすくトコロジスト

について理解できた。自分にも活かしていきたい。
・ 市民意識の向上のためにも、学術的に役立ち、市民性の問題

より向上される内容をシリーズで続けられることを望みま
す。

アンケート（第1回）：
・ SDGｓの考え方はこれからの世界に必要だと思う。これか

らの指針になると思います。
・ 経緯など分かりやすく説明して頂きました。使い方事例など

を是非知りたいです。
・ SDGｓはきっかけであって、主体がすでに持って、やって

いる取組を棚卸しすることが本質であると伺い、大きな気付
きをいただきました。

・ 自治体や企業だけでなく、一般市民がSDGｓをどのように
取り入れるかという視点も是非お願いします。

・ 誰もがそれぞれの立場で取り組むことができそうなので、自
分なりの関わり方を探していきたいと思いました。

・ 全体的な概要は理解できました。具体的な活用事例等、次回
に期待したいと思います。

・ ワークショップも交えてさまざまな方の考え方を聞く機会と
なった。

・ すぐには理解できないし実践できない。課題に対して、SDG
ｓの発想で解決できないか考えたい。

社会貢献 エクステンション講座の充実・発展

ＹＥＳ講座
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03 社会貢献 

大学と地域をつなぐまちづくり拠点

　UDCN並木ラボとは

　金沢シーサイドタウン
は、横浜市６大事業のひ
とつとして金沢区の埋め
立て地に開発された郊外
団地である。1970年代後
半の入居開始から40年以
上が経ち、急速な高齢化
という地域課題を抱えて
いる。UDCN並木ラボ（以

下「ラボ」という）は、平成26年３月に金沢シーサイドタウンの
空き店舗を利用して設置した地域拠点であり、この拠点を中心に、
大学が地域・行政と協働してその課題解決に取り組んでいる。

　ラボの役割と活動

　ラボでは、
・コミュニティの活性化
・健康に暮らせるまちづくりの推進
という役割を担い、以下の内容のさまざまな活動を行っている。
・地元組織（これからの並木を創る会、名店会）との連携
・情報発信（都市デザイン連続講座等）
・地域への提案（学生による実習授業の成果発表など）

横浜市立大学COC事業
UDCN並木ラボの目指してきた姿

横浜市 環境未来都市
構想テーマ

1. 環境

2. 超高齢化対応

3. クリエイティビティ

並木拠点整備の目標

・身近なつながり・支え合いの仕組みづくり

・安心して暮らせるまちづくり

・�大都市（横浜）型の地域介護・医療連携システ

ムの構築

ラボの役割

★コミュニティの活性化
★健康に暮らせる街づくり

地域の課題

1. 超高齢化とその進行

2. 都市空間のストック

再生

3. 区との連携・協働
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　UDCN並木ラボでの取組・運営からは、コミュニティ活性化には内外の様々な個人や
組織がゆるやかに集い連携できるための拠点が必要であること、持続運営に必要な課題
もみえてきた。そこで取組を通じて得られた知見を活かし、エリアマネジメントの運営
拠点へと発展的に移行する。そのうえで金沢シーサイドタウンの居住地区と、隣接する
アメニティ地区を対象としたエリアマネジメントを展開する。
　具体的には、地域で活動する主体・企業・組織と連携し、それらの活動を繋げて見え
る化し、地域の環境・生活の質を高めると同時にそれらを発信する拠点として展開して
いく。さらに、金沢臨海部産業団地側との活動とも連携し、横浜金沢シーサイドエリア
全体の活性化を目指す。

目的
「横浜金沢シーサイドの【魅力を／人を／活動を】集める、育てる、発信する」
居住環境・生活の質（子育て、健康等）の向上と情報発信のため、居住地区＋アメニティ
地区を対象としたエリアマネジメント体制を立ち上げる。

「横浜金沢シーサイド・エリアマネジメント協議会（仮称）」
・地域に関係する複数の主体の参画による協議体制と組織
・参画主体が資金・人材・事業ノウハウ等を持ち寄って運営
・産業団地と連携して横浜金沢シーサイド地区全体のエリアマネジメントを展開
　⇒並木ラボはそのための拠点へ

エリアマネジメント体制の構築

①　 エリアマネジメント拠点としてラボの自
走型運営へ移行

②　 ローカルメディア（WEB＋紙媒体、他）
等、情報発信体制の確立・安定運営。

　　 地域内へはWEBページ、紙媒体の地域
ニュース等による情報の発信。

　　 地域内へは連合自治会との連携による定
期発刊等により情報を発信する。

③　地域連携の深化   
　　 住民活動団体、自治会・連合、管理組合

との連携
　　運営に関与する住民を増やす
④　上記に寄与するイベントの開催
　　 既存のイベントの相互乗り入れ、3年間

内での単発イベント（フォトコンテスト
やループ道路を利用したイベント等）の
実施（臨海部の都市デザインアピール）、
新規定期イベントの立ち上げを企画・運
営

エリアマネジメント体制の構築

横浜金沢シーサイドエリア
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社会貢献 サテライト拠点の設置・活用推進

UDCN 並木ラボ

　コミュニティの活性化

　通常のラボは、地域のコミュニティスペースとして以下の機能
を提供した。
・談話・休憩スペースの提供
・まちづくりに関する図書、住宅地図等閲覧
・まちのオフィス機能提供
・PC利用者相談への対応
・赤ちゃんコーナー提供

　健康に暮らせるまちづくりの推進

　地域住民の健康づくりに寄与する以下の講座等を開催した。
・ 医学科による健康に関する講座の開催（健康づくり出前講座

→P.49）
・健康づくり出前講座の無料DVD貸出
・ 看護学科による健康に関する相談会等の実施（終活、子育て、

運動、禁煙、健康チェックなど→P.49）
　拠点参加者計：153名　／拠点外（金沢健康ウォーキング）
・ コミュニティスペースに以下の物を設置して、地域住民の健

康づくりを促進した。
　 血圧計、よこはまウォーキングポイントリーダー（利用者合

計：1,346名）

　ラボのイベント

＜ラボの企画＞
・サマーフェスタ　8月5日、6日（571名）
・ラボの会　　（55名）
・パソコンなんでも相談室（198名）
・ラテンハープ体験（130名）
・環境講座（61名）
・並木こども哲学・こどもサークル（44名）
・並木コミハ出前講座（60名）
・クリスタルコーティング（7名）
・結婚・恋愛よろず相談（平成29年11月～）（9名）
・笑いヨガ平成（29年12月～）
・ママフリマ（平成30年1月～）
・星空観望会　7/27、8/29、9/27、10/27

・ 看護学科企画（並木保健室、前向き終活講座、前向き子育て
講座、頭と身体の健康チェック講座）

　 大河内先生の「トリプルPによる”前向き子育て講座”」4月
18日　（18名）

・医学科企画（健康づくり出前講座）
・ 政策局企画（女性のためのライフ＆マネープラン）10月30日、

11月28日（24名）

＜学生プロジェクトによる企画＞
　並木在住の小・中・高校生を対象に集まり、並木ラボを中心
に金沢シーサイドタウン、金沢区を活性化することを目標に
様々なイベント等を企画運営した。メンバーの把握と子どもの
定期利用を促すためメンバーズカードを作成し配布した。
・なみキャン　7月～12月（47名）
　　　　　　　おやこまちあるき10月26日、1月18日（12名）
　　　　　　　ハロウィンまちあるき10月29日（7名）
・七夕まつり　7月14日、27日（15名）
・なみキャン朝活　8月3日、14日、17日
・ リアル金沢統一ゲーム～ハロウィン仮想パレード10月29日
（25名）

・おやこまちあるき　10月26日、1月18日（12名）
・まつぼっくりツリー作り　12月13日、20日（10名）

活動実績 Facebook もチェック https://www.facebook.com/namiki.ycu/

サマーフェスタ 防災おやこまちあるき 環境講座

なみキャンハロウィンまちあるき

ラテンハープ体験ラボ定期利用者の会



49

研
　
究

社
会
貢
献

全
　
体

ま
と
め

教
　
育

社会貢献 サテライト拠点の設置・活用推進

UDCN 並木ラボ

　講座概要

　アクティブシニアを増やして住み慣れた並木で元気に暮らし続
けるために、健康づくりを推進する取組「健康づくり出前講座」
を開催。横浜市立大学医学部医学科社会予防医学教室の水嶋
春朔教授らによる健康づくりのためのミニ講座、仕事や家事の合
間に簡単にできるミニエクササイズ、個別健康相談や血圧測定な
どの内容で、平成29年度は毎月1回（第4金曜）に計9回開催した。

　平成29年度　前期

第１回　 4 月28日　介護予防はじめの一歩（店頭防止）11名
第２回　 5 月26日　 暖かくなると流行る感染症・食中毒の予

防　11名
第３回　 6 月23日　 油断は禁物、暑くなる前から熱中症・脱

水症予防　29名

　平成29年度　後期

第１回　10月27日　冬の感染症予防　2名
第２回　11月24日　 寒い冬こそ気をつけたい！血圧・脳卒中

予防　8名
第３回　12月22日　 ボケたなんて言わせない！認知症予防　13名
第４回　 1 月26日　そろそろ花粉症！はやめの準備　　3名
第５回　 2 月23日　転倒防止のポイント　　　　　　
第６回　 3 月23日　 骨・筋肉をしっかり！ロコモティブシン

ドローム対策

　他地域への出前講座

○　並木三丁目（なぎさ団地　集荷所）
　　 6 月 9 日　笑って吹き飛ばせ認知症～症状の理解（7名）
　　 6 月21日　気になる胃腸の調子 腸内細菌って何？（15名）
　　11月 1 日　 健康づくりのための栄養・食生活なんでもＱ

＆Ａ（14名）
　　11月10日　生活リズムと健康づくり・介護予防（14名）

○　並木二丁目二街区　ふれあいサロン（並木第２住宅集会場）
　　 5 月18日　介護予防と健康づくりのコツ（50名）
○ 並木二丁目９街区　お茶のみサロン元気づくりステーション
　　 7 月 6 日　 脂質異常症と動脈硬化の予防（並木第九住宅

集会所）（20名）
　　 2 月 3 日　 並木2丁目9街区自治会　心筋梗塞と脳梗塞の

予防（並木コミュニティーハウス）　
○　かもめの会（谷津坂会館）
　　11月 9 日　冬の感染症と誤嚥性肺炎の予防（33名）
○　能見台三丁目　ふれあい安心会
　　 1 月28日　気になるおしっこの話（40名）

　その他の活動

○　健康づくり出前講座DVD貸出
　　・平成27年度に開催した健康づくり出前講座のDVD
　　　監修；横浜市立大学医学部医学科社会予防医学教室
　　　　　　水嶋春朔教授（医師・医学博士）
○　夏の出前講座実践編
　　・ 健康腕時計（エプソンパルセンス）を使って、こころと

からだの状態（睡眠の質や運動・体力）の分析
○　 健康長寿を目指した都市づくりに資するデザインの検討・

グッズ製作・配布
　　・ 平成27年度に作成した健康ウォーキングマップ（レ

ジャーシート）の配布
　　・平成28年度に作成した健康てぬぐいの配布
　　・エコバッグの作成・配布
　　・ セラバンドを使ったエクササイズガイドの検討・作成・

配布予定

健康づくり出前講座

並木ラボ以外への出前講座

並木保健室・前向き講座

　平成28年5月より医学部看護学科地域看護学教室が並木ラボ
にて並木保健室および前向き講座をスタートした。看護学科教
室員（保健師・看護師）が地域にお住いの方々の健康や生活に
関する相談を受ける「並木保健室」や「前向き子育て講座、頭
と身体の前向き健康チェック講座、前向き終活講座」を定期的
に開催している。（平成29年度参加者：延べ　153名）
　また、金沢区役所が主催する健康ウォーキング（11月11日

（土）9：30～14：00）において健康相談・ロコモチェックのブー
スを開き、多くの参加者があった。

金沢区健康ウォーキング頭と身体の健康チェック講座
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社会貢献 サテライト拠点の設置・活用推進

UDCN 並木ラボ

　プログラム

9：00出発 並木地区にて集合、バスで現地へ移動（現地合流も可）
10：15到着 まちづくりスポット茅ヶ崎
10：30～12：30 レクチャーおよび現地視察・意見交換
12：40出発 まちづくりスポット茅ヶ崎
14：00頃到着

【見学先】
まちづくりスポット茅ヶ崎（茅ヶ崎市浜見平11番1号BRANCH茅ヶ崎２階）

　概　要

　金沢シーサイドタウンは先進的な都市デザインの導入と、良好な環境を持つ住宅地として開発された。しかし、事業開始から50年
近く経ち、人口減少・高齢化が進む中で、当地区の魅力を維持向上し発信していくには、新しい体制による「エリアマネジメント」が
必要となった。つまり、都市デザインの延長にエリアマネジメントの動きがある。
　その動きを確実に進めるため、地域拠点の設置と運営が望まれており、現在、これまで横浜市大が運営してきたUDCN並木ラボが、
エリアマネジメント体制の拠点として生まれ変わろうとしている。
　一方、全国にはすでに運営されている地域拠点が数多くあり、横浜市からほど近い茅ケ崎にある「まちづくりスポット茅ケ崎」もそ
の一つとして、精力的かつ先進的な取り組みを行っている。
　そこで、関係者の協力のもと現地視察を行い、今後の地域拠点運営を考える。

都市デザイン連続講座（第 6 回） 金沢シーサイドタウンに拠点を設置して以来、継続して行って
いる、この地区の都市デザインについて考える講座

皆で創る地域交流拠点：意義と運営を考える　～「まちづくりスポット茅ケ崎」見学会～
開催日… ▼ … 2018/3/19

写真は平成 28 年の様子

関内拠点の設置・活用推進

　関内拠点とは

　平成26年2月1日に開設され、教員地域貢献活動支援事業やまちづくり系の授業、環境未来都市連続講座、ＹＥＳ講座など、情報発
信や地域課題の解決に向けた様々な取組を実施してきた。
　平成29年6月末に拠点の一部（イベントスペース）が閉鎖となったため、サテライト拠点運営会社との契約を終了した。

関内拠点
＜住所＞   〒231-0012 
　　　　　横浜市中区相生町3-61 泰生ビル5F 50



51

研
　
究

社
会
貢
献

全
　
体

ま
と
め

教
　
育

04 全体
全　体

シンポジウム

「横浜金沢シーサイドエリアのまちづくり
～産民官学で創り発信する金沢シーサイド地区の魅力と未来～」

　プログラム

【第一部】活動報告
１．シーサイドタウン地区での取組と今後
　　（国際都市学系まちづくりコース准教授　三輪律江）
２．産業団地の未来とAozora Factory
　　（経営科学系経営学コース准教授　芦澤美智子）

【第二部】公開ディスカッション
　 「魅力の掘り起こし・発信に今必要なこと」（ファシリテー

ター：国際都市学系まちづくりコース准教授　中西正彦）
【ディスカッション登壇者】

産： 本多竜太（関東プリンテック株式会社　常務取締役）、梅
宮さや香（株式会社ヨコハマ機工　専務取締役）、山口智
之（有限会社協和タイヤ商会　代表取締役）

民： 福田博（これからの並木を創る会事務局長）、三輪くみこ（社
会福祉協議会　金沢シーサイドタウン地区事務局長）、笹
浪美緒（UDCNラボ利用者：並木こども哲学）、太田祐輔（横
浜市住宅供給公社街づくり事業課事業推進担当課長）、石
井直樹（石井造園株式会社　代表取締役）

官： 中村隆幸（横浜市経済局 ものづくり支援課長）、山本千穂（横
浜市政策局 男女共同参画推進課長）、伊倉久美子（金沢区 
区政推進課長）

学： 中津秀之（関東学院大学准教授）、中西正彦（国際都市学
系まちづくりコース准教授）、三輪律江（国際都市学系ま
ちづくりコース准教授）、芦澤美智子（経営科学系経営学
コース准教授）

　ディスカッション趣旨

　金沢シーサイドタウンは職住近接の街としてできたにも関わ
らず、明確な形で「産」と「民」が連携できていない現状を踏
まえ、『産業団地と住宅団地の連携』が最も重要なテーマと考
え、どうやったらこれを進めることができるかを考えるととも
に、それを「官（行政）」と「学（大学）」がそれをどう支えら
れるかを考える機会とする。

　ディスカッション要旨

【住宅地側から見た産業団地】
・ 住民にとって産業団地は、きっかけがないと行かない場所。「産

業団地に行けば、こういうことができる」という何かがあれば、
若い住民は集まるのではないか。交通アクセスの便も課題。

【地域活動】
・ 緑地帯を活かして住宅地側と産業団地側をどう繋げ、地域で

どう整備するかは大事な話。

・ ふなだまりに船便を出すなど、ふなだまりの活用を考えられる
と面白いのではないか。

【産業団地から見た住宅地側】
・ 震災以来、近隣住民には産業団地で働いて欲しいという思い

はあるが、どうやったら効果的に募集できるかが分からない。
・ 地域住民と企業を、働き方のスタイルの面からマッチングする

ことも必要。また、どうマッチングするかの情報の問題もある。
【産（産業団地）】
・ 産業団地全体を巨大な１つの大企業と見れば、シェアできる

ものがあるのではないか。
・ 企業は、住民と付き合うことが、どれだけの企業価値を作る

かを思い知る必要がある。そして、企業が住民を無視するこ
とが損だという状況を作ることが大事。

【民（活動の担い手）】
・ どうしたら活動に参加してくれるかについては、活動者に対し

て金銭面ややりがいなどのメリットや熱意等を、どう最初に提
示できて、一線を越えられるかによる。

【官（行政）のかかわり】
・ 様々な活動は、行政ではなく、地域の担い手が進めていくこ

とで継続性が生まれる。そのためにも、相互の情報の共有と、
顔が見える関係を作っていくことが大事。

・ 地域の活動をどう橋渡しして、支えていくのか。お金というよ
り、人と人をどう繋げていけるかを考えたい。

【学（大学）のかかわり】
・ 学生は入れ替わっていくため、地域に派遣し続けるということ

は現実的ではないと考えているが、住民の次の世代を引き出
すための触媒として、学生派遣効果はある。

【情報共有】
・ 住宅地側と産業団地側の情報が相互に流通し、お互いのこと

を知ることから始め、そのような場が継続的にあることが大事。
・ 「情報を届ける手段を確立する」という前提条件を、クリアし

ないと、活動の担い手にも届かない。
【まとめ】
・ 個別の活動だけで考えるのではなく、どうやってパッケージ化

したり、他の活動等と繋げて、全体としてのメリットを考え、ど
のように動かしてい
くかが大事。

・ 様々な取組は継続
するのが大事であっ
て、地域にしっかり
コミットすることが重
要。地域の中の色々
な人が、色々な場で
活躍し、輝けること
が大事。

開 催 日… ▼  2018/3/5　14：00 ～ 17：00　　会　　場… ▼  金沢八景キャンパス　YCU スクエア　ピオニーホール
後　　援… ▼  横浜市温暖化対策統括本部、横浜市政策局、横浜市金沢区　　参 加 者… ▼ 70 名

産民官学による活発な意見交換が行われた
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　広報物の発行

⃝うごかす・チカラ！ YCU COCニュースレター
　　・vol.1（平成27年9月）
　　・vol.2（平成27年11月）
　　・vol.3（平成28年1月）
　　・vol.4（平成28年3月）
　　・vol.5（平成28年6月）
　　・vol.6（平成28年9月）
　　・vol.7（平成28年12月）
　　・vol.8（平成29年4月）
　　・vol.9（平成29年8月）
　　・vol.10（平成29年12月）
　　・vol.11（平成30年3月）
⃝地域貢献白書2017（平成30年3月）
⃝大学COC事業リーフレット（改訂版－平成28年3月）

　記者発表

発表日 内容 対象となるＣＯＣ事業

5 月 2 日 木原生物学研究所産の大麦を使用して限定製造・販売 教員地域貢献活動支援事業（協働型）（坂智広教授）

5 月 24 日 金沢シーサイドタウンの活性化を目指し、学生がパブリックスペース改善・活用計画を横浜
市住宅供給公社に提案

地域実践科目

6 月 1 日 横浜市・企業等と連携して地域課題を解決～平成 29 年度は 14 件の事業をスタート～ 教員地域貢献活動支援事業

6 月 2 日 京浜急行電鉄、横浜市金沢区と連携【第二弾】学生が空き家の予防・再生計画を提案！ 地域実践科目

6 月 22 日 地域の課題を見つけて解決する、学生主体の活動を支援～平成 29 年度は８件の地域貢献活
動支援事業をスタート～

学生が取り組む地域貢献活動支援事業

6 月 29 日 三陽物産 < 横浜モンテローザ > ×横浜市立大学　産学連携企画商品（第五弾）「横浜市開
高記念会館 100 周年記念タンブラー」新発売

地域実践科目

8 月 21 日 学生と金沢区企業とともに小学生が新しいおもちゃづくりに挑戦！ 教員地域貢献活動支援事業（協働型）（芦澤美智子准教授）

9 月 27 日 南三陸町での被災地復興フィールドワークを通じて、学生が「超高齢化社会」におけるまち
づくりを提案

地域実践科目

10 月 2 日 学生と企業が金沢産業団地の魅力発信　産官学連携の体験型イベントを開催！ 教員地域貢献活動支援事業（協働型）（芦澤美智子准教授）

11 月 27 日 好評の体験型イベント “Aozora Factory” が三井アウトレットパークに登場！ 教員地域貢献活動支援事業（協働型）（芦澤美智子准教授）

12 月 28 日 東京オリンピックに向けて日本文化を発信　学生協力で『創作紙芝居』を制作！ ボランティア支援室

　Ｗｅｂサイト

・ 地域貢献センター
  https://www.yokohama-cu.ac.jp/ytog/contribution/

center/index.html
・ うごかす・チカラ！ YCU
 http://www.ycu-coc.jp/

全　体

広報活動・メディア掲載・委員会

広報活動
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メディア掲載

掲載日 掲載媒体 内容 対象となるＣＯＣ事業 取材対象等

5月2日 日本経済新聞電子版 サンクトガーレン、横浜市立大学木原生物学研究所
産大麦を使用したクラフトビール「KORNMUTTER　
麦畑の精霊」を発売

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

5月3日 日本経済新聞 横浜市大で栽培大麦でビール　サンクトガーレン 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

5月4日 みんなの経済新聞(WEB) 横浜市大木原生物学研究所産の大麦でつくったクラ
フトビールが誕生「KORNMUTTER 麦畑の精霊」

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

5月4日 yahooニュース(WEB) 横浜市大木原生物学研究所産の大麦でつくったクラ
フトビールが誕生「KORNMUTTER 麦畑の精霊」

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

5月16日 日本経済新聞 ハマのものづくり発信　横浜の金沢臨海産業団地、
若手が奮闘

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 芦澤美智子准教授

4月27日 タウンニュース金沢区版 こんにちは区長です。 教員地域貢献活動支援事業（協働型）
かなざわ八携協定

芦澤美智子准教授

5月18日 タウンニュース金沢区版 瀬戸マルシェ「食」と「遊び」で楽しむ　遊びのワー
クショップも開催

学生が取り組む地域貢献活動支援事業 金沢研究会

5月22日 NHK首都圏ネットワーク 緑化フェア 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

5月24日 毎日新聞電子版（Web） 横浜市立大　オリジナルビール完成 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

5月25日 毎日新聞 雑記帳(横浜市立大　オリジナルビール完成) 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

6月1日 朝日新聞 無農薬麦畑からビール　横浜市立大の研究所が発案 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

4月11日 アパート投資.com（Web） 【空き家対策プロジェクト】京急沿線 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 齊藤広子教授

6月5日 遊都総研（Web） 京浜急行電鉄、「地域活性化や空き家の利活用」に
関する２つの提案が横浜市立大学の平成29年度教
員地域貢献活動支援事業に採択、同大学と今後も連
携　神奈川県横浜市

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 齊藤広子教授

5月19日 神奈川新聞 地域で見守る保育のススメ　市大准教授ら本出版 学生が取り組む地域貢献活動支援事業 三輪ゼミ

6月12日 日刊建設工業新聞 横浜市住供、横浜市立大　公共スペースの改善・活
用案を学生が提案　UDCN並木ラボ対象に

地域実践科目 中西正彦准教授

6月12日 交通新聞 横浜市大の支援事業に　京急、二つのプロジェクト 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 鈴木伸治教授

6月3日 月刊クーヨン 今月の「居場所」園があるから町も元気になる！ま
ち保育（神奈川県横浜市ほか）

学生が取り組む地域貢献活動支援事業 三輪ゼミ

6月15日 横浜市庁内報 金沢区　空家活用のシェアハウスでまちを元気に 地域実践科目
まちづくり実習Ⅱ

齊藤広子教授

6月19日 神奈川新聞 地域結ぶビール造り　横浜市大、地場産麦を活用 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

6月22日 タウンニュース金沢区版 “若さ”も地域防災の力に　学生消防団員が増加中 ボランティア支援室 ボランティア支援室登録学生

6月29日 神奈川新聞 横浜市開港記念会館100周年を記念し特製タンブ
ラー

地域実践科目 鈴木・松本ゼミ学生

6月29日 カナロコ（Web） 横浜市開港記念会館100周年を記念し特製タンブ
ラー

地域実践科目 鈴木・松本ゼミ学生

6月29日 yahooニュース（Web） 横浜市開港記念会館100周年を記念し特製タンブ
ラー

地域実践科目 鈴木・松本ゼミ学生

7月5日 日本経済新聞 キャンパス発この一品　クラフトビール（横浜市立
大）ムギの地産地消へ開発

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

7月5日 日本経済新聞（Web） キャンパス発この一品　クラフトビール（横浜市立
大）ムギの地産地消へ開発

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

7月5日 神奈川新聞 企業と学生　地元で交流　金沢区出会い提供 アクティブラーニング推進プログラム 吉永崇史准教授

7月12日 朝日新聞 頼朝も家康も魅せられた　埋もれた歴史住民の手で
つなぐ

学生が取り組む地域貢献活動支援事業 金沢研究会

7月8日 神奈川新聞 開館100周年　限定カフェ　市開港記念会館 地域実践科目 鈴木・松本ゼミ学生

7月8日 日本経済新聞 節目の年に　さあ横浜へ　期間限定店など官民集客 地域実践科目 鈴木・松本ゼミ学生

7月13日 タウンニュース金沢区版 横浜市大ビールで「麦の魅力」発信　県内企業と協
力し製造

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 坂智広教授

7月23日 東京新聞 <子どものあした>まち保育で街も豊かに　横浜市
立大・三輪准教授ら本出版

学生が取り組む地域貢献活動支援事業 三輪ゼミ

7月31日 日経産業新聞 空き家活用、学生の発想で 地域実践科目 齊藤広子教授

8月1日 金沢区民情報センター８月号 横浜市立大学　空き家利活用プロジェクト 地域実践科目 齊藤広子教授

8月22日 住宅新報 学生提案でまちの魅力向上　横浜市立大学地域貢献
にも

地域実践科目 齊藤広子教授
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掲載日 掲載媒体 内容 対象となるＣＯＣ事業 取材対象等

8月24日 神奈川新聞 はじめての商品開発！※エクステンション講座 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 芦澤美智子准教授

8月29日 おさんぽBOOKまちぶら８月
号

地域に貢献する学生を育てる　横浜市立大学 COC全般 地域貢献センター

9月12日 NHK首都圏ネットワーク 大学生がビールづくりに挑戦！ アクティブラーニング推進プログラム 坂智広教授

8月23日 不動産経済研究所 ヨコイチ空き家利活用プロジェクト～空き家予防・
再生計画～
－大学生が郊外住宅地問題に取り組む－

地域実践科目 齊藤広子教授

9月27日 広報よこはま金沢区版10月号 Aozora Factory～グラウンドいっぱいにものづ
くり体験を～

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 芦澤美智子准教授

9月7日 タウンニュース金沢区版 横浜市立大　高田柊さん　ヨーヨー世界大会で２連覇 ボランティア支援室

9月21日 タウンニュース金沢区版 学生企画のコンサート ボランティア支援室

9月28日 NHK甲府放送局
かいドキ

大学生がビールづくりに挑戦！ アクティブラーニング推進プログラム 坂智広教授

10月3日 日本経済新聞 京急電鉄、NPO法人リブ＆リブと業務提携契約を
締結

教員地域貢献活動支援事業（協働型型） 鈴木伸治教授

10月4日 財経新聞 京急、世代間ホームシェア事業を開始　NPO法人
と提携

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 鈴木伸治教授

10月4日 遊都総研（Web） 京急電鉄、「世代間ホームシェア事業」のNPO法
人リブ＆リブと提携、京急沿線で大学生とシニアが
同居を開始

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 鈴木伸治教授

10月4日 RePort（Web） 単身高齢者宅への学生同居を支援/京急電鉄 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 鈴木伸治教授

10月5日 タウンニュース金沢区版 Aozora Factory　独自技術伝えるワークショップ
に

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 芦澤美智子准教授

10月12日 日本経済新聞 京急　沿線活性化へ空き家対策 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 鈴木伸治教授

10月12日 タウンニュース金沢区版 市大生　「道歩き」で地域の魅力発券 学生が取り組む地域貢献活動支援事業 金沢研究会

10月8日 読売新聞 黄金町（横浜市）芸術家招き地域再生 学生が取り組む地域貢献活動支援事業 鈴木ゼミ

10月12日 神奈川新聞 PIAフェスタ 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 芦澤美智子准教授

10月13日 日刊工業新聞 横浜市大と連携、金沢区の産業団地が祭典　あす開
催

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 芦澤美智子准教授

10月13日 日本経済新聞 横浜ものづくり　親子体験　14日、産業団地30社
参加

教員地域貢献活動支援事業（協働型） 芦澤美智子准教授

11月1日 広報よこはま金沢区版11月号 金沢区の魅力いっぱい！健康ウォーキング2017 教員地域貢献活動支援事業（インキュ
ベーション型）

田髙悦子教授

11月8日 日本経済新聞 国立大健闘　共存に活路　地域貢献度調査 COC事業全般

11月13日 全国賃貸住宅新聞 高齢者宅の庭貸しで空き家予防に挑む　横浜市立大
学　学生が戸建て所有者と関係構築

地域実践科目 齊藤広子教授

11月23日 タウンニュース金沢区版 紙芝居で日本文化発信　横市大生の絵で来年披露へ ボランティア支援室

12月5日 東京新聞 空き家　私鉄の商機　首都圏乗客増へ若者を沿線に 地域実践科目 齊藤広子教授

12月11日 JCOMデイリーニュース Aozora Factory＠三井アウトレットパーク 教員地域貢献活動支援事業（協働型） 芦澤美智子准教授

1月1日 タウンニュース金沢区版 市大生　金沢研究会「朝夷奈切通」の魅力発信 学生地域貢献

1月12日 神奈川新聞 紙芝居で世界つなぐ　普及会と市大生が創作 ボランティア支援室

1月13日 ヨコハマ経済新聞 横浜市立大学の学生らが平和と国際交流をテーマに
した「創作紙芝居」のお披露目会

ボランティア支援室

1月13日 東京新聞 平和の願い　紙芝居で ボランティア支援室

1月17日 日本経済新聞 海洋ビジネス横浜から　市など産官学が振興策 教員地域貢献（協働） 大関泰裕教授

1月17日 神奈川新聞 横浜でうみコン　最新の海洋技術一堂に 教員地域貢献（協働） 大関泰裕教授

2月1日 広報よこはま金沢区版２月号 キャンパスタウン金沢 教員地域貢献・学生地域貢献 齊藤広子教授、金沢研究会

2月9日 JCOM「デイリーニュースよ
こはま」

LINKAI横浜金沢スタートアップイベント 教員地域貢献（協働） 芦澤美智子准教授

2月11日 読売新聞大阪版 保育所　公園活用広がる 教員地域貢献（協働） 三輪律江准教授

2月15日 タウンニュース金沢区版 並木ラボ　移転に向け意見交換　学生や地域住民ら
参加

COC事業

1月29日 神奈川新聞 ずっと・・・、寄り添って。「神奈川ゆめ奨学金」 教員地域貢献（インキュ） 高橋寛人教授
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05 COC事業5年間のまとめ
横浜市立大学



横浜市立大学ＣＯＣ事業（地（知）の拠点整備事業）

環境未来都市構想推進を
目的とした地域人材開発・
拠点づくり事業
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　横浜市立大学は、平成 25 年度文部科学省「地（知）の拠点整備事業（大

学ＣＯＣ事業）」の採択を受けました。そして、特に横浜市との連携を強

化し、全学的に地域を意識した「教育」「研究」「地域貢献」を進めるこ

とで、本学が地域コミュニティの中心を担う取組を進めてきました。こ

の度、平成 30 年３月で補助期間が終了となる機会を捉え、本事業で進

めてきた取組の成果を整理し、まとめましたので是非ご高覧ください。

　今後、横浜市立大学はこれらをさらに発展させ、地域社会へ貢献する

取組をさらに展開していきたいと考えています。

≪事業計画（目標）の全体像≫

　本事業では、横浜市が取り組む環境未来都市構想を主軸とする基幹プ

ロジェクトを発足させ、全学的な学部横断型の研究体制を構築すること

を主眼として、取組を進める。

　また、地域貢献センターにコーディネーターを配置し、地域ニーズと

学内シーズのマッチング機能のさらなる充実を図る。

　そして、教育・研究・地域貢献を有機的に連携させるワンストップ窓

口を設置し、学生・教員の支援を行うとともに、地域課題の解決を目指

す地域実践科目を設置するなど、地域に貢献できる人材育成を図ること

を目指す。
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５年間の取組成果と実績

　平成26年度に“地域課題を解決できる人材育成”を目的に「地域実践プログラム」を設置し、
平成28年度には「地域志向科目」の全学必修化を実現するなど、学部生全員が地域のことを学
ぶ機会を設けることができました。また、アクティブ・ラーニングを通じて、学生が地域課題
の発見・解決能力を身に付ける取組を推進し、さまざまな学習方法の検討を進めることができ
ました。そして、「ボランティア支援室」を設置し、地域等の各所からのボランティアニーズに
対して多くの学生を継続的に派遣することで、学生の活力を地域に還元することができました。

－５年間の主な取組実績－
〇地域志向科目の全学必修化
　（履修学生数：約7,600名）
〇ボランティア支援室の設置
　（ボランティア派遣学生数：約1,000名）

　「教員地域貢献活動支援事業」の取組を通じて多くの研究成果を地域社会に反映させ、横浜
市や企業等との連携取組件数増に寄与しました。また、学部・学系の枠を越えた教員同士の連
携による取組も増え、教員の地域貢献意識向上にも繋がりました。

－５年間の主な取組実績－
○教員地域貢献活動支援事業の推進
　（全取組件数：77件）

　横浜市温暖化対策統括本部と連携し、「ヨコハマ・エコ・スクール」という、環境に関する
市民啓発を行うスキームを構築することができました。さらに、並木に設置した「サテライト
拠点」では“コミュニティの活性化”と“健康に暮らせるまちづくりの推進”を進め、地域住民
や行政、民間企業等と協働した取組を展開することができました。今後も地域住民の拠点とし
て運営を継続し、自立・自走できる体制構築を目指します。

－５年間の主な取組実績－
〇ヨコハマ・エコ・スクール（YES）講座の実施
　（講義実施回数：約140回
　　　　　　　　参加者数：延べ約2,800名）
〇サテライト拠点の設置・活用
　（UDCN並木ラボ利用者：延べ約20,000名）

教　　育

研　　究

社会貢献



58

研
　
究

社
会
貢
献

全
　
体

ま
と
め

教
　
育

●　地域実践プログラム

　≪事業内容≫
　�　地域社会や産業などが抱える課題を読み取り、そ
の解決策を提示できる人材を育成することを目的と
して、地域に関する学習や能動的な学修の普及を目
的とした「地域実践プログラム」（基礎・応用・インター
ンシップの３カテゴリーから、一定数の科目を履修
することで修了認定がなされる登録制のプログラム）
を設置する。

　≪５年間の取組成果≫
　�　「地域実践プログラム」は、学生自らが学習プログ
ラムを立案し、アクティブ・ラーニングなどを通し
て得た学習成果をポートフォリオとしてまとめ、要
件を満たすと修了証が授与されるという仕組みを構
築しました。
　�　今後、平成30年度は継続して地域実践プログラム
を実施します。平成31年度以降は、学部が再編され
るため、各学部において社会情勢等を踏まえてそれ
ぞれ議論を進め、必要に応じて発展したプログラム
の導入を検討していきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○地域実践プログラム登録者数：215名
　○地域実践プログラム修了者数：�11名

　≪事業内容≫
　�　地域社会に関する知識を深め、地域課題の発見・
解決策を考える力を養うことを目的として「地域志
向科目」を設置する。

　≪５年間の取組成果≫
　�　平成27年度に地域のことを学ぶ「地域志向科目」
を設置しました。また、平成28年度には全学必修化�

を実現し、学部生全員が地域について学ぶ機会を設
けることができました。
　�　今後、平成30年度以降も継続して実施していきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○地域志向科目に設定した共通教養科目：12科目
　○地域志向科目に設定した専門科目：４科目
　○履修学生数：7,644名

●　地域志向科目の実施

地域志向の教育・カリキュラム改革の推進教　　育

地域実践プログラム　ポートフォリオ説明会

地域実践プログラム　修了証授与式

地域実践プログラム　オリエンテーション
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●　サポート・プログラム

　≪事業内容≫
　�　地域活性化の活動のために必要とされるコミュニケーショ
ン能力や情報発信能力を養い、地域で活動を行う際に必要と
されるスキルやノウハウの習得をサポートするための「サポー
ト・プログラム」を設置する。

　≪５年間の取組成果≫
　�　映像製作や広報スキル向上のためのプログラムを中心に提
供し、興味のある学生層の受講に繋げることができました。
受講した学生からは「講義だけでなく、自らアウトプットす
る機会があって面白かった」「専門学習分野以外の新たな分野
に目を向けることができて新鮮だった」等の感想があるなど、
意識の高い学生に対し、さまざまなスキル向上に寄与するこ
とができました。
　�　今後、地域の情報発信にかかるスキル等を学ぶ機会の設置
を検討していきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○参加者数：延べ547名

●　アクティブ・ラーニング推進プログラム

　≪事業内容≫
　�　公募により選ばれたアクティブ・ラーニング科目について、
支援を行う。また、支援を受けたプログラムの内容を共有す
る報告会を実施し、プログラムの改善サイクルを実現する。

　≪５年間の取組成果≫
　�　平成26年度の設置以降、学生が課題発見・解決能力を身に
付ける取組を推進し、主に地域をフィールドにして学生が地
域の学びを拡げることができるよう、教員のサポートを行い
ました。また、平成27年度以降は毎年教職員によるアクティブ・
ラーニング等に係る研修会を実施し、学内の教職員間で広く
情報共有やさまざまな学習方法の検討等を行うことができま
した。そして、平成29年度から始まった大学の中期計画の中で、
授業科目におけるアクティブ・ラーニングの導入率が明記さ
れたことで、大学としてアクティブ・ラーニングを推進する
方向性が確定しました。
　　今後、大学として継続的に取り組んでいきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○実施件数：27件

フィールドワークにより外国につながる子どもへの支援について調査

自作ビールを制作して「けやき広場ビール祭」に出展

Kanazawa CrossMeeting にて他大学と地元企業との交流

広報スキル基礎講座　情報発信についてのミニ WS

映像制作講座　tvk スタジオ見学
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●　 「ボランティア支援室の運営」及び「学生が取り
組む地域貢献活動支援事業の推進」

　≪事業内容≫
　�　「ボランティア支援室」の設置により、学内のボランティア
窓口を一元化するとともに、ここにコーディネーターを配置す
ることで、学生の支援体制・地域団体との連携を強化する。
　�　また、「学生の地域貢献活動支援事業」を推進し、学外での
実践的な活動を通じて学生の主体的な学びを助長し、豊かな人
間性と倫理観を備えた人材育成を図る。

　≪５年間の取組成果≫
　�　地域や行政等からのボランティアニーズに対し、多くの学生
を継続的に派遣することで、学生の活力を地域に還元すること
ができました。また、ボランティア支援室にコーディネーター
を配置し、学外のニーズと学内のシーズのマッチングや学生登
録、証明書の発行等の仕組みを構築しながら進めていることは、
他大学にはない特色となっています。また、活動を進める中で、
学生の取組姿勢が評価され、一部のボランティア活動では特別
な役割を与えていただくなど、「市大ならでは」の存在感を示す
ことができています。そして、これらの活動は学生にとっても様々
な社会経験の機会として貴重な学びを得る機会となっています。
　�　さらに、学生のボランティア活動の様子や「学生が取り組む
地域貢献活動支援事業」での取組は、新聞や地域タウン誌、ケー
ブルテレビ等のメディアでも度々取り上げられています。
　�　今後、学生のキャリア形成上の重要性を鑑み、学内組織にボ
ランティア活動をしっかりと根付かせていきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○ボランティア登録学生数：約700名
　○ボランティア派遣学生数：約1,000名
　○地域の外部団体等からの依頼件数：約500件
　○学生の地域貢献活動支援事業件数：45件

地域志向の教育・カリキュラム改革の推進

学生ボランティア　横須賀カレーフェスタ

学生ボランティア　世界トライアスロン横浜大会

学生地域貢献　金沢研究会　瀬戸あかり

学生地域貢献　科学倶楽部　子ども実験室

学生地域貢献　まちづくりデザインゲーム学生ボランティア　こどもプログラミング教室
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●　教員地域貢献活動支援事業

　≪事業内容≫
　�　教員の専門性を活かして地域課題の解決を図る活
動に対し、経費を支援する。採択された課題につい
ては、コーディネーターによって課題提案者と教員
とのマッチングを行うことで、質の高い地域貢献型
研究を実現する。

　≪５年間の取組成果≫
　�　地域等からのニーズと本学教員の知見（シーズ）
とのマッチングを進めた結果、多くの研究成果を地
域社会に反映させるとともに、横浜市や企業等との
連携取組件数増に寄与することができました。
　�　また、学部・学系の枠を越えた教員同士の連携に

よる取組も増えてきており、教員の地域貢献に対す
る意識向上にも繋がりました。
　�　今後、横浜市のシンクタンク機能を果たすため、
行政課題に本学のリソースが活かされるよう、継続
して教員による地域貢献活動に取り組んでいきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○�実施件数：合計77件
　　（協働型※…41件、インキュベーション型※※…36件）
　　※�行政、企業、NPO等と協働して行う「協働型」
　　※※�教員自らが専門を活かして地域課題を設定する

「インキュベーション型」

教員の地域貢献活動推進研　　究

AozoraFactory ～ made in 金沢区の WS

ブルーカーボン事業　東京湾大感謝

広告医学　上りたくなる階段

空き家利活用プロジェクト（ブルースタジオ大島芳彦様のまちづくり授業）

健康づくり出前講座

健康調査報告会



62

研
　
究

社
会
貢
献

全
　
体

ま
と
め

教
　
育

●　並木拠点　ＵＤＣＮ並木ラボ

≪事業内容≫
　�　高齢化が進む地域の特性を踏まえ、超高齢社会が
抱える課題を解決するため、他の地域に先駆けたモ
デルとなるような事業を展開する。

　≪５年間の取組成果≫
　�　ＵＤＣＮ並木ラボでは「コミュニティの活性化」と「健
康に暮らせるまちづくりの推進」の２つの役割を担い、
地域住民や行政等と協働して課題解決に取り組んで
きました。
　�　まず、「コミュニティの活性化」への取組として、
地域へのキッズスペース等を備えたオープンスペー
スの提供やイベント・セミナー等の開催を行い、住
民の交流の場として発展してきました。また、住民
の持ち込み企画としてラボで開始したイベントが地
区センターで開催する規模に発展するなど、活動の
幅も広がっています。

　�　次に、「健康に暮らせるまちづくりの推進」への取
組としては、定期的に医学科・看護学科の教員によ
る健康講座を開催しており、他地域からも講演依頼
が来るなど好評を博しています。
　�　今後、大学ＣＯＣ事業終了後も、地域住民の拠点
として運営を継続し、並木ラボでの取組だけで自立・
自走できる体制構築を目指していきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○�地域住民の持ち込み企画によるイベントや講座等

の実施
　○�医学部医学科及び看護学科の教員・学生による調

査事業ならびに健康相談、健康に関する出前講座
等の実施

　○�横浜市健康福祉局「よこはまウォーキングポイント」
万歩計リーダーの設置

　○利用者数：延べ約20,000名

サテライト拠点の設置・活用推進社会貢献

サマーフェスタ 並木保健室

パソコンなんでも相談室 UDCN 並木ラボ

新ラボ参考レイアウト 並木ラボ移転にともなう公開 WS
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●　 「ヨコハマ・エコ・スクール（ＹＥＳ）」への講座提供

　≪事業内容≫
　�　地域貢献センターが実施するエクステンション講座のプログラ
ムとして、環境未来都市をテーマとしたヨコハマ・エコ・スクー
ル（以下、ＹＥＳ）のプログラムに参画する。
　�　また、ＹＥＳの活動などを紹介する動画サイトを構築し、ネッ
ト上で周知を図る。

　≪５年間の取組成果≫
　�　横浜市温暖化対策統括本部と協力した取組を展開することで、
環境に関する市民啓発を行うスキームを構築することができまし
た。また、本講座は平成27年度以降インターネットを介して動
画配信を行い、広く情報発信を行いました。
　　今後、ＹＥＳ講座については、継続的に実施していきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○講義数：約140回
　○受講者数：約2,800名
　○映像配信数：41本

●　 関内拠点　関内サテライトオフィス

　≪事業内容≫
　�　市内中心部の立地を生かして、行政や企業、ＮＰＯの方々と
密接に連携を図り、積極的な情報発信や地域課題の解決に向け
た様々な取組を実施する。

　≪５年間の取組成果≫
　�　大学院講義の実施や環境未来都市ワークショップ（教員や学生、
ＮＰＯ等を含む市民参加型ワークショップ）の開催や、教員地
域貢献活動支援事業の研究活動などで活用しました。ここでは、
主に市内中心部の立地を生かして、行政・企業・ＮＰＯの方々
と連携した取組を進め、市内中心部で行う取組の有効性を確認
することができました。しかし、イベントスペースの使用がで
きなくなってしまい、今までの取組の実施が困難になったため、
平成29年６月末で撤退しました。
　�　今後、新たに市内中心部の立地を生かした活動を行うことが
できないか、大学として検討していきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○�学院講義の実施や環境未来都市ワークショップの開催
　　（６講座延べ169名参加）
　○教員地域貢献活動支援事業の研究活動などでの活用

エクステンション講座　自分で磨く「世渡り力」

広報スキル基礎講座　インタビューの基礎

YES 講座　海の浄化実験室

YES 講座　自然は嘘をつかない

YES 講座　親子で学ぶ地震と防災

エクステンション講座の充実・発展
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●　 「運営委員会および外部評価委員会の開催」

　≪事業内容≫
　�　「運営委員会」、「推進委員会」および「外部評価委
員会」を実施し、事業の評価を適切に改善へと結び
つけるＰＤＣＡサイクルを構築する。

　≪５年間の取組成果≫
　�　大学ＣＯＣ事業に係る取組に特化して、逐次進捗
を見守り、その結果として順調に事業を進めること
ができました。
　（文部科学省の平成28年度評価結果：Ａ）
　�　今後は、本法人全体の地域貢献に関する議論を行
う委員会や、大学として地域貢献全体の方向性を議
論する会議などを新たに設置して、事業や取組等を
推進していきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○運営委員会：�事業の進捗状況の把握と検討を逐次

実施

　○推進委員会：�特に重要な計画内容や事業実績につ
いて、全学での共有を実施

　○外部評価委員会：�事業内容説明やサテライト拠点
視察等を通して、委員から多く
の貴重なご意見をいただき、事
業展開の参考意見として活用

　≪事業内容≫
　�　学内外における本事業の周知を進めるため、地域
貢献活動の報告会の実施や大学の地域貢献活動に関
するシンポジウムを開催し、広く情報発信を行う。

　≪５年間の取組成果≫
　�　シンポジウムや学内報告会を開催し、ゲスト講師
による講演、学生による活動の紹介、パネルディスカッ
ション等を通じて、一般市民・学生への情報提供の
場を提供することができました。
　�　今後、学内における地域貢献活動に関して、市民
周知をすべき取組が展開された場合には、内容を厳
選し、報告会・シンポジウムの実施を検討していき
ます。

　≪５年間の取組実績≫
　○開催数：全６回（シンポジウム…５回、報告会…１回）
　○参加者数：延べ約500人

　≪事業内容≫
　�　「報告書」の刊行や「ニュースレター」の発行により、
学内のさまざまな地域貢献活動の可視化をすすめる。

　≪５年間の取組成果≫
　�　「報告書」や「ニュースレター」を関係各所に配布・
配架し、広く活動をＰＲしました。また、情報を集
約することで、学内学外の関係者に対し、本学の地
域貢献活動に対する理解を深めることができました。
　�　今後、「地域貢献白書」の刊行については、引き続
き継続していきます。

　≪５年間の取組実績≫
　○報告書刊行部数：約3,000部
　○ニュースレター発行部数：約12,000部

●　報告書の刊行

●　大学ＣＯＣ事業に関するシンポジウム等の開催

全　　体

H29 シンポジウム「金沢シーサイドエリアのまちづくり」
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　推進委員会

（委員長）
学長　  窪田吉信
（委員）
副学長  重田諭吉
副学長  五嶋良郎
副学長  岡田公夫
国際総合科学群長 篠﨑一英
医学群長  藤内祝
事務局長  宇都木朗
（開催日）
第１回　平成29年 5月29日（月）
第２回　平成29年10月23日（月）
第３回　平成30年 3月26日（月）予定

　運営委員会

（委員長）
国際総合科学部国際都市学系 教授 鈴木伸治
（委員）
国際総合科学部国際教養学系 教授 滝田祥子
国際総合科学部国際都市学系 准教授 三輪律江
国際総合科学部国際都市学系 准教授 中西正彦
国際総合科学部国際都市学系 准教授 大島誠
国際総合科学部経営科学系 准教授 岩佐朋子
国際総合科学部理学系 准教授 塩田肇
医学部医学科  教授 水嶋春朔
医学部看護学科  教授 田髙悦子
(検討チーム)
①　 カリキュラム改革検討チーム（教育推進課学務・教務担当、
学生・キャリア支援課キャリア支援担当、福浦キャンパス

学務教務課学務・教務担当）、
②　 情報発信機能検討チーム（広報室広報担当、ICT推進課、
研究基盤課地域貢献センター）

（開催日）
第1回 平成29年 4月13日（木）
第2回 平成29年 5月18日（木）
第3回 平成29年 7月13日（木）
第4回 平成29年10月12日（火）
第5回 平成30年 1月11日（木）
第6回 平成30年 3月15日（木）予定

　外部評価委員会

（委員長）
早稲田大学 教授 卯月盛夫
（委員）
石井造園株式会社・代表取締役社長  石井直樹
横浜市政策局 大学調整課長 森田英樹
神奈川県立保健福祉大学 学長 中村丁次
神奈川県政策局 政策部総合政策課 
政策調整担当課長  船山竜宏
一社）柏の葉アーバンデザインセンター副センター長
東京大学非常勤講師  三牧浩也
子どもの未来サポートオフィス 代表 米田佐知子
（オブザーバー）
横浜市温暖化対策統括本部環境未来都市推進課長
  髙橋知宏

（開催日）
第１回 平成29年12月18日（月）
第２回 平成30年 2月20日（火）予定

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業　各種委員会

https://www.yokohama-cu.ac.jp/ytog/contribution/center/index.html




